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監 査 委 員 公 表

島根県監査委員公表第１号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第２項の規定に基づき実施した平成30年度行政監査の結果に関する報告に

ついて、同条第９項の規定により次のとおり公表する。

平成31年３月26日

島根県監査委員 生 越 俊 一

同 岩 田 浩 岳

同 大 國 羊 一

同 後 藤 勇

号外第28号 島 根 県 報 平成31年３月26日
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第１ 行政監査の趣旨 

行政監査は、地方自治法第１９９条第２項の規定に基づき、県の事務の執行について、合法性、正確性、経済性、

効率性及び有効性の観点から実施する。

第２ 監査の概要 

１ 監査対象事務 

  公共施設における安全・安心に係るソフト面での対応

※ 公共施設：県が所有する建築物及び附属設備

２ 選定理由 

近年、地震や豪雨等の災害が頻発している中で、行政サービスを提供する公共施設の安全・安心は、最優先で確保

しなければならない。

そのためには、日頃から、火災や地震等の災害等発生時における初動体制の整備や職員の危機管理意識の向上等、

ソフト面での対策を講じておくことが重要である。

今回の監査では、公共施設における安全・安心に係るソフト面での対応状況を検証し、施設利用者や職員の更なる

安全対策の向上に資するものとする。

３ 監査の着眼点 

監査にあたっては、主に次の着眼点に基づき実施した。

ア 消防訓練等は適切に行われているか。

イ 火災・災害等発生時の対応マニュアルが作成され、定期的に見直されているか。

ウ 共用スペースや執務室に設置している備品等の転倒・落下・移動防止対策が講じられているか。

エ 安全管理に関する職員研修は実施されているか。

４ 監査実施機関（別表１） 

消防法では、多数の者が出入りする建物には、建物の用途、収容人員等により防火管理者を置き、防火管理業務を

行わせることとしている。 

また、大規模な建物には、防火管理者に併せて防災管理者を定め、防災管理業務を行わせることとしている。 

このため、防火管理者や防災管理者を選任する必要のある施設の中から、不特定多数の県民が利用する施設につい

て、施設の種別、規模、地域バランスを考慮のうえ、監査実施機関として２５機関を選定した。 

５ 監査実施期間 

  平成３０年１１月７日（水）～ 平成３１年１月１５日（火） 

６ 監査の実施方法 

  監査実施機関２５機関のうち、６機関について実地監査を、１９機関について書面監査を行った。 

（別表１） 

監査対象施設及び監査実施月日一覧 

部局 監査実施機関 監査対象施設 監査実施日 

総務部 管財課 県庁本庁舎 １１月２８日 

隠岐支庁県民局 隠岐合同庁舎 １１月 ８日 

隠岐支庁県土整備局 西郷港旅客上屋 １１月 ８日 

西部県民センター 浜田合同庁舎 １１月２６日 

地域振興部 しまね暮らし推進課 しまね海洋館 １２月 ４日 

環境生活部 環境生活総務課 男女共同参画センター １２月 ３日 
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文化国際課 島根県民会館 １２月２１日 

健康福祉部 健康福祉総務課 東部総合福祉センター １２月１９日 

医療政策課 松江高等看護学院 １２月１１日 

保健環境科学研究所 保健環境科学研究所 １２月 ４日 

出雲児童相談所 出雲児童相談所 １１月 ７日 

農林水産部 農林大学校 農林大学校 １２月２１日 

商工労働部 東部高等技術校 東部高等技術校 １１月２６日 

土木部 都市計画課 浜山公園体育館 １１月２６日 

宍道湖流域下水道管理事務所 宍道湖流域下水道東部浄化センター １２月 ４日 

病院局 こころの医療センター こころの医療センター １１月 ７日 

教育委員会 文化財課 古代出雲歴史博物館 １２月 ５日 

図書館 図書館  １月１５日 

埋蔵文化財調査センター 埋蔵文化財調査センター １２月 ４日 

安来高等学校 安来高等学校 １２月１９日 

横田高等学校 横田高等学校 １２月 ４日 

浜田ろう学校 浜田ろう学校 １１月２６日 

石見養護学校 石見養護学校 １２月 ３日 

警察本部 警察本部 運転免許課庁舎 １２月１９日 

大田警察署 大田警察署庁舎 １２月 ３日 

合計 ２５機関 ２５施設  

※ 太字は、実地監査を実施した機関 

第３ 監査の結果 

１ 監査結果 

監査実施機関における施設の安全・安心に係るソフト面での対応については、おおむね適切に行われていると認め

られた。 

２ 施設の概要 

消防法第２条第２項では、建築物やその他の工作物をはじめ車両、船舶、山林等、その中に収容されているものも

含めて、火災予防の対象となるすべてのものが防火対象物とされている。 

この防火対象物はその用途や火災の危険性等を考慮して区分され、劇場、百貨店、ホテル等不特定多数の者が利用

するもの又は病院、各種福祉施設、幼稚園、特別支援学校等、火災が発生した場合に人命に及ぼす危険性が高い施設

は「特定防火対象物」、それ以外は「非特定防火対象物」とされている。 

今回、監査した２５施設のうち、特定防火対象物は１１施設、非特定防火対象物は１４施設であった。 

また、消防法第８条第１項では、多数の者が出入し、勤務し、又は居住する防火対象物の管理権原者は、建物の用

途、規模及び収容人員により、一定の資格を有する者から防火管理者を定め、消防計画の作成、消防訓練の実施、消

防用設備等の点検整備等、防火管理上必要な業務を行わせることになっている。 
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さらに、消防法第３６条において、火災以外の災害（地震、毒性物質の発散等により生ずる特殊な災害）による被

害の軽減のため、大規模・高層の建築物等の防災管理対象物の管理権原者は、併せて、防災管理者を定め、防災管理

に係る消防計画を作成し、防災管理上必要な業務を行わせることになっている。 

２５施設のうち、防火管理者選任対象施設は２４施設、防火管理者及び防災管理者選任対象施設は１施設であった。 

表１ 施設の概要 

監査対象施設 防火対象物の区分 防火管理者等を選任しなければならない施設の区分 

県庁本庁舎 ○ ○ 

隠岐合同庁舎 ○ ◎ 

西郷港旅客上屋 ◎ ◎ 

浜田合同庁舎 ○ ◎ 

しまね海洋館 ◎ ◎ 

男女共同参画センター ◎ ◎ 

島根県民会館 ◎ ◎ 

東部総合福祉センター ◎ ◎ 

松江高等看護学院 ○ ◎ 

保健環境科学研究所 ○ ◎ 

出雲児童相談所 ◎ ◎ 

農林大学校 ○ ◎ 

東部高等技術校 ○ ◎ 

浜山公園体育館 ◎ ◎ 

宍道湖流域下水道東部浄化センター ○ ◎ 

こころの医療センター ◎ ◎ 

古代出雲歴史博物館 ○ ◎ 

図書館 ○ ◎ 

埋蔵文化財調査センター ○ ◎ 

安来高等学校 ◎ ◎ 

横田高等学校 ○ ◎ 

浜田ろう学校 ◎ ◎ 

石見養護学校 ◎ ◎ 

運転免許課庁舎 ○ ◎ 

大田警察署庁舎 ○ ◎ 

計 
特定防火対象物 ◎：11 

非特定防火対象物 ○：14 

防 火 管 理 者 選 任 対 象 施 設 ◎：24 

防火管理者及び防災管理者選任対象施設 ○:  1 

３ 消防計画の作成及び提出の状況 

消防計画は、火災等の災害発生を未然に防止し、万一発生してしまった場合にはその被害を最小限に食い止める

ため、職員が何をすればよいかを事前に決めておくものである。 

消防法施行規則第３条第１項では、消防計画は防火管理者が作成し、所轄消防長（消防本部を置かない市町村にお
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いては、市町村長）又は消防署長に届け出なければならないとされ、消防計画を変更したときも同様とされているが、

消防計画の作成及び提出は、２５施設の全てで行われていた。 

表２ 消防計画の提出の状況 

区 分 施設数 

消防計画を提出している 25 

消防計画を提出していない 0 

計 25 

次に、消防計画の変更については、全ての施設で変更届けを提出していた。 

表３ 変更届けの提出の状況 

区 分 施設数 

変更届けを提出している 25 

変更届けを提出していない 0 

計 25 

４ 消防訓練等の実施状況 

（１）消防訓練の実施状況 

消防訓練については、消防計画に基づいて、消火、通報及び避難訓練を定期的に実施しなければならないとさ

れているが、必要な訓練を実施した施設は１７施設、一部実施しなかった施設は４施設、実施しなかった施設は

４施設であった。 

表４ 消防訓練の実施状況 

区 分 施設数 うち特定防火対象物 うち非特定防火対象物 

実施した 17 10 7 

一部実施しなかった 4 0 4 

実施しなかった 4 1 3 

計 25 11 14 

ア 特定防火対象物における消防訓練の実施状況 

特定防火対象物については、消防法施行規則第３条第１０項の規定により、消火訓練及び避難訓練を年２回

以上実施しなければならないとされているが、特定防火対象物１１施設のうち、消火訓練及び避難訓練を２回

以上実施した施設は１０施設、実施しなかった施設は１施設であった。 

実施しなかった施設は、飲食店等が入居している船舶の発着場であるが、消防訓練を実施することの認識が

なかったため、消火訓練、避難訓練とも、一度も実施していなかった。 
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表５ 特定防火対象物における消防訓練の実施状況 

区 分 消防訓練 
  

施設数 
消火訓練 避難訓練 

特定防火対象物 
実施した ２回以上 ２回以上 10 

実施しなかった ０回 ０回 1 

計 11 

イ 非特定防火対象物における消防訓練の実施状況 

非特定防火対象物は、特定防火対象物のように消防訓練の内容・回数について義務付けはないが、消防法施

行令第３条の２第２項の規定により、消防計画に基づく消火、通報及び避難の訓練を行わなければならないと

されている。 

平成２９年度に消防計画どおりの内容・回数で実施した施設は７施設であり、一部計画どおり実施しなかっ

た施設は４施設、実施しなかった施設は３施設であった。 

一部計画どおり実施しなかった４施設については、業務の都合や大雪による臨時休校により、２回実施する

計画が１回になったものであった。 

なお、実施しなかった３施設については、いずれも業務の都合を理由に実施しなかった。 

表６ 非特定防火対象物における消防訓練の実施状況 

区 分 消防訓練 施設数 

非特定防火対象物 

計画どおり実施した 7 

一部計画どおり実施しなかった 4 

実施しなかった 3 

計 14 

ウ 参加者の状況 

消防訓練の参加者については、消防訓練を実施した２１施設のうち、施設の職員等（職員、警備や清掃業務

等委託先企業の従業員）のみの参加によるものが６施設、一般利用者以外の施設利用者（生徒、患者、入居団体

の職員、ボランティアスタッフ等）も参加して実施した施設が１４施設、訓練当日に施設を訪れた一般利用者に

も参加を呼び掛けて実施した施設が 1 施設であった。 

表７ 参加者の状況 

区 分 施設数 

職員等のみ 6 

職員等、施設利用者（一般利用者を含まない） 14  

職員等、施設利用者（一般利用者を含む） 1 

計 21 

エ 消防訓練時の消防署員の立会いの状況 

消防訓練には消防署員の立会いを受けることができるが、訓練を実施した２１施設のうち、１６施設で立会

いがあり、５施設が立会い無しで実施した。 

表８ 消防訓練時の消防署員の立会いの状況 

区 分 施設数 

立会い有り 16 

立会い無し 5 

計 21 
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オ 消防訓練後の消防署又は施設責任者からの指導の状況 

消防訓練後の消防署又は施設責任者からの指導（講評・助言）については、２１施設において行われた。 

具体的な指導（講評・助言）の内容については、次のとおりであった。 

・ 出火から避難完了までの時間短縮を図ること 

・ 消火栓を使った訓練も取り組むこと 

・ 消火器による火元の狙い方や火元確認時の体勢について 

・ 初期の現場確認時には消火器を携行すること 

・ 避難時の心構えや態度について 

・ 廊下等の避難経路に障害物を置かないこと 

・ 避難経路上で混雑しやすい場所には職員を配置すること  等 

表９ 消防訓練後の消防署又は施設責任者からの指導の状況 

区 分 施設数 

消防署から指導（講評・助言）あり 10 

施設責任者から指導（講評・助言）あり 5 

消防署と施設管理者の両方から指導（講評・助言）あり 6 

計 21 

カ 消防訓練の事後検証の状況 

消防訓練の事後検証については、消防訓練を実施した２１施設のうち、１９施設で行った。事後検証の方法

については、訓練参加者へのアンケート、訓練後の聞き取り、反省会等によるものであった。 

表１０ 消防訓練の事後検証の状況 

区 分 施設数 

行った 19 

行わなかった 2 

計 21 

（２）これまでの訓練結果を踏まえた訓練内容の見直しの状況 

これまでの訓練結果を踏まえた訓練内容の見直しについては、１８施設で行われていた。 

平成２９年度に見直しのあった内容は、次のとおりであった。 

・ 火災発生場所等の訓練内容を事前に周知しないブラインド型訓練を実施した。 

・ 非常持ち出し袋の搬出を行った。 

・ 高齢者や車椅子利用者の避難誘導を取り入れた。 

・ 災害発生時に職員全員がいるとは限らないため、担当以外の任務の訓練も実施した。 

・ 心肺停止者を想定し、ＡＥＤ講習を併せて実施した。 

・ 出火箇所確認後の事務室への連絡方法を携帯電話に変更した。 

・ 訓練ごとに出火場所と時間想定を変更して実施した。  等 

表１１ これまでの訓練結果を踏まえた訓練内容の見直しの状況 

区 分 施設数 

行っている 18 

行っていない 7 

計 25 

（３）平成２９年度に実施した消防訓練以外の訓練の内容 
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消防訓練以外の災害や事件・事故等を想定した訓練については、１４施設で実施し、その内容は、地震、大雨を

想定した災害対応訓練が１２施設、不審者対応訓練が１施設、救命や救護訓練が２施設、失踪者捜索訓練が１施設

であった。 

表１２ 平成２９年度に実施した消防訓練以外の訓練の内容 

区 分 施設数 

実施した 14 

 （災害対応） （12） 

（不審者対応） （1） 

（救命・ＡＥＤ、救護） （2） 

（失踪者捜索） （1） 

実施していない 11 

計 25 

※複数の訓練を実施した施設があるため、括弧内の数字の合計は、実施した施設数（14）と一致しない 

 （４）過去の訓練における反省点や改善点の中で、その後の訓練や施設の安全対策に生かされていること 

  過去の訓練における反省点や改善点については、２４施設においてその後の施設の安全対策に生かされており、

その内容は次のとおりであった。 

・ 緊急時の対応や連絡先をまとめた手帳を作成した。 

・ 消防訓練の避難時に方角が分からない人がいたため、施設内に方角を表示した。 

・ 館内が広いため、ハンドマイクで館内誘導を行うように改めた。 

・ 防火扉に「防火扉の前に物を置かない」との張り紙を貼った。 

・ 防火扉の開閉場所を明確にするため、表示テープを貼った。 

・ 施設内に防災用ヘルメットやヘッドライトを配置することとした。 

・ 消火栓や消火器の場所を配置図に明示し、事務室とカウンターに設置した。 

・ 避難経路について、一部混雑する箇所があったため見直した。 

・ 避難経路図をわかりやすくするため、カラー印刷に改めた。 

・ 非常口の解錠者が鍵の保管場所から遠かったため、保管場所に近い職員に改めた。 

・ 非常口のドアを修繕した。 

・ 庁舎内のスピーカーに不具合がないか、通常の放送時に確認するよう努めている。  等 

表１３ 過去の訓練における反省点や改善点の中で、その後の訓練や施設の安全対策に生かされていること 

区 分 施設数 

あり 24 

なし 1 

計 25 

５ 火災、災害等の発生時における対応マニュアル 

（１）対応マニュアルの作成状況 

消防計画以外に、火災、災害等の発生時における対応マニュアルは、１８施設で作成されていた。その内容は、

災害対応（火災、地震、風水害等）、事件・事故対応、不審者対応、また、その他としては感染症や個人情報漏洩等

への対応であった。 

一方、７施設で作成していないが、そのうち５施設では、消防計画や訓練シナリオで対応できているということ

であり、残り２施設については、マニュアルを作成中であった。 
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表１４ 対応マニュアルの作成状況 

区 分 施設数 

作成している 18 

 

（災害対応） （18） 

（事件・事故対応） （12） 

（不審者対応） （6） 

（その他） （7） 

作成していない（作成中を含む） 7 

計 25 

※複数のマニュアルを作成している施設があるため、括弧内の数字の合計は、作成している施設数（18）と一

致しない 

（２）対応マニュアルの定期的な内容点検の状況 

対応マニュアルの内容点検については、マニュアルを作成している１８施設のうち、１６施設が定期的に又は必

要に応じて内容点検を行っていた。 

表１５ 対応マニュアルの定期的な内容点検の状況 

区 分 施設数 

行っている 16 

 

（年１回程度） （9） 

（１年～２年に１回） （1） 

（２年～３年に１回） （1） 

（人事異動時） （1） 

（随時） （4） 

策定以降行っていない 2 

計 18 

（３）対応マニュアルの改正の状況 

対応マニュアルの改正については、マニュアルを作成している１８施設のうち、１５施設が必要に応じて改正を

行っていた。 

改正内容については、避難経路や避難場所の見直し、想定災害の追加、実際に発生した災害・事故を踏まえた対

応の見直し、組織改編による体制・人員の変更等であった。 

表１６ 対応マニュアルの改正の状況 

区 分 施設数 

行っている 15 

行っていない 3 

計 18 

６ 共用スペースや執務室に設置している備品等の転倒・落下・移動防止対策 

（１）備品等（ＴＶ・什器・ラック・パーテーション等）の転倒・落下・移動防止対策の状況 

共用スペースや執務室に設置している備品等の転倒・落下・移動防止対策については、４施設が全て対策済み、

１９施設が一部対策ができていない、２施設が全く対策ができていない状況であった。 

表１７ 備品等の転倒・落下・移動防止対策の状況 

区 分 施設数 
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全て対策済みである 4 

一部対策ができていない 19 

全く対策ができていない 2 

計 25 

（２）一部対策ができていない又は全く対策ができていない施設の状況 

一部対策ができていない又は全く対策ができていない２１施設のうち、現在、対策中とするものが６施設、検討

中とするものが１２施設、未定が３施設であった。 

対策ができていない部分は、書架、ロッカー等の固定であったが、現在、管財課では、家具転倒防止マニュアル

を作成中である。 

表１８ 一部対策ができていない又は全く対策ができていない施設の状況 

区 分 施設数 

現在、対策中 6 

現在、検討中 12 

未定 3 

計 21 

７ 安全管理に関する職員研修 

（１）平成２９年度に実施した安全管理に関する職員研修の内容 

ア 職場で実施した研修 

平成２９年度の職場における安全管理に関する職員研修は２２施設で実施し、過去の実施分も含めると、２

４施設において実施していた。 

研修内容は、次のとおりであった。 

＜施設の安全管理に関する研修＞ 

・施設保全事務研修会 

＜施設利用者の安全管理に関する研修＞ 

・救急救命講習会（心肺蘇生法、ＡＥＤ操作、止血法） 

・超繁忙期総合対策（ゴールデンウィーク、お盆の入館者対応）の説明会 

・避難訓練上映会 

・防災・危機管理研修会 

・エレベーター閉じ込め救出訓練 

＜その他、安全管理に関する研修＞ 

・事業継続計画研修会 

・施設の防火・防災について 

・交通安全・防犯講習会 

・消火栓、自動火災報知設備の使用方法について  等 

また、職場で研修を実施したことがない施設では、「職員会議等で個別に周知を図っており体系的、網羅的な

形では実施していない」ことを実施したことがない理由に挙げている。 

表１９ 平成２９年度に実施した安全管理に関する職員研修の内容（職場で実施した研修） 

区 分 施設数 

平成２９年度に実施した 22 

 施設の安全管理に関する研修 （6） 
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施設利用者の安全管理に関する研修 （9） 

その他、安全管理に関する研修 （13） 

平成２９年度は実施していないが過去に実施したことがある 2 

実施したことがない 1 

計 25 

※複数の研修を実施した施設があるため、括弧内の数字の合計は、実施した施設数（22）と一致しない 

イ 県の他課が開催する研修に参加 

県の他課が開催する研修への参加については、平成２９年度は１１施設において職員が参加しており、過去

の参加分を含めると、１３施設において参加実績があった。 

研修内容は、次のとおりであった。 

＜施設の安全管理に関する研修＞ 

・公有財産管理・施設保全事務研修会 

＜施設利用者の安全管理に関する研修＞ 

・普通救命講習会 

・学校安全研修会 

・避難訓練コンサート 

＜その他、安全管理に関する研修＞ 

・国民保護図上訓練及びテロ災害対策に係る講演  等 

また、これまで参加したことがない施設では、「他課の技術担当者と情報交換できている」、「どのような研修

があるのか分からない」、「施設の特徴に適した研修がない」等を参加したことがない理由に挙げている。 

表２０ 平成２９年度に実施した安全管理に関する職員研修の内容（県の他課が開催する研修に参加） 

区 分 施設数 

平成２９年度に参加した 11 

 

施設の安全管理に関する研修 （3） 

施設利用者の安全管理に関する研修 （3） 

その他、安全管理に関する研修 （6） 

平成２９年度は参加していないが過去に参加したことがある 2 

参加したことがない 12 

計 25 

※複数の研修に参加した施設があるため、括弧内の数字の合計は、参加した施設数（11）と一致しない 

ウ 県以外の機関が開催する研修に参加 

県以外の機関が開催する研修への参加については、平成２９年度は１２施設において職員が参加しており、

過去の参加分を含めると、１６施設において参加実績があった。 

＜施設の安全管理に関する研修＞ 

・中四国地域技術職員研修会（舞台・照明・音響等の安全管理） 

・体育・スポーツ施設の法的責任について 

・電気保安教育 

・危険物取扱者保安研修 

＜施設利用者の安全管理に関する研修＞ 

・体育・スポーツ施設における救急手当について 
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＜その他、安全管理に関する研修＞ 

・自衛消防隊員教育 

・上級救命講習、普通救命講習 

・危険物施設におけるヒューマンエラーについて  等 

また、これまで参加したことがない施設では、「業務多忙」や「どんな研修があるか分からない」等を参加し

たことがない理由に挙げている。 

表２１ 平成２９年度に実施した安全管理に関する職員研修の内容（県以外の機関が開催する研修に参加） 

区 分 施設数 

平成２９年度に参加した 12 

 

施設の安全管理に関する研修 （9） 

施設利用者の安全管理に関する研修 （3） 

その他、安全管理に関する研修 （3） 

平成２９年度は参加していないが過去に参加したことがある 4 

参加したことがない 9 

計 25 

※複数の研修に参加した施設があるため、括弧内の数字の合計は、参加した施設数（12）と一致しな

い 

エ 実施又は参加している研修の開催又は参加頻度 

安全管理に関する研修については、２５施設の全てで定期的に又は不定期に実施（参加）していた。 

表２２ 実施又は参加している研修の開催又は参加頻度 

区 分 施設数 

毎年度、定期的に実施又は参加している 19 

不定期に実施又は参加している 6 

実施したことがない又は参加したことがない 0 

計 25 

第４ 監査意見 

   公共施設において、火災や地震等の災害発生時に、施設利用者や職員の安全を確保し、被害の拡大防止を図るため

には、初動体制の整備や職員の危機管理意識の向上等、日頃からソフト面の対策を講じておくことが重要である。 

今回、消防法で定める防火・防災管理の視点を中心に、県が所有する２５の公共施設を監査した結果、防火管理の

理解が不十分な施設があり、是正又は改善を要する事例が見受けられた。 

今後は、以下に述べる意見について留意し、公共施設の安全・安心に向けて、より適切で効果的な対応に努められ

たい。 

１ 防火管理意識の徹底について（共通） 

施設の安全・安心に向けた取組みの実施にあたっては、消防計画の作成や消防訓練の実施等、防火管理上必要な業

務を行う防火管理者の責務が重大かつ重要である。 

しかしながら、今回の監査では、防火管理者の認識不足から是正又は改善を要する事例が見受けられた。 

今後は、こうしたことのないように、各施設の管理権原者は防火管理者に意識づけを行い、防火管理者は防火管理

上必要な業務について再確認されたい。 

２ 消防計画の内容確認について（共通） 

消防法において、防火対象物については、火災の予防や火災発生時の被害の軽減のため、消防計画を作成し、これ
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に基づき、消防訓練の実施等、防火管理上必要な業務を実施することとされている。 

監査の結果では、消防計画について、内容に変更が生じているものや、消防訓練の実施内容や回数が不明確なもの

があった。 

ついては、各施設の消防計画について、変更が生じていないか又は明確な内容となっているか確認を行われたい。 

３ 消防訓練の実施について（西郷港旅客上屋、保健環境科学研究所、運転免許課庁舎、大田警察署庁舎） 

消防訓練は、消防計画に基づいて、定期的に実施しなければならないとされている。 

監査の結果では、西郷港旅客上屋、保健環境科学研究所、運転免許課庁舎、大田警察署庁舎で、平成２９年度に一

度も消防訓練を実施しなかった。 

火災発生時に、迅速かつ的確な行動をとることができるようにするためには、消防訓練を繰り返して行うことが重

要である。 

今後は、消防計画で定めたとおり、定期的に消防訓練を実施されたい。 

４ 訓練内容の充実について（共通） 

訓練は、様々な事象に備え、各施設の用途や特性、施設利用者の状況、勤務人員等の実態にあった想定のもとで行

うことが重要である。 

今回、監査した施設には、大規模な集客施設や夜間も利用される施設等、施設ごとに用途や特性が異なり、施設利

用者の中には、緊急時に速やかな避難がしにくい人や情報が伝わりにくい人もいた。 

このため、一般の来館者にも訓練参加を呼び掛けている施設、高齢者や車椅子利用者の避難誘導を取り入れている

施設、勤務人員が通常よりも少ない夜間に訓練を実施している施設、地震や不審者を想定した訓練を実施している施

設があった。 

このように、各施設の実態を踏まえて、様々な場面を想定した訓練の実施について検討されたい。 

５ 消防訓練の結果の検証と活用について（共通） 

消防訓練においては、「訓練計画の策定」「訓練の実施」「実施結果の検証」を繰り返し行うことが、職員の危機管

理意識の向上や火災発生時の迅速な行動につながる。 

監査の結果では、消防訓練の事後検証は、おおむね行われていたが、一部には実施していない施設があった。 

また、事後検証は行っているが訓練内容の見直しには至っていない施設もあった。 

ついては、消防訓練の結果の検証を十分に行った上で、反省や改善を要する事項については施設内で情報共有し、

次回の訓練や以降の防火管理に生かされたい。 

６ 災害・事故等発生時の対応マニュアルについて（共通） 

火災や地震等の災害や事故等の発生時に、施設利用者や職員の安全を確保し、被害の拡大防止を図るためには、緊

急時に必要な行動や役割分担と責任体制、関係機関への連絡等について、マニュアルを作成し、職員へ周知しておく

ことが重要である。 

監査の結果では、８割の施設で災害、事故、不審者対応等、何らかのマニュアルが作成済み又は作成中であり、２

割の施設で未作成だったが、その中には、敷地内に複数の建物があるため、あらかじめ役割分担や指示系統を整理し、

職員に周知しておいた方が良いと思われる施設もあった。 

ついては、マニュアルを作成していない施設では、施設の用途や特性、建物、利用者の状況等を勘案し、今後、必

要に応じて、関係するマニュアルの作成について検討されたい。 

また、マニュアルの内容点検や改正について、必要に応じておおむね的確に行われていたが、作成から数年が経過

しているのに点検が行われていない施設もあったため、定期的にマニュアルの内容点検を行い、必要な見直しや内容

の充実に努められたい。 

７ 備品等の転倒・落下・移動防止対策について（共通） 

共用スペースや執務室に設置している備品等の転倒・落下・移動防止対策をとっておくことは、地震発生時、施設
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利用者の負傷防止や迅速な避難のために必要な対応である。 

監査の結果では、２５施設のうち、約８割の施設が、一部に未対策の備品等が残っている又は全く対策ができてい

ない状況であった。 

施設の管理者からは、「どこまで対策を講じるべきか判断が難しい」といった疑問もあったが、平成３０年度内に

管財課が転倒防止マニュアルを作成することから、危険性に応じた優先順位も考慮しつつ、このマニュアルを参考に

して、共用スペースや執務室に設置している備品等の転倒・落下・移動防止対策を早期に完了する必要がある。 

８ 安全管理に関する職員研修について（共通） 

火災や地震等の災害や事故等の発生時に、施設利用者や職員の安全を確保し、被害の拡大防止を図るためには、職

員が緊急時に冷静な判断に基づき迅速かつ的確な行動がとれるように、日頃から研修の機会を設けることが重要であ

る。 

監査の結果では、職場で研修を実施したり、職場外で開催される研修に参加することにより、全ての施設が研修に

取り組んでいた。 

しかし、このうち、約２割の施設では、不定期に実施（又は参加）している状況であり、毎年度、定期的な実施（又

は参加）には至っていなかった。 

ついては、職員研修について、毎年度、定期的に実施（又は参加）するよう努められたい。 
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地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第７項の規定により実施した平成30年度財政的援助団体等監査の結果に関

する報告を、同条第９項の規定により次のとおり公表する。

平成31年３月26日

島根県監査委員 生 越 俊 一

同 岩 田 浩 岳

同 大 國 羊 一

同 後 藤 勇

号外第28号 島 根 県 報 平成31年３月26日
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第１ 監査の概要

１ 財政的援助団体等監査の趣旨

地方自治法第１９９条第７項 の規定に基づき、県が補助金、交付金、負担金、貸付金、損失補償等の財政的援助(注1)

を与えている団体、資本金、基本金等を出資している団体、債務保証等をしている団体及び公の施設 の管理を行わ(注2)

せている団体並びに財政的援助等を行っている所管課を対象とし、県による財政的援助等の妥当性、団体における公

金の執行状況の適正性等の観点から監査を実施した。

地方自治法第１９９条第７項(注1)

監査委員は、必要があると認めるとき、又は普通地方公共団体の長の要求があるときは、当該普通地方公共

団体が補助金、交付金、負担金、貸付金、損失補償、利子補給その他の財政的援助を与えているものの出納そ

の他の事務の執行で当該財政的援助に係るものを監査することができる。当該普通地方公共団体が出資してい

るもので政令で定めるもの、当該普通地方公共団体が借入金の元金又は利子の支払を保証しているもの、当該

普通地方公共団体が受益権を有する信託で政令で定めるものの受託者及び当該普通地方公共団体が第２４４条

の２第３項の規定に基づき公の施設の管理を行わせているものについても、また、同様とする。

公の施設(注2)

住民の福祉を増進させることを目的として、その利用に供するために普通地方公共団体が設置する施設（学

校、美術館、ホール、体育館、県営住宅や公園等 。）

２ 監査対象団体及び実施団体

⑴ 監査対象団体

監査対象団体は次のとおりである。

ア 財政的援助団体

① 県単独の制度により１千万円以上の補助金、交付金、負担金又は利子補給金（以下「補助金等」という ）。

を交付した団体及び１千万円未満の補助金等を交付した団体のうち特に監査を実施する必要があると認めた団

体

② 県が貸付け又は損失補償をしている団体のうち特に監査を実施する必要があると認めた団体

イ 出資団体

県が資本金、基本金その他これらに準ずるものの４分の１以上を出資している団体

ウ 債務保証、信託に係る団体

県が債務保証又は信託（不動産の信託に限る ）をしている団体のうち特に監査を実施する必要があると認め。

た団体

エ 公の施設の指定管理者

県が公の施設の管理を行わせているもの

⑵ 監査対象団体の概要

監査対象団体の平成２９年度末の状況は、次表のとおりである。

財政的援助等の形態別件数
監査対象

団体区分 財政的援助 債務 公の施設の
団体実数 出資

補助金等 貸付金 損失補償 保証 指 定 管 理

一般社団法人 ５ ５

公益社団法人 ６ ５ １ １ ２

一般財団法人 ３ ２ ２ １

公益財団法人 １８ ７ ３ ３ １４ ７

地方独立行政法人 １ １

学校法人 ２ ２
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社会福祉法人 １２ １２

農林水産組合 １ １

商工会議所・商工会 ２９ ２９

株式会社 １２ １ ３ ８

その他 ２９ ２３ １ １ ３ １ ３

合 計 １１８ ８７ ６ ５ ２４ １ １９(注3)

(注3)１つの団体について補助金等、貸付金、出資等が重複している場合があるため 「監査対象団体実数」の合計、

と「財政的援助等の形態別件数」の合計は一致しない。

⑶ 監査実施団体

平成３０年度は、上記監査対象団体の中から過去の監査実施状況等を考慮し、次の２０団体を選定し監査を実施

した。

監 査 実 施 団 体 名 所 管 課 監査対象とした財政的援助等の内容

１ （公財）しまね海洋館 しまね暮らし推進課 出資・指定管理

補助金等２ （公財）島根県市町村振興協会 市町村課

３ ２１世紀出雲空港整備利用促進協議会 交通対策課 補助金等

４ 萩・石見空港利用拡大促進協議会 交通対策課 補助金等

５ （一社）島根県旅客自動車協会 交通対策課 補助金等

６ 一畑電車沿線地域対策協議会 交通対策課 補助金等

文化国際課 出資・指定管理
７ （公財）しまね文化振興財団

文化財課 指定管理

自然環境課 出資・指定管理
８ （公財）しまね自然と環境財団

環境政策課 補助金等

（公財）島根県障害者スポーツ協会 障がい福祉課 出資９

10 （公財）島根県みどりの担い手育成基金 林業課 出資

11 （公社）島根県観光連盟 観光振興課 補助金等

神話の国縁結び観光協会 観光振興課 補助金等12

13 （一社）山陰インバウンド機構 観光振興課 補助金等

14 山陰デスティネーションキャンペーン協議会 観光振興課 補助金等

産業振興課 出資・補助金等・指定管理
15 （公財）しまね産業振興財団

中小企業課 貸付金・損失補償

16 まつえ北商工会 中小企業課 補助金等

17 飯南町商工会 中小企業課 補助金等

18 大田商工会議所 中小企業課 補助金等

土木総務課 出資

用地対策課 貸付金

19 島根県土地開発公社 斐伊川神戸川対策課 貸付金

管財課 貸付金
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企業立地課 債務保証

20 島根県住宅供給公社 建築住宅課 出資

３ 監査の実施方法、対象年度、範囲、視点、実施年月日及び監査の執行者

⑴ 実施方法

監査実施団体については原則として実地監査を行い、監査実施団体の所管課及び監査実施団体の一部については

書面監査により行った。

⑵ 対象年度

監査は原則として平成２９年度を対象とし、必要に応じ平成２８年度及び平成３０年度も対象とした。

⑶ 範囲

監査の範囲は、補助金等、貸付金又は損失補償の財政的援助を与えている団体については、それら財政的援助に

関連する範囲とし、出資している団体については、団体の財務、会計、事業など経営全般とし、債務保証をしてい

る団体については、債務保証に関連する範囲とし、公の施設の管理を行わせている団体については、管理に係る会

計事務の執行や施設の維持管理を範囲とした。

⑷ 監査の視点

監査は、補助金等の財政的援助を与えている団体については、補助金等が公金として適切に執行され、交付目的

である成果が十分得られているか、出資している団体については、出資目的に沿って事業が運営されているか、債

務保証をしている団体については、債務保証の目的である成果が十分得られているか、また、公の施設の管理を行

わせている団体については、指定管理に関する協定書に基づき施設が適切に管理・運営されているかなどの視点か

ら行った。

⑸ 監査実施年月日

監 査 実 施 団 体 名 監査実施年月日

（公財）しまね海洋館 平成３０年１１月 １日

（公財）島根県市町村振興協会 平成３０年１１月１２日

２１世紀出雲空港整備利用促進協議会 平成３０年１０月２４日

萩・石見空港利用拡大促進協議会 平成３０年１１月 ７日

（一社）島根県旅客自動車協会 平成３０年１０月２６日

一畑電車沿線地域対策協議会 平成３０年１０月２４日

（島根県民会館） 平成３０年１２月２１日

（公財）しまね文化振興財団 （島根県芸術文化センター） 平成３０年１１月 ７日

（八雲立つ風土記の丘） 平成３０年１１月１３日

（公財）しまね自然と環境財団 平成３０年１１月 １日

（公財）島根県障害者スポーツ協会 平成３０年１１月１３日

（公財）島根県みどりの担い手育成基金 平成３０年１１月 ６日

（公社）島根県観光連盟 平成３０年１０月２３日

神話の国縁結び観光協会 平成３０年１０月２３日

（一社）山陰インバウンド機構 平成３０年１１月 ６日

山陰デスティネーションキャンペーン協議会 平成３０年１０月２３日

（公財）しまね産業振興財団 平成３０年１０月２６日

島根県土地開発公社 平成３０年１１月１２日

島根県住宅供給公社 平成３０年１１月１２日

所管課及び上記以外の監査実施団体については、事前に職員により実施した実地調査に基づき、書面監査を実
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施した。

⑹ 監査の執行者

監査の執行者は次のとおりである。

監査委員 生 越 俊 一

監査委員 岩 田 浩 岳

監査委員 大 國 羊 一

監査委員 後 藤 勇

なお、地方自治法第１９９条の２の規定により、大國羊一監査委員は（公財）島根県障害者スポーツ協会につい

て、後藤勇監査委員は（一社）山陰インバウンド機構について監査を行っていない。

第２ 監査の結果

監査結果（総括）Ⅰ

各監査実施団体別の監査結果は、Ⅱ 監査結果（個別）に掲げるとおりであり、改善を要するものとして指摘した

事項はなく、指示事項が１件あったほかは、おおむね適正に処理されているものと認められた。

なお、監査全般を通じた意見は４件あり、これについては、Ⅱ 監査結果（個別）に掲げた意見を含め県報登載に

より公表し、指示事項とともに該当する監査実施団体及び所管課に対し文書で通知する。

また、労働契約法で規定された無期転換ルール が平成３０年４月から適用となったことから、監査対象の出資(注４)

団体における対応状況についても確認をした。

各団体の所管課に対しては、県の雇用政策課長から各団体における無期転換ルールの円滑な導入について周知啓発

の依頼があり、この依頼を受けて所管課から各団体へ適切に周知されていた。

さらに、各団体においては、無期転換ルールの適用に先立って職員への説明や就業規則の整備などが適切に行われ

ていた。

無期転換ルール(注4)

有期労働契約が反復更新されて通算５年を超えたときに、労働者の申込みによって企業などの使用者が無期

労働契約に転換しなければならないルール

１ 改善等を要する事項

⑴ 指摘事項 （団体・所管課）(注5)

該当なし

⑵ 指導事項 （団体）(注6)

該当なし

⑶ 指示事項 （所管課）(注6)

ア 管理委託物品の手続きが適当でないもの

指摘事項(注5)

速やかに是正又は改善を要する事項で、公表することが相当と認められるもの

指導事項・指示事項(注6)

指摘事項以外のもので、該当の団体又は所管課に対して文書によって指導又は指示し、是正を求めることが

適当なもの

２ 意見
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監査全般を通じた意見は、次のとおりである。

⑴ 団体に対する意見

ア 萩・石見空港の利用促進と観光振興等との連携について

萩・石見空港の利用促進にあたっては、基礎的需要の創出とともに、空港周辺の地域資源を活用した観光振

興等との連携が重要である。

今回の監査では、これに関係する萩・石見空港利用拡大促進協議会 （公社）島根県観光連盟、島根県芸術、

文化センター指定管理者の（公財）しまね文化振興財団、しまね海洋館指定管理者の（公財）しまね海洋館の

事業内容を確認した。

その中で、石見地域の振興を図る上で、萩･石見空港をはじめとする交通利便性の確保（二次交通の確保を

含む ）と、それと関連する観光振興や空港周辺の集客施設の事業が密接に連携していくことの重要性を再認。

識したところである。

これまでも、各種対策会議の設置や関係団体間における連絡調整などが行われてきたところであるが、より

効果的な事業を実施するためには、事業計画の策定段階から団体間で事業内容などの情報共有を行うことが必

要である。

ついては、各団体においては、事業計画の策定にあたって他団体や関係市町と積極的に相互連携を図り、効

率的かつ効果的な事業を実施し、石見地域の振興に努められたい。

イ 観光関連団体が相互に連携した観光振興について

県内には、国宝の出雲大社・松江城・神魂神社、世界遺産の石見銀山、隠岐ユネスコ世界ジオパークなど魅

力ある地域資源が数多く存在し、これらの地域資源を活用した観光振興が重要である。

これまで、今回監査を行った（公社）島根県観光連盟や神話の国縁結び観光協会などが県の観光振興施策と

連携しながら、旅行商品の創出や様々なメディアを活用したＰＲなどにより県内外からの誘客を促し、観光を

振興してきた。

また、近年、観光地域づくりの新たな舵取り役となる日本版ＤＭＯ（地域において官民一体で観光地と地域

資源の一体的なブランド開発を推進する組織）の（一社）山陰インバウンド機構が設立され、国内外に向けて

山陰両県の観光情報を発信し、観光プロモーションを行っている。

、 、それぞれの団体の基本的な役割・機能は異なるところであるが 活用する地域資源は共通していることから

団体間で連携し、それぞれの団体の特性に応じた役割分担の中で一体的に観光振興を行っていく必要がある。

ついては、各団体においては、事業計画の情報共有を行うなど相互に連携を図り、県の財政支援が効率的か

つ効果的に機能するよう、観光振興に取り組まれたい。

⑵ 所管課に対する意見

ア 萩・石見空港の利用促進と観光振興等との連携について

団体に対する意見で述べたように、石見地域の振興を図る上で、萩･石見空港をはじめとする交通利便性の

確保と、それと関連する観光振興や空港周辺の集客施設の事業との連携は大変重要である。

ついては、各団体の所管課（しまね暮らし推進課、交通対策課、観光振興課、文化国際課）においても、施

策の計画段階から関係課の間で調整を行うとともに、各団体へ補助金等の財政支援を行うにあたっては、関係

団体間で連携を図るよう協力を求められたい。

イ 指定管理期間中における指定管理料の見直しについて

、 、 、 、 、今回監査を行った しまね海洋館 島根県民会館 島根県芸術文化センター 三瓶自然館及びその附属施設

八雲立つ風土記の丘の指定管理については、通常５年である指定管理期間を企画展等の計画的な展開、専門的

な人材の育成などの観点から８年としている。

この期間中の指定管理料については、基本協定書において、状況の変化等を考慮して指定管理開始日から４

年を経過した後に、６年目以降の人件費単価や光熱水費等の変動経費の見直しを行うこととされている。
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光熱水費等の変動経費の見直しについては、人事課・財政課が制定している「指定管理者制度運用に係る共

通ガイドライン」に基づいて直近の実績等を踏まえて再計算することになるが、指定管理者からは、経営努力

による経費の節減が評価されないのではないかとの懸念が示された。

ついては、これらの施設の所管課（しまね暮らし推進課、文化国際課、自然環境課、文化財課 、人事課及）

び財政課においては、指定管理料の見直しにあたっては、指定管理者と十分な協議を行い、指定管理者の経費

の節減努力を評価する仕組みや工夫を検討されたい。

監査結果（個別）Ⅱ

１ 団体名 （公財）しまね海洋館 所管課 しまね暮らし推進課

１ 団体の概要

平成９年４月３０日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

島根県知事から指定管理者の指定を受けて、島根県が設置する「島根県立しまね海洋館」の管理運営を通じ、

多くの人々が日本海の自然や生態とふれあい、楽しく過ごす場を創造し、賑わいの創出や新たな民間活動の誘発

により地域の活性化に寄与するとともに、水族の保護、保全を含めた豊かな海洋自然の大切さについての普及啓

発に努めていく。

⑶ 県の出資状況

出資金額 １００，０００千円（県出資比率：１００％）

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 出資による事業実施状況

水族の収集・飼育・展示及び保護・保全の研究に関する事業、水族に関する調査研究及び知識の普及啓発に関

する事業を実施している。

⑵ 公の施設の指定管理

ア しまね海洋館（アクアス （所在地 浜田市、江津市））

① 指定管理業務の内容

・しまね海洋館の施設及び設備の維持管理に関する業務

・水生生物を中心とした収集、飼育及び展示並びに調査研究に関する業務

・水生生物に関する学習機会の提供及び知識の普及啓発に関する業務

・しまね海洋館の利用の促進に関する業務

平成２７年度～平成３４年度② 指定期間

２７９，２９７千円（平成２９年度）③ 指定管理料

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項
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指摘事項なし

２ 団体名 （公財）島根県市町村振興協会 所管課 市町村課

１ 団体の概要

昭和５４年４月１日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

市町村の健全な発展を図るために、市町村振興宝くじの収益金等を活用し、市町村を支援する事業を行い、住

民福祉の増進に資する。

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 交付金

ア 市町村振興交付金

① 内容

（ ） 、県が交付する市町村振興宝くじ サマージャンボ宝くじ及びハロウィンジャンボ宝くじ に係る収益金を

次の事業の財源に充てる。

・市町村の災害時における緊急融資事業、災害防止対策事業及び緊急に整備を要する施設等整備事業に対し

て資金を貸し付ける事業

・交付金を市町村に交付する事業

・市町村職員等の人材育成を支援する事業

・市町村が共同して行う市町村振興を支援する事業

・市町村振興に関する調査研究及び情報提供を行う事業

３６７，２６２千円② 交付金額

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

３ 団体名 ２１世紀出雲空港整備利用促進協議会 所管課 交通対策課

１ 団体の概要

平成７年６月２８日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

出雲空港の整備及び利活用を促進し、地域の発展に寄与する。

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 補助金

ア 島根県空港利用促進事業費補助金

① 内容

出雲空港の利用促進を図ることを目的として結成された利用促進協議会が実施する利用促進事業経費を補

助し、利用者の増加及び航空路線の維持・拡充を図る。

１４，５８４千円② 補助金額
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３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

イ 意見

出雲空港の利用促進について

協議会では、これまで利用者が減少する冬期の空港利用につながる旅行商品の造成など観光振興とセットに

した利用促進対策や航空運賃の低廉化、新規路線開設に向けた要望活動等に取り組んできた。

これらの取組みにより、平成２９年度の利用者数が過去最大となるとともに、静岡線及び仙台線の新規路線

が開設されるなどの成果が見られたところである。

今後は、東京線の航空運賃が山陽側に比較して高いこと、福岡線の最終便の時間が早いことなどの課題への

対応、さらに、インバウンド等の観光需要の取込みや新規路線の維持、拡大等が求められる。

ついては、航空運賃の低廉化やダイヤの改善による利便性の向上、観光振興施策とセットにした利用促進、

将来的な定期便の就航も視野に入れた国際線の誘致などに引き続き取り組まれたい。

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

イ 意見

出雲空港の利用促進について

団体に対する意見で述べたように、利便性の向上や観光振興策とセットにした利用促進対策等に引き続き取

り組まれたい。

４ 団体名 萩・石見空港利用拡大促進協議会 所管課 交通対策課

１ 団体の概要

平成５年９月８日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

島根県西部・山口県北東部の一体的な地域発展のため、萩・石見空港の利用拡大を図る。

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 補助金

ア 島根県空港利用促進事業費補助金

① 内容

萩・石見空港の利用促進を図ることを目的として結成された利用促進協議会が実施する利用促進事業経費

を補助し、利用者の増加及び航空路線の維持・拡充を図る。

１０，０００千円② 補助金額

イ 萩・石見空港路線維持事業費補助金

① 内容

萩・石見空港の航空路線を維持し、安定した空港運営を継続するため、萩・石見空港路線を利用した首都

圏等大都市圏域からの観光客誘致対策事業及び航空事業者に対する運航支援事業に要する経費を補助する。

１９３，８１７千円② 補助金額

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項
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指摘事項なし

イ 意見

萩・石見空港の利用促進について

高速道路などの高速交通ネットワークの整備が遅れている県西部地域にとって、航空路線の維持は、産業や

観光の振興、定住促進など地域の活性化に不可欠である。

協議会は、国土交通省が募集した羽田発着枠政策コンテストで認められた東京線の２往復運航の維持と平成

２３年から夏季期間限定運航となった大阪線の定期運航化に向けて、航空会社や県等と連携して利用促進に取

り組んできた。

こうした取組みにより、東京線の平成２９年度利用者数が過去最大となるとともに、東京線の２往復運航も

平成３２年３月まで更に２年間延長されるなどの成果が見られたところである。

ついては、東京線の２往復運航の定着化を図るため、県関係部局や地元と連携した産業及び観光の振興、地

域振興等による首都圏からの入込客の増加やビジネス利用の更なる拡大など、安定した需要確保対策などに引

き続き取り組まれたい。

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

イ 意見

萩・石見空港の利用促進について

県においては、東京線の２往復運航維持に向けて、山口県や協議会、島根・山口両県の商工・観光団体が参

画する萩･石見空港東京線利用促進対策会議の設置や専任次長の配置、萩･石見空港利用促進対策室の設置など

体制を強化し、関係団体、全庁をあげた利用促進対策に取り組んでいる。

団体に対する意見で述べたように、東京線複便運航の定着化を図るため、羽田発着枠の期間延長を好機と捉

え、団体の利用促進対策への支援を行うとともに、県関係部局や地元と連携した産業及び観光の振興、地域振

興等による首都圏からの入込客の増加やビジネス利用の更なる拡大など、安定した需要確保対策に引き続き取

り組まれたい。

５ 団体名 （一社）島根県旅客自動車協会 所管課 交通対策課

１ 団体の概要

昭和５１年７月１７日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

旅客自動車運送事業の適正な運営と利用者に対するサービスの改善を通じて事業の健全な発展を図り、もって

公共の福祉の増進に寄与する。

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 補助金

ア 島根県運輸事業振興助成補助金

内容①

軽油引取税の税率引上げが、営業用のバス及びトラックの輸送コストに与える影響等を考慮し、公共輸送

機関の輸送力の確保、輸送コストの上昇の抑制を図るため、(一社)島根県旅客自動車協会が実施する次のよ

うな事業に補助金を交付する。

・施設整備事業（バス停上屋・待合室整備助成等）

・バス利用促進事業（バス祭り開催、高速バス時刻表作成助成等）

・輸送サービス改善事業（枕カバー製作助成等）
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・安全運行対策事業（ドライブレコーダー導入助成、睡眠時無呼吸症候群検査助成、運転経歴証明書料、運

転者適性診断受診料等）

１０，８１４千円② 補助金額

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

６ 団体名 一畑電車沿線地域対策協議会 所管課 交通対策課

１ 団体の概要

昭和４８年１１月２６日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

一畑電車の沿線地域における交通を確保し、あわせて当該地域の開発整備について総合的な調整を図り、もっ

て地域の発展に寄与する。

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 負担金

ア 一畑電車沿線地域対策協議会運営費負担金

① 内容

一畑電車の運行維持、利用促進などの諸課題について、団体が調査、検討を行うために要する経費を負担

する。

２０５千円② 負担金額

イ 一畑電車沿線地域対策協議会利用促進事業負担金

① 内容

地域住民、観光客等の一畑電車利用を促進するために、団体が行う利用促進事業（通勤定期購入助成、シ

ルバー切符助成等）に要する経費を負担する。

３，５００千円② 負担金額

ウ 一畑電車沿線地域対策協議会基盤設備維持事業負担金

① 内容

一畑電車（株）が実施する線路、電路、車両の維持、修繕、更新に要する経費を団体が補助するために要

する経費を負担する。

８１，２３７千円② 負担金額

エ 一畑電車沿線地域対策協議会安全輸送設備等整備事業負担金

① 内容

一畑電車（株）が実施する安全性向上に資する設備（営業路線に係る信号保安設備、保安通信設備、防護

設備、停車場設備、線路設備、電路設備、変電所設備、車両設備等）の整備に要する経費（国が直接補助す

る額を除く ）を団体が補助するために要する経費を負担する。。

２２０，１７０千円② 負担金額

３ 監査の結果

⑴ 団体
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ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

イ 意見

一畑電車の利用促進につながる効果的な取組みの実施について

一畑電車の運行維持にあたっては、協議会は、一畑電車支援計画に基づいて鉄道施設の整備に係る費用を負

担し、一畑電車（株）は、啓発・宣伝や利用促進などに取り組んできた。

これまでの取組みにより、新型車両の導入や線路・電路の整備が進み、列車運行や災害に対する安全性の向

上、快適性（乗り心地）の向上、柔軟な運行による利便性の向上、経費削減などが図られつつある。

今後も、目標である年間１４０万人の利用者の確保ができるよう、必要な鉄道施設の整備に併せて、一畑電

車（株）や沿線自治体とも連携しながら効果的な取組みを進められたい。

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

文化国際課
７ 団体名 （公財）しまね文化振興財団 所管課

文 化 財 課

１ 団体の概要

平成９年３月１７日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

世界に誇れる伝統的な文化芸術を育んできた島根県民の心豊かな潤いのある文化的生活を支え、未来へ継承し

ていくために、広く県内の文化芸術に関する事業を行い、創造性豊かな活力ある地域社会と文化の香りに包まれ

た魅力ある島根の実現を通して、県民福祉の向上に寄与する。

⑶ 県の出資状況

出資金額 ２００，０００千円（県出資比率：１００％）

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 出資による事業実施状況

音楽、演劇その他の芸術及び芸能等の振興、伝統芸能・伝統文化の継承、育成、歴史文化の調査研究等に関す

る事業や文化芸術活動を通じた次世代育成、県民の文化芸術活動・文化芸術団体への支援等に関する事業を実施

している。

⑵ 公の施設の指定管理

ア 島根県民会館（所在地 松江市）

① 指定管理業務の内容

・会館の施設及び設備の利用の許可に関する業務

・会館を利用した文化事業の企画及び実施に関する業務

・会館の広報・利用促進に関する業務

・施設等の維持管理に関する業務

平成２７年度～平成３４年度② 指定期間

２１６，２２０千円（平成２９年度）③ 指定管理料

イ 島根県芸術文化センター（グラントワ （所在地 益田市））

① 指定管理業務の内容

・センターの施設及び設備の利用の許可に関する業務

・美術館の観覧料の徴収に関する業務
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・施設等の維持管理に関する業務

・センターの広報・利用促進に関する業務

・センターを利用した文化事業の企画及び実施に関する業務

・芸術文化に関する情報の収集及び提供に関する業務

平成２７年度～平成３４年度② 指定期間

３３０，１１４千円（平成２９年度）③ 指定管理料

ウ 八雲立つ風土記の丘（所在地 松江市）

① 指定管理業務の内容

・資料館の入館料の徴収に関する業務

・風土記の丘の施設及び設備の維持管理並びに風土記の丘を構成する史跡の活用及び環境の保全に関する業

務

・資料の収集、保管及び展示並びに資料に関する専門的な調査研究に関する業務

平成２７年度～平成３４年度② 指定期間

６０，９２９千円（平成２９年度）③ 指定管理料

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課（文化国際課）

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑶ 所管課（文化財課）

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

自然環境課
８ 団体名 （公財）しまね自然と環境財団 所管課

環境政策課

１ 団体の概要

平成３年７月１日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

島根県内の自然系博物館施設及び自然公園施設等の管理運営を通じ、自然公園の保護と利用の増進に資すると

ともに、地球環境保全、自然環境の保護及びその他の環境の保全に関する普及啓発事業等を行い、広く県民に対

して環境の保全の重要性を訴え、もって島根県の環境の保全及び地域の振興に寄与する。

⑶ 県の出資状況

　出資金額 　１２３，０００千円（県出資比率：９２．５％）

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 出資による事業実施状況

自然保護及び自然環境に関する調査研究・普及啓発事業、環境教育及び環境学習に関する事業、地球環境の保

全に関する事業並びに自然資源の利用促進等を通した地域振興事業を実施している。

⑵ 補助金

ア みんなで取り組む島根の環境づくり事業補助金

① 内容
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財団が行う環境保全活動の推進事業等を支援することにより、環境の保全とより良い環境の創造に関する

県民意識の高揚を図るとともに、地域における自発的な活動の推進と活性化を図る。

３５，４１０千円② 補助金額

⑶ 公の施設の指定管理

ア 三瓶自然館（サヒメル）及びその附属施設（所在地 大田市）

① 指定管理業務の内容

・三瓶自然館及びその附属施設の施設及び設備の管理運営に関する業務

・自然保護に関する普及啓発及び調査研究に関する業務

・環境学習の推進に関する業務

平成２７年度～平成３４年度② 指定期間

２８４，６８８千円（平成２９年度）③ 指定管理料

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課（自然環境課）

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

イ 意見

観光での活用等について

三瓶自然館の入館者数は、平成２９年度は約１１万５千人で、ここ１０年間で最多となった平成２５年度の

約１６万２千人をピークに、その後減少傾向にあり、また、附属施設の三瓶小豆原埋没林公園の入園者数は、

近年２万人前後で推移している。

このような中、平成２８年７月、環境省の国立公園満喫プロジェクトのモデル公園の１つとして大山隠岐国

立公園が選定されたことを受け、県においては、三瓶自然館をその中核施設として位置づけ、ビジターセンタ

ー機能の強化を図っていくこととした。

また、２０２０年の春には、三瓶山において全国植樹祭が開催されることになっており、それに向けた準備

と併せ、関係機関との連絡調整も重要となってくる。

ついては、これらを契機に、国の施策、県や大田市の観光振興施策の動向に注視しつつ、三瓶自然館及びそ

の附属施設の利便性や魅力の向上に努めるとともに、観光面においても積極的な活用を図られたい。

⑶ 所管課（環境政策課）

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

９ 団体名 （公財）島根県障害者スポーツ協会 所管課 障がい福祉課

１ 団体の概要

昭和５４年５月７日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

障がい者がスポーツ活動を通じた健康の増進と自立意欲の向上を図ることにより、障がい者の社会参加を促進

し、障がいの有無にかかわらず、相互に個性の差異と多様性を尊重し、人格を認め合う共生社会の実現に寄与す

る。

⑶ 県の出資状況
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出資金額 １９７，８８２千円（県出資比率：７８．４％）

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 出資による事業実施状況

障がい者のスポーツ活動の振興、障がい者のスポーツ活動に関する調査研究・啓発広報及び障がい者のスポー

ツ活動の支援者育成に必要な事業を実施している。

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

イ 意見

障がい者スポーツの普及・支援事業の充実について

協会は、障がい者スポーツの普及、振興を図る県内の中核的な団体であり、県の委託を受けて、全国障害者

スポーツ大会への選手派遣や島根県障がい者スポーツ大会の開催等の事業を実施している。

また、基本財産の運用益や賛助会員の会費等の自主財源により障がい者スポーツの普及と活動支援を行って

いるほか、基本財産の一部を取り崩してトップアスリートの強化支援事業を実施している。

障がい者スポーツの活動支援では、地域において障がい者スポーツの普及に取り組む諸団体の活動費の一部

を助成しているが、これらの団体の活動は、地域における障がい者スポーツの裾野の拡大に寄与するものであ

る。

近年、障がい者スポーツにおいては、スポーツ大会の参加者が高齢化、固定化し、また、大会参加者数が減

少傾向にある。

これらの課題の解決には、障がい者スポーツの普及に取り組む諸団体への長期的な活動支援が必要と考える

が、活動費の助成については、現在の協会の限られた自主財源では諸団体の要望に必ずしも十分に応えられて

いない。

ついては、長期的な視点に立った障がい者スポーツの普及・支援事業を推進し、その取組みを持続可能なも

のにするため、基本財産の運用益や賛助会員の会費等の確保に努めるとともに、安定的な財源として基本財産

の更なる取崩しについても検討されたい。

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

１０ 団体名 （公財）島根県みどりの担い手育成基金 所管課 林業課

１ 団体の概要

平成５年３月２２日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

島根県内において森林整備に従事する者の確保・育成に関する事業を行い、森林の整備が適切に行われること

により、県土の保全、水資源の確保、地球温暖化防止等の森林の有する公益的機能の維持・増進、うるおいと活

力ある県民生活の向上に寄与する。

⑶ 県の出資状況

基本財産として、団体の設立に際し１０億円、平成６年度から平成９年度にかけて１０億円の合計２０億円を

出資した。

平成１２年度から平成１５年度にかけて４７１，７２８千円を取り崩して、運用財産として事業を実施してき

た。
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平成２４年度からは基本財産を特定資産に移行し、中期事業計画（平成２４年度～平成２９年度）に基づき、

これを取り崩しながら事業を実施している。

平成２４年度から平成２９年度までの取崩額は、１４２，１４５千円である。

出資金額 １，３８６，１２７千円（県出資比率：８８．４％）

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 出資による事業実施状況

島根県内の林業労働力の安定的確保及び若い担い手の育成を図ることを目的として、森林組合等県内林業事業

体を対象に人材育成事業、労働安全管理事業、雇用改善事業に係る各種助成事業を実施している。

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

１１ 団体名 （公社）島根県観光連盟 所管課 観光振興課

１ 団体の概要

平成４年４月１日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

島根県における観光事業の健全な発達と振興を図るとともに、観光を通じて地域の活性化に資する。

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 補助金

ア 公益社団法人島根県観光連盟補助金

① 内容

団体の運営費及び事業費の一部を補助し、本県の観光事業の振興を図る。

５０，８８１千円② 補助金額

イ しまね観光誘客推進事業費補助金

① 内容

観光客誘致を促進するための情報発信及び魅力ある観光地づくりに向けた地域の取組み等を支援し、本県

の観光振興に資する事業に要する経費を補助する。

６９，００７千円② 補助金額

⑵ 負担金

ア 島根県観光誘致促進共同事業負担金

① 内容

島根県観光連盟は、県、市町村、民間団体が一体となって本県の観光振興を図ることを目的として設立さ

れた団体であるため、実施する事業に要する経費の一部を負担する。

９，０００千円② 負担金額

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

イ 意見

隠岐地域及び石見地域の観光振興の取組みについて
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平成２８年度に実施した財政的援助団体等監査の報告書において、観光振興施策の効果が全県的に波及する

よう取組みを求めた。

平成２９年の島根県観光動態調査結果では、出雲地域においては、松江城の国宝指定の効果が平静化したこ

となどにより観光入込客数が減少したものの、出雲大社の大遷宮以前より高い水準を維持している。

一方、隠岐地域及び石見地域においては、隠岐ユネスコ世界ジオパーク、世界遺産の石見銀山などの地域資

源や萩・石見空港を活用した観光誘客対策の効果が十分に得られていないことから、これらの地域への観光入

込客数は、依然として低い水準にある。

ついては、隠岐地域及び石見地域における観光誘客対策を検証し、県の財政支援が効果的に機能するよう、

地域の観光関連団体とも連携して観光振興に取り組まれたい。

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

イ 意見

隠岐地域及び石見地域の観光振興の取組みについて

団体に対する意見で述べたように、隠岐地域及び石見地域における観光振興について、団体と連携してより

効果的な施策に取り組まれたい。

１２ 団体名 神話の国縁結び観光協会 所管課 観光振興課

１ 団体の概要

平成１７年５月１０日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

出雲路の優れた自然、景観及び観光資源を全国に紹介し、出雲路観光のイメージの確立と定着化を図ることに

より、交流人口の拡大及び地域産業の振興に寄与する。

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 補助金

ア 広域観光商品開発支援事業費補助金

① 内容

地域における魅力ある観光地、観光商品の創出を促すため、広域を対象とした観光商品の開発及びその宣

伝販売について要する事業費に対して補助金を交付する。

１０，０００千円② 補助金額

イ しまね観光誘客推進事業費補助金

① 内容

観光客誘致を促進するための情報発信及び魅力ある観光地づくりに向けた地域の取組みの支援にかかる事

業費に対して補助金を交付する。

５，０００千円② 補助金額

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

イ 意見

観光振興の継続的な取組みについて

協会は 「縁結び」をテーマに出雲路の広域観光を促進するため、観光情報の発信や広域観光商品の企画な、
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どの事業を実施してきた。

これらの取組みは、出雲大社の大遷宮、中国横断道尾道松江線の全線開通、松江城の国宝指定などの効果も

、 、 、 、あり 圏域内の観光入込客数の増加に寄与したが 今後は 現在の高い水準での観光入込客数を維持するため

「縁結び」ブランドによる観光振興の継続的な取組みが必要となってくる。

ついては、県の財政支援がより一層効果的に機能するよう、引き続いて旅行業者を通じた観光誘客に努める

とともに、ＷＥＢサイトやＳＮＳ（social networking service）を活用して時宜を得た観光情報を発信する

など、多様な旅行者ニーズに対応した観光誘客に取り組まれたい。

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

１３ 団体名 （一社）山陰インバウンド機構 所管課 観光振興課

１ 団体の概要

平成２８年４月２２日⑴ 設立時期

（平成２９年１０月２日 一般社団法人に移行）

⑵ 設立目的

山陰の有する優れた自然、歴史的・文化的資源を生かし、マーケティングを基礎に、国内外に向けた山陰の情

報発信、山陰の魅力を伝えるためのブランド作成・管理、地域の観光業者等関係者の合意形成を行い、山陰への

観光客の誘致及び国内外との交流を通じて山陰経済振興を図り、もって県内産業の振興、地域の活性化に寄与す

る。

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 負担金

ア 山陰インバウンド機構負担金

① 内容

山陰両県へ外国人観光客を誘致するため、次の事業を行う。

・ターゲットとする国や地域への「 」のプロモーションの計画、実施San'in

・地域における観光素材の発掘と交通事業者及び旅行会社が一体となった国内外向け商品の開発

・インバウンド事業に関わる地元企業、事業者の育成、支援及び事業者間連携の推進

・中国地域の自治体及び経済団体と連携した広域での事業の実施

７１,０６３千円② 負担金額

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

１４ 団体名 山陰デスティネーションキャンペーン協議会 所管課 観光振興課

１ 団体の概要

平成２８年８月８日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的
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「山陰デスティネーションキャンペーン」の実施にあたり、鳥取県及び島根県の観光資源を国内外に広く情報

発信し、当該地域のイメージアップを図るとともに、観光客の受入態勢を整備することにより観光客誘致を促進

し、地域の活性化を図る。

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 負担金

ア 山陰デスティネーションキャンペーン協議会負担金

① 内容

山陰両県の自治体、観光事業者及びＪＲ等と連携し、山陰の豊富な観光資源を全国に情報発信し、山陰エ

リアの観光イメージを高揚させるとともに、観光客の誘致拡大と受入環境の整備促進を図ることにより、観

光振興と地域活性化を図る。

５６,０００千円② 負担金額

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

イ 意見

山陰デスティネーションキャンペーンの評価と活用について

山陰デスティネーションキャンペーンは、平成３０年７月から９月までの期間に限定して行われたものであ

るが、このキャンペーンに併せて山陰両県をつなぐ新たな観光列車が運行開始するなど、官民一体となった事

業効果があったところである。

このキャンペーンについては、独自の観光入込客数の数値目標は設定されていないが、しまねの観光認知度

調査において、観光ＰＲ活動の一つとして認知度の設問が設定されていることから、この結果などを踏まえて

キャンペーンの評価を行い、今後の観光振興施策に活かしていくことが重要である。

ついては、県においては、これまでも関係団体との情報共有や関係事業の一体的な運用などの取組みを進め

てきたところであるが、引き続き関係団体間での連携を図り、全国的な認知度向上のため、より効果的な事業

の実施に努められたい。

産業振興課
１５ 団体名 （公財）しまね産業振興財団 所管課

中小企業課

１ 団体の概要

平成１１年３月９日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

県内産業の高度化及び新たな産業の育成を促進し、本県産業の活性化と県民の福祉向上に寄与する。

⑶ 県の出資状況

出資金額 １４６，１９６千円（県出資比率：１００％）

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 出資による事業実施状況

県内企業の競争力強化・技術力向上を支援する事業、県内企業の製品及び技術の販路開拓や販路拡大を支援す

る事業並びに県内情報産業の競争強化を支援する事業を実施している。
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⑵ 補助金

ア しまね創造的企業総合支援基金造成費補助金

① 内容

団体が産業の高度化と新産業の創出を目指して行う企業支援活動を円滑に進めるために造成された基金に

対して補助する。

３８２，２１７千円② 補助金額

イ 公益財団法人しまね産業振興財団管理費補助金

① 内容

団体の安定した運営を図るため、その業務遂行に必要な人件費及び事務費を補助する。

２６４，６７８千円② 補助金額

⑶ 貸付金

ア 小規模企業者等設備貸与資金貸付金

① 内容

従業員２０人以下の小規模企業者等の創業及び経営基盤の強化の促進に寄与するため、団体が行う小規模

企業者等設備貸与事業に必要な資金の一部を貸し付ける。

② 貸付金額

平成２８年度末残高 ３１７，８６１千円

平成２９年度貸付額 ０千円

平成２９年度返済額 ９４，９５７千円

平成２９年度末残高 ２２２，９０４千円

イ 島根県県単中小企業設備貸与資金貸付金

① 内容

従業員数３００人以下の中小企業者等の創業及び経営基盤の強化の促進に寄与するため、団体が行う島根

県県単中小企業設備貸付事業に必要な資金の一部を貸し付ける。

② 貸付金額

平成２８年度末残高 ３４６，８６４千円

平成２９年度貸付額 ２００，０００千円

平成２９年度返済額 ４１，６５９千円

平成２９年度末残高 ５０５，２０５千円

⑷ 損失補償

ア 小規模企業者等設備貸与事業に係る損失補償

① 内容

小規模企業者等設備貸与事業に関して、団体の受ける貸与設備代金相当額に係る損失について補償する。

１１５，９０５千円② 平成２９年度末損失補償債務残高

イ 島根県県単中小企業設備貸与事業に係る損失補償

① 内容

島根県県単中小企業設備貸与事業に関して、団体の受ける貸与設備代金相当額に係る損失について補償す

る。

３４７，１８７千円② 平成２９年度末損失補償債務残高

⑸ 公の施設の指定管理

ア 産業高度化支援センター（テクノアークしまね （所在地 松江市））

① 指定管理業務の内容
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・島根県立産業高度化支援センターの使用料の徴収に関する業務

・島根県立産業高度化支援センターの施設及び設備の維持管理に関する業務

・島根県産業技術センターの施設及び設備で知事が定めるものの維持管理に関する業務

平成２７年度～平成３１年度② 指定期間

２２７，０７１千円（平成２９年度）③ 指定管理料

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課（産業振興課）

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑶ 所管課（中小企業課）

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

１６ 団体名 まつえ北商工会 所管課 中小企業課

１ 団体の概要

平成１９年４月１日⑴ 設立時期

（鹿島町、島根町、美保関町、八束町の各商工会が合併）

⑵ 設立目的

地区内における商工業の総合的な改善発達を図り、あわせて社会一般の福祉の増進に資し、もって国民経済の

健全な発展に寄与する。

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 補助金

ア 島根県小規模事業経営支援事業費補助金

① 内容

経営指導員等を設置し小規模事業者等の指導を行う場合に、設置費及び事業費等に対して補助する。

５８，３８５千円② 補助金額

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

１７ 団体名 飯南町商工会 所管課 中小企業課

１ 団体の概要

平成１９年４月１日⑴ 設立時期

（頓原町、赤来町の各商工会が合併）

⑵ 設立目的

地区内における商工業の総合的な改善発達を図り、あわせて社会一般の福祉の増進に資し、もって国民経済の

健全な発展に寄与する。
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２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 補助金

ア 島根県小規模事業経営支援事業費補助金

① 内容

経営指導員等を設置し小規模事業者等の指導を行う場合に、設置費及び事業費等に対して補助する。

２９，５０８千円② 補助金額

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

１８ 団体名 大田商工会議所 所管課 中小企業課

１ 団体の概要

昭和３０年６月１日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

地区内における商工業者の共同社会を基盤とし商工業の総合的な改善発達を図り、兼ねて社会一般の福祉の増

進に資し、もって我が国商工業の発展に寄与する。

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 補助金

ア 島根県小規模事業経営支援事業費補助金

① 内容

経営指導員等を設置し小規模事業者等の指導を行う場合に、設置費及び事業費等に対して補助する。

５３，１６１千円② 補助金額

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

土木総務課

用地対策課

１９ 団体名 所管課 斐伊川神戸川対策課島根県土地開発公社

管 財 課

企業立地課

１ 団体の概要

昭和４８年４月１日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

公共用地・公用地等の取得、管理、処分等を行うことにより、地域の秩序ある整備と県民福祉の増進に寄与す

る。
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⑶ 県の出資状況

　出資金額 　３０，０００千円（県出資比率：１００％）

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 出資による事業実施状況

公共用地・公用地等の取得・管理及び処分、住宅用地・工業用地等の造成、県等からの委託に基づく土地の取

得のあっせん・調査及び測量等などの事業を実施している。

⑵ 貸付金

ア 島根県土木部単独用地先行取得資金貸付金

① 内容

土木部が施行する公共事業に必要な用地の先行取得を行うために必要な資金及び先行調査に必要な資金を

貸し付ける。

② 貸付金額

平成２８年度末残高 ０千円

平成２９年度貸付額 ４００，０００千円

平成２９年度返済額 ４００，０００千円

平成２９年度末残高 ０千円

イ 斐伊川放水路関連事業残土処理用地取得資金貸付金

① 内容

国土交通省が施行する斐伊川放水路事業に必要な残土処理用地の先行取得を行うために必要な資金を貸し

付ける。

② 貸付金額

平成２８年度末残高 ０千円

平成２９年度貸付額 ２６８，５２０千円

平成２９年度返済額 ２６８，５２０千円

平成２９年度末残高 ０千円

ウ 益田拠点工業団地造成事業費貸付金

① 内容

益田拠点工業団地の造成（分譲）事業を行うために必要な資金を島根県土地開発基金から貸し付ける。

② 貸付金額

平成２８年度末残高 ０千円

平成２９年度貸付額 ４，３７７，８３３千円

平成２９年度返済額 ４，３７７，８３３千円

平成２９年度末残高 ０千円

⑶ 債務保証

ア ソフトビジネスパーク島根整備事業に係る債務保証

① 内容

ソフトビジネスパーク島根整備事業の借入金に対して債務保証を行う。

４，０４１，３２１千円② 平成２９年度末債務保証債務残高

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし
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⑵ 所管課（土木総務課）

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑶ 所管課（用地対策課）

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑷ 所管課（斐伊川神戸川対策課）

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑸ 所管課（管財課）

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑹ 所管課（企業立地課）

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

２０ 団体名 島根県住宅供給公社 所管課 建築住宅課

１ 団体の概要

昭和２８年６月２２日⑴ 設立時期

⑵ 設立目的

住宅を必要とする勤労者に対し、住宅の積立分譲等の方法により居住環境の良好な集団住宅及びその用に供す

る宅地を供給し、住民の生活の安定と社会福祉の増進に寄与する。

⑶ 県の出資状況

出資金額 １０，０００千円（県出資比率：１００％）

２ 監査対象とした財政的援助等の概要

⑴ 出資による事業実施状況

住宅の積立分譲、住宅の建設・賃貸その他の管理及び譲渡、住宅の用に供する宅地の造成・賃貸その他の管理

及び譲渡並びに公営住宅法に基づき、事業主体に代わって公営住宅又は共同施設を管理する事業などを実施して

いる。

３ 監査の結果

⑴ 団体

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし

⑵ 所管課

ア 改善等を要する事項

指摘事項なし
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島根県監査委員公表第３号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の37第５項の規定に基づき、平成31年３月５日に包括外部監査人利弘健氏

から監査の結果に関する報告の提出があったので、同法第252条の38第３項の規定により次のとおり公表する。

平成31年３月26日

島根県監査委員 生 越 俊 一

同 岩 田 浩 岳

同 大 國 羊 一

同 後 藤 勇

号外第28号 島 根 県 報 平成31年３月26日
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第 1章　外部監査の概要

第 1章　外部監査の概要

第 1 外部監査の種類
地方自治法第252条の37第 1項に基づく包括外部監査

第 2 監査の対象とした特定の事件
商工労働部における補助金の事務執行及びKPIの設定とそのフィードバックについて
KPIとは
本報告書において、KPI（key performance indicator）とは、組織やチームで設定した最終的な目標を達
成するための過程を計測・評価する中間指標を意味する。補助金事業の「効果を測定するための尺度」と言
い換えることができる。

第 3 対象部署
島根県商工労働部のうち、商工政策課、観光振興課、しまねブランド推進課、産業振興課、企業立
地課、中小企業課、雇用政策課。

第 4 対象期間
平成29年度（平成29年 4月 1日から平成30年 3月31日）。ただし、必要に応じて過年度に遡及する

とともに、平成30年度以降の見込みも参考にした。

第 5 特定の事件を選定した理由
島根県の包括外部監査において、商工労働部の補助金を特定の事件として直接的に選定するのは平
成19年度包括外部監査以来 2回目となり、前回監査から11年経過している。少子高齢化や人口の減
少、人手不足等、島根県の事業者を取り巻く経営環境は11年前と同様に厳しい状況にあり、今後の外
部環境はさらに厳しさを増すことが予想される。このため、島根県の商工労働施策はますます重要性
を増してきており、真に有効で効率的、かつ経済的でなければならない。

1 ．なぜ「商工労働部」なのか
島根県の産業構造は、政府サービスや公共投資に依存する建設業など、公共事業への依存の割合
が高い一方、製造業、卸売・小売業の割合が低いことに特徴があり、県内事業者は、近年の国や地
方公共団体における歳出削減の流れの中、公共事業の減少等の影響を強く受けている。このため、
大都市圏を中心に企業の生産活動が堅調に推移し景気回復が進んでいるといわれながら、島根県は
その効果が及んでいるとはいえず、この状況は、平成19年度包括外部監査の時と殆ど変わっていな
い。このような厳しい外部環境の中、島根県が自立的に発展していくためには、産業構造自体を民
需主体の構造へと転換していく必要があると考えられる。
このため、県は島根の目指すべき将来像として「豊かな自然、文化、歴史の中で、県民誰もが誇
りと自信を持てる、活力ある島根」を掲げ、そのロードマップとして平成20年 3月に「島根総合発
展計画」を策定し、現在はその「第 3次実施計画（平成28年度～平成31年度）」に取り組んでいる。
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第 1章　外部監査の概要

〈島根総合発展計画　第 3次実施計画（H29年度）の概要〉

この「第 3次実施計画」において、商工労働部は「基本目標Ⅰ．活力あるしまね」の各政策・施策
に対し中心的な役割を担う重要な部局である。また島根県知事も「活力ある島根」を築くためには産
業振興が重要であると述べていることからすれば、島根県の産業振興についての県民の関心は高く、
産業振興において重要な役割を担う商工労働部を監査の対象部署とすることは意義があると考えた。

2 ．なぜ「補助金」なのか
商工労働部の「補助金」を特定の事件として選定した理由は以下のとおりである。

（1）量的な視点（決算額ベース）
商工労働部の平成29年度の決算額は、後記第 2章第 2． 2．（2）「商工労働部の予算・決算の概

要」記載のとおり48,764百万円（一般会計45,777百万円、特別会計2,987百万円）である。これ
を費目別でみると、最も多くの支出がなされている貸付金35,306百万円（72.4%）に次ぎ、補助
費は6,188百万円（12.7%）の支出がなされている。貸付金は返済を受けるものであるため、これ
を除いた場合の商工労働部決算額に占める補助費の占有率は46%となり、金額的重要性が高いと
いえる。

（2）質的な視点
後記第 2章第 2． 2（2）「商工労働部の予算・決算の概要」②「平成29年度歳出別決算」記載
のとおり、商工労働部においては、報酬、給料、手当、旅費、交際費等様々な費目が計上されて
いる。これらの歳出は、それぞれ何らかの形でわが県の産業振興に寄与しているものと考えられ
るが、このうち補助金は、

①　交付先に直接金銭を交付し、

②　交付した県は反対給付を求めない
という特質があるため、他の費目とは異質のものといえる。
このような特質があることから、補助金については、産業振興等の補助金交付の目的に照らし、

「その効果の発現に真に資するものであるか」という点について、他の費目よりも厳格に管理さ
れる必要がある。このため、その補助金が他の代替的な事業に支出するより真に有効であったか
を判別することが可能である必要があり、さらに、補助金が金銭の支出により行われることから、
効果の測定は、適切かつできる限り金額での評価が可能な指標により行うことが期待される。
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第 1章　外部監査の概要

また「反対給付を求めない金銭的支出」という上記 2つの特質を踏まえ、その公金を

③　特定の交付先に支給する
という点についても注意が必要となる。なぜなら、補助金交付の目的を産業振興等として設定
する以上、公金たる補助金交付による効果は特定の交付先のみにとどまることなく広く県民全体
に及ぶ必要があるからである。
このように、補助金はその事務処理において考慮すべき特殊な要素があり、質的に重要な費目
であるといえる。

したがって、補助金は量的・質的いずれの視点からも重要であり、補助金の事務の執行が適法
かつ効果的に実行されているか否かを検証することは意義のあることと考えられる。この点を重
視し、商工労働部における補助金を本年度における特定の事件として選定した。なお、平成19年
度包括外部監査においては「貸付金」も監査の対象としているが、本年度においては、「KPIの測
定とそのフィードバック」にフォーカスするため、返済を受ける「貸付金」については対象とは
しなかった。

第 6　監査の着眼点（監査の要点）と監査の手続
1 ．着眼点の総括
監査の着眼点について総括すると以下のとおりとなる。

視点 1：補助対象は適切か（目的・交付対象の適切性）、公益上の必要性はあるか。
本報告書において力点を置いているKPI設定のベースともなる。下記 2．を参照されたい。

実施した監査手続

●　補助要綱・要領等を分析し、交付目的、対象事業、支出費目を確認する。
●　交付申請書の内容、審査及びヒアリングの状況を調査し、要綱・要領で定める事業及び組織
が補助対象になっているかを確認する。

視点 2：補助金の申請、決定、交付等の手続は定められた手順によっているか。
監査対象とした各補助金について、交付に関する全ての事務手続きの流れ（事務フロー）に関す
る資料を徴求し、そのフロー自体が「補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）」やその他
関係する全ての法令に準拠しているか、また内部統制手続として必要十分であるか、といった視点
により監査を行った。

実施した監査手続

●　必要な書類は全て徴求され、定められた審査・確認が行われているかを確認する。
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視点 3：補助金額の算定及び交付時期は適切か。
上記「視点 2」で徴求した事務手続きの流れ（事務フロー）に準拠して補助金額が適切に算定さ
れ、適切な時期に交付されているか、という視点により監査を行った。

実施した監査手続

●　補助事業の趣旨に沿った算定方法がとられているかを確認する。
●　補助金額が定められた算定方法によって計算されていることを確認する。
●　補助事業の実施時期に対応した交付時期となっているかを確認する。

視点 4：補助事業の実績報告は適切か。
各補助事業の実績報告書について、所定のフォームに従い、必要事項が網羅的かつ適切に報告さ
れているか、という視点により監査を行った。

実施した監査手続

●　補助金交付団体の補助に係る経理は適正かを確認する。
●　補助金実施報告書の内容を検討し、補助金の使用状況が適切かを確認する。

視点 5：補助交付団体への指導・監督は適切か。
事業開始時点、中途段階、終了時点など各段階においてチェックを行うルール付けがなされてい
るか、そのルールに従って適切に指導・監督がなされているか、またその指摘事項等が文書で保管
され、関係者間で当該情報が共有されているか（回覧印など）、といった視点により監査を行った。

実施した監査手続

●　実施報告書に対する審査方法、補助金交付団体への指導、監督方法を確認する。

視点 6：KPIの設定とそのフィードバックは適切か。
本報告書においては、本項目に特に力点を置いている。下記 2．を参照されたい。

実施した監査手続

●　補助事業の効果測定方法並びに分析及び評価方法を確認する。
●　補助金の評価結果に対する今後の対応方法を確認する。
●　担当者と、KPIの設定と効果の測定、フィードバック、他との比較可能性等について協議を行
い、補助金事業の実効性を上げるためのよりよい代替案を検討する。
　補助金事業のKPIとして、一段階上位の「事務事業」ベースのKPIがそのまま引用され
ているケースがある。補助金事業単独のKPIを設定する必要がないか、検討する。
　補助金事業を改廃するためには、当該KPIに「比較可能性」が必要になる。また補助金
が金銭により支出されるものであるため、合理的かつ可能な限り、KPIにも「金額的な
視点」が取り入れられるべきであることに留意して検討を行う。

なお、本監査は試査により行われているため、本監査における指摘事項や意見等が監査対象のす
べてについて当てはまるものではないことに留意されたい。

2 ．補助金における「KPIの設定とそのフィードバック」について
本章「第 5　特定の事件を選定した理由」において、補助費（補助金）は、①交付先に直接金銭を
交付し、②反対給付を求めず、③特定の交付先に支給される、という点において他の商工費よりもシ
ビアにその効果の測定がなされるべきものとして「質的に重要である」と位置付けた。
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（1） 各補助金の交付要綱等において、その補助事業（補助金）交付の「目的」が公益上の必要性に
適い、適切に特定されているか。また、交付対象は合理的か（Step.1）。
KPIは、「目的」に対してどれだけ寄与したか、という「評価の尺度」であるため、「目的」が正しく定義さ
れていない場合、KPIの設定が正しくできないことになる。このため、「目的」は補助金の趣旨が、正確かつ
完全に定義されてなければならない。

（2） その「目的」の達成度を計測するために何らかの形でKPI（効果を測定するための尺度）が設定
されているか、またそのKPIは「目的」の達成度を評価するのに適切か（Step.2）。
KPIは、「目的」に対してどれだけ寄与したか、という視点で設定されるものであるため、事業を実施するこ
と自体が「目的」である場合を除き、実施した事業の実績値や事業の実施自体は、原則としてKPIとはなり
得ない。

（3）設定したKPIに基づく「実績（値）」を合理的に把握（測定）しているか（Step.3）。

（4） 設定したKPIに基づいて「目標（値）」が計数化されているか、またその「目標（値）」は合理的
か（Step.4）。

（5） 「目標（値）」と「実績（値）」の間のギャップを分析し、以降の施策、事業等に反映すべく検討
しているか（やりっぱなしになってないか）（Step.5）。

（6） 「効果（値）」とその効果を生むための直接的なコスト（補助金の支出額等）と比較するため、
また、目的を達成するために他の代替案を採った場合と比較するため、可能な限り「金額的な
視点」に基づいた指標等をKPIとして設定しているか（Step.6）。

第 7　監査の実施期間
平成30年 4月から平成31年 3月まで

第 8　監査の体制
監査委員との協議を経て、下記の者を補助者とした。
古津　弘也　　（弁護士）
森脇　俊樹　　（公認会計士）
井上　貢輔　　（税理士）
桑原　知佳　　（学識経験者）

第 9　利害関係
監査の対象とした事件に関し、包括外部監査人及び補助者は、地方自治法第252条の29に規定する

利害関係はない。
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第 1　島根県の商工労働行政
1 ．全県的な取組みの中の商工労働行政
島根県の産業構造は、前記「第 1章 第 5  特定の事件を選定した理由」に記載したとおりであり、
島根県が自立的に発展していくためには、産業構造自体を民需主体の構造へと転換していく必要が
ある。
こうしたことから、県は島根の目指すべき将来像として「豊かな自然、文化、歴史の中で、県民
誰もが誇りと自信を持てる、活力ある島根」を掲げ、そのロードマップとして平成20年 3月に「島
根総合発展計画」を策定した。県はこの計画に基づき、これまで「第 1次実施計画（平成20年度～
23年度）」、「第 2次実施計画（平成24年度～平成27年度）」に取り組み、第 2次実施計画の総括に
おいて、交通インフラや地域医療、中山間地における生活機能維持等の課題はあるものの、「目標が
概ね達成された」としている。また、県は地方創生、人口減少対策として平成27年10月に策定した
「まち・ひと・しごと創生　島根県総合戦略」の内容を織り込み、平成28年 3月に「第 3次実施計画
（平成28年度～平成31年度）」を策定し、現在はこれに基づいて様々な事業に取り組んでいる。
この「第 3次実施計画」の構造は次のとおり、 3つの「基本目標」をそれぞれ 4～ 6個の「政策」
に、「政策」はさらにいくつかの「施策」にブレークダウンする構成になっている。

この「第 3次実施計画」における平成29年度の施策別関係部局一覧は下図のとおりであり、商工
労働部は「基本目標Ⅰ．活力あるしまね」の各政策・施策に対し中心的な役割を担う重要な部局で
ある。
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〈島根県総合発展計画における施策関係部局一覧〉
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第 2　島根県商工労働部の概要
1 ．商工労働部の機構
平成30年 4月 1日現在の商工労働部の機構及び職員配置の状況は以下の表のとおりであり、本庁
に132名、地方機関に97名の合計229名の職員が配置されている。
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2 ．予算・決算の状況

（1）過去 5年間の島根県の歳出決算の推移
（単位：千円）

H25年度決算 H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算
（一般会計）

１ 諸 会 費 975,644 1,018,914 956,204 982,855 965,531
２ 総 務 費 33,734,545 30,077,356 52,668,318 36,815,400 31,146,758
３ 民 生 費 49,424,364 51,340,624 54,615,980 53,178,401 52,839,529
４ 衛 生 費 20,211,760 19,030,251 20,050,602 19,167,017 18,268,321
５ 労 働 費 3,842,891 2,689,946 2,585,389 2,043,537 1,665,941
６ 農 林 水 産 業 費 45,462,426 42,258,762 34,512,864 35,288,294 34,743,909
７ 商 工 費 64,571,721 62,014,346 57,541,505 53,030,285 43,907,341
８ 土 木 費 82,693,891 78,334,600 71,666,532 73,919,046 69,185,886
９ 警 察 費 21,097,773 21,025,864 22,832,580 20,654,707 19,681,761
10 教 育 費 91,319,070 93,756,352 93,527,184 95,311,506 92,915,816
11 災 害 復 旧 費 3,916,604 9,143,050 4,939,335 2,600,267 2,485,422
12 公 債 費 94,258,293 93,784,255 87,624,058 75,986,551 86,167,437
13 諸 支 出 金 14,557,885 16,868,611 27,304,432 25,142,245 25,734,970

小　　　計 526,066,867 521,342,932 530,824,982 494,120,112 479,708,623
（特別会計）
小　　　計 132,829,160 170,132,635 152,001,192 144,379,357 142,081,228
歳 出 額　計 658,896,027 691,475,567 682,826,174 638,499,469 621,789,851

（出所：島根県歳入歳出決算審査意見書）

（2）商工労働部の予算・決算の概要

①平成29年度　款項目別予算・決算
（単位：千円）

会計 款 項 目 最終予算額
（専決後） 決算額

一般会計 46,302,951 45,777,291
２　総務費 191,608 189,861

１　総務管理費 191,608 189,861
１　一般管理費 147,424 146,971
９　県外事務所費 44,184 42,890

５　労働費 1,713,142 1,568,701
１　労政費　 961,240 835,206

１　労政総務費 50,701 50,561
２　労働教育費 6,933 6,391
３　労働福祉費 489,688 384,540
４　雇用促進費 413,918 393,714

２　職業訓練費 751,902 733,495
１　職業訓練総務費 285,756 284,880
２　高等技術校費 466,146 448,615

６　農林水産業費 208,031 191,237
１　農業費 208,031 191,237

１　農業総務費 197,855 183,509
５　農業振興費 9,581 7,395
７　園芸特用作物対策費 595 333

７　商工費 44,190,170 43,827,492
１　商業費 37,400,475 37,320,165

１　商業総務費 240,277 240,156
２　商業振興費 36,869,560 36,816,125
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３　貿易振興費 75,240 73,457
４　物産あっ旋事業費 215,398 190,427

２　工鉱業振興費 5,447,202 5,209,511
１　工鉱業総務費 771,205 769,720
２　工鉱業振興費 4,226,631 4,007,876
４　計量検定費 10,550 10,015
５　産業技術センター費 438,816 421,900

３　観光費 1,342,493 1,297,816
　 １　観光費 1,342,493 1,297,816

中小企業近代化資金特別会計 3,000,300 2,987,111
１　中小企業近代化資金 3,000,300 2,987,111
　 １　総務費 79,266 75,590
　 　 １　貸付総務費 79,266 75,590
　 ２　中小企業近代化資金貸付金 201,961 201,959
　 ２　設備貸与資金貸付金 73 72
　 ３　高度化資金貸付金 1,615 1,615
　 ４　県単設備貸与資金貸付金 200,273 200,272
　 ３　公債費 2,176,567 2,170,142
　 　 １　公債費 2,176,567 2,170,142
　 ４　一般会計繰出金 542,506 539,420
　 　 １　一般会計繰出金 542,506 539,420

商工労働部　合計 49,303,251 48,764,402
（出所：商工労働部資料）

②平成29年度　歳出別決算

（1）一般会計
（単位：千円）

課名
節

商工
政策課

観光
振興課

ブランド
推進課

産業
振興課

企業
立地課

中小
企業課

雇用
政策課 部計

1 報 酬 12,682 36,734 11,976 63,175 14,183 16,039 133,423 288,212
2 給 料 145,436 93,480 89,768 354,172 47,746 48,118 160,473 939,193
3 手 当 96,439 45,988 48,058 177,531 24,220 24,825 80,971 498,032
4 共済費 55,517 37,936 33,072 131,172 18,225 18,722 76,950 371,594
7 賃 金 2,154 1,677 　 11,707 1,706 　 4,617 21,861
8 報償費 67 2,630 3,866 31,693 202 255 47,843 86,556
9 旅 費 6,677 35,040 21,647 51,607 11,673 3,227 13,520 143,391
10 交際費 407 　 　 　 　 　 　 407
11 需用費 11,397 29,881 19,970 196,424 3,758 1,447 62,495 325,372
12 役務費 5,702 20,179 7,372 20,360 7,109 187 31,055 91,964
13 委託料 4,939 290,668 94,489 425,925 74,983 6,662 448,552 1,346,218
14 使用料 26,014 9,945 62,462 23,515 2,753 733 12,795 138,217
15 工事費 　 1,048 2,064 　 　 　 　 3,112
18 備品費 4,932 216 164 50,239 　 　 18,190 73,741
19 補助費 49,564

（48,008）
625,169

（268,960）
165,658

（107,719）
890,988

（778,200）
2,524,729

（2,517,245）
1,704,816

（1,693,311）
227,068

（176,809）
6,187,992

（5,590,252）（うち補助金）
21 貸付金 　 　 1,800 　 　 34,852,846 250,000 35,104,646
22 補償費 　 　 1,097 619 　 130,169 82 131,967
23 償還金 　 　 　 　 　 　 461 461
25 積立金 　 　 　 　 535 　 　 535
27 公課費 44 　 53 62 　 5 205 369
28 繰出金 　 　 　 　 　 23,449 　 23,449
合　計 421,971 1,230,591 563,516 2,429,189 2,731,822 36,831,500 1,568,700 45,777,290

　（出所：商工労働部資料）
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（2）特別会計（中小企業近代化資金特別会計）
（単位：千円）

名目
節

1－1－1
貸付総務費

1－2－2
設備貸与
資金貸付金

1－2－3
高度化資金
貸付金

1－2－4
県単設備貸与
資金貸付金

1－3－1
公債費

1－4－1
一般会計
繰出金

合　計

1 報 酬 3,674 　 　 　 　 　 3,674
2 給 料 7,519 　 　 　 　 　 7,519
3 手 当 4,867 　 　 　 　 　 4,867
4 共済費 3,094 　 　 　 　 　 3,094
9 旅 費 861 　 　 　 　 　 861
11 需用費 320 　 　 　 　 　 320
12 役務費 119 　 　 　 　 　 119
13 委託料 1,270 　 　 　 　 　 1,270
14 使用料 145 　 　 　 　 　 145
19 補助費 72 　 272 　 　 344
21 貸付金 　 1,615 200,000 　 　 201,615
23 償還金 53,714 　 　 　 2,170,142 　 2,223,856
27 公課費 7 　 　 　 　 　 7
28 繰出金 　 　 　 　 539,420 539,420
合　計 75,590 72 1,615 200,272 2,170,142 539,420 2,987,112

（出所：商工労働部資料）

3 ．商工労働部の施策展開
「平成29年度 商工労働行政の概要」において、商工労働部の施策展開は次のとおり定義されてい
る。
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第 3　監査対象
次の補助金を監査対象とした。なお、符号欄に「僅少」と記載した補助金は金額が僅少（1,000千円
以下）であるため、「国補」と記載した補助金は国庫補助事業であるため、対象から除外している。
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第 4　過年度の包括外部監査の結果に対する措置状況
本報告書において選定した事件と関連する過年度の包括外部監査の結果に対する措置状況について
は、個別の事案ごとに記載している。なお、関連する過年度の包括外部監査の結果としては、平成19
年度包括外部監査の結果が該当するが、平成26年度の包括外部監査において措置状況が既に検討され
ているため、平成26年度の包括外部監査結果において「是正されていない」または「今後の改善の余
地あり」とされたものについて、該当する補助金事業を検討する際にコメントを付している。具体的
には、次の補助金事業が該当する。

第4章における
符　号 対象となる補助金名 補助金の額

（千円）

７ 独立行政法人日本貿易振興機構松江貿易情報センター運営費補助金 12,884

32 公益社団法人島根県観光連盟補助金 50,881
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第 3章　外部監査における発見事項の要約
監査上の発見事項の要約は次のとおりであり、「第 1  事務執行上の発見事項」と、「第 2  KPIの設定

とフィードバックに係る発見事項」に区分して記載している。また、発見事項は、下記のとおり属性
を区分して記載している。

属性区分 内　　容
「指摘事項」 違法行為又は不当行為※と認められることから是正・改善を求めるもの。
「意　　見」 指摘事項には該当しないが、検討を求めるもの。

「改善提案」
「意見」のうち、監査人として上記について提示する改善案。
本監査においては、問題点が発見された場合、意見等が真に意味を持つよう、改善の方向性に
ついて県の担当者との議論を徹底し、改善の方向性としてまとめたもの。

「指摘又は意見を付
すべき事項は発見
されなかった」

指摘事項または意見に該当しないもの。

※ 違法行為又は不当行為
　〈違法行為〉
　　●　法令、条例、規則、要綱等（以下「法令等」という。）に形式的な違反がある場合
　　●　法令等に実質的な違反がある場合
　　　　　 　裁量権の逸脱あるいは濫用
　　　　　 　 行為の程度が法令等の予定している程度を超えている場合で、客観的にみて社会通念上、著しく適切を

欠いた場合
　〈不当行為〉
　　●　法定等の形式的な違反はなく、実質的にも違反とはいえないが、次のような場合
　　　　　 　行為の目的が、その法令等の予定するものとは別のものである
　　　　　 　法令等の運用の仕方が不十分である、あるいは不適切である
　　　　　 　社会通念上、適切でない

第 1　事務執行上の発見事項
1 ．補助金事務全体に対する事項

属性区分 問題点の内容
意見① 県は、補助金事業完了時点において、島根県会計規則第70条の5に則って検査を実施し、検査員が

作成した検査調書の原本を保管している。検査調書には検査の結果のみが記載されており、具体的
な手続やチェックの証跡等が記された資料等、検査の結論に至る経緯や根拠等を示す資料が保管さ
れていないものが多く、本監査において、検査調書の合理性について確認できないことがあった。
当該検査員が検査を行った際の資料の保管は県の規則上義務化されていないため法令違反ではない
が、次の点について実務上の弊害があると考えられる。
　●　 自らの監査結果の証跡を一定期間保管しない場合、所属上長や関係機関、内外の監査の局面

等において対応ができない。
　●　 検査資料の保存は、次年度以降の検査担当者の参考ともなるべきところ、当該資料がないと

検査担当者の手続きが共通化・標準化されず、ノウハウの継承にも支障が生じ、属人的と
なってしまう。

本監査において、要徴求書類の不備や形式的な要綱違反などが複数発見されていることから、検査
の実効性が問われることになる。また、事務執行上の効率性から、検査担当者と事務執行担当者が
同一人物であることも多く、この点も上記の一因となっている可能性がある。
一方、一部には検査の手続書やチェックリスト等を具備し、毎年度担当者が引き継いで検査を行っ
ているケースもあり、手続が統一されていない印象を受けた。
このため、実際の検査の運用については、上記を踏まえた必要最低限の手続を全補助金で共通化し、
調書を少なくとも1年間は保管する等の実務上の措置を検討されたい。
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意見② 補助金交付要綱に「補助事業者は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に
係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、消費税額及び地方消費税額の
額の確定に伴う報告書により速やかに知事に報告しなければならない。」とされている場合がある
が、関係資料を査閲したところ、県は当該報告書の徴求を行っていないことがある。この点、県は
「補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合」に該当していない場合に
は提出は不要とする運用を行っているため徴求をしていないとのことであるが、特に交付先が消費
税の課税事業者である場合には当該補助金が実質的に補助対象経費を超えて支給されることにもな
りかねないため、より厳格に管理すべきである。
例えば、全事業者に下記のようなフローチャートの提出をさせて簡便的に確認し、該当する場合に
「消費税額及び地方消費税額の額の確定に伴う報告書」の提出を義務付ける等の手続の導入を検討さ
れたい。

〈消費税等確認用フローチャート（案）〉

参考： 「補助金に係る消費税及び地方消費税の仕入控除額（返還額）の報告事務について（平成28年7月版）」岡山県健康福祉部
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2 ．施策Ⅰ- 1 - 1 　企業の競争力強化
符号 補助金の名称 属性区分 問題点の概要
1 石州瓦利用促進事業補

助金
指摘事項 補助金交付要綱の目的が「島根県の地域資源である石州瓦を使用し

た建築物の新築・購入、リフォームを促進」することとされてお
り、目的に公益性が認められない。

2 島根県石州瓦市場創出
支援事業費補助金

指摘事項 補助金交付要綱第5条の見出しに「（補助率）」とあるにも拘らず、
本文に補助率に関する記載がない。

3 ．施策Ⅰ- 1 - 3 　ソフト系IT産業の振興
符号 補助金の名称 属性区分 問題点の内容
10 しまねＩＴ産業人材育

成支援事業補助金
指摘事項 補助金交付要綱の目的が、「IT人材育成講座を開催すること」とさ

れており、目的に公益性が認められない。
12 Ruby World Conference

開催準備事業補助金
指摘事項 補助金交付要綱の目的が「Ruby World Conferenceの成功に寄与

すること」とされており、目的に公益性が認められない。
13 島根県Ruby bizグラ

ンプリ実施支援補助金
指摘事項 補助金交付要綱の目的が「Rubyでのビジネスチャンスの拡大に寄

与すること」とされており、ビジネスチャンスの拡大が公益性とど
う繋がるか、要綱上で明確にされていない。

14 島根県スモウルビー・
プログラミング甲子園
開催支援補助金

指摘事項 補助金交付要綱の目的が「スモウルビー・プログラミング甲子園の
成功に寄与すること」とされており、スモウルビー・プログラミン
グ甲子園の成功が公益性とどう繋がるか、要綱上で明確にされてい
ない。

4 ．施策Ⅰ- 1 - 4 　企業立地の推進
符号 補助金の名称 属性区分 問題点の内容
16 島根県ソフト系IT産業

航空運賃補助金
指摘事項 当該補助金の交付要件を形式的に満たしていないものがあった。

17 島根県ソフト系IT産業
人材確保・育成支援補
助金

指摘事項
①

補助対象経費とされているものに、補助金交付要綱上補助対象経費
として限定列挙されていないものが含まれていた。

指摘事項
②

一部の補助金に、要綱に定められた交付要件を満たしていないもの
が含まれていた。

20 江の川工業用水道料金
補助金

指摘事項 補助金交付要綱において徴求が求められている書類が、徴求されて
いないものがあった。

5 ．施策Ⅰ- 3 - 1 　地域資源を活用した観光地づくりの推進
符号 補助金の名称 属性区分 問題点の内容
23 石見神楽振興事業費補

助金
指摘事項 補助金交付要綱上、補助対象経費が「補助対象事業を実施するため

に必要な経費であって知事が必要かつ適当と認めるもの」と定義さ
れているのみであり、具体的にどのような経費が補助対象となるの
かが明確に定義されていない。

意見 本補助金は「石見神楽の振興」を主目的としており、その目的を達
成するための取り組みに対して補助金を交付している。一方で、県
は「しまね観光誘客推進事業費補助金（本報告書における符号22、
33）」のなかでも石見神楽関連の補助金を支出しており（相手先も
同じ石見観光振興協議会）、補助金の対象経費について具体的な明
示がないため、混乱が生じる可能性がある。双方の役割を明確に区
分されたい。

24 広域観光商品開発支援
事業費補助金

指摘事項 補助金交付要綱上の目的が「地域における魅力ある観光地、観光商
品の創出を促す」することとされているが、このことがどのように
本県の公益上の便益と関連するのかが明確にされていない。

25 島根県観光基盤整備補
助金

指摘事項 補助金交付要綱上の目的が「観光客の受入体制の整備を促進する」
こととされているが、このことがどのように本県の公益上の便益と
関連するのかが明確にされていない。
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6 ．施策Ⅰ- 3 - 2 　情報発信等誘客宣伝活動の強化
符号 補助金の名称 属性区分 問題点の内容
27 広域周遊バス運行事業

費支援補助金
指摘事項 補助金交付要綱上の目的が本県の公共交通の不便さを補完し「神話

スポット」や「出雲大社」から観光地への周遊を促進すること」と
されているが、「観光地への周遊」がどのように県民全体の利益に
つながるかが明確になっていない。

29 島根県観光総合支援事
業補助金

指摘事項 補助金交付要綱上の目的が「民間主体の観光地づくりを促進」する
こととされているが、「民間主体の観光地づくり」がどのような公
益上の目的に資するのか明確になっていない。

意見 本補助金はメニューが多種多様であり、内容も類似するものが多い
ため、各補助金申請分がどの対象事業に該当するのか判断するのが
困難である。どの事業に該当するのかにより対象経費・補助率・補
助限度額が異なるため、補助金交付要綱の内容を整理し、判別しや
すくする必要がある。

30 島根県貸切バス旅行商
品造成支援事業補助金

指摘事項
①

補助金交付要綱に定められた提出期限後に交付申請書兼実績報告書
の提出を受けているものが2件発見された。

指摘事項
②

補助金交付要綱において徴求が求められている書類が、徴求されて
いないものがあった。

指摘事項
③

補助金交付要綱上の一部の条文見出しが適切に定義されていない。

指摘事項
④

補助金交付要綱上の目的が「観光客の周遊拡大」とされているが、
「観光客の周遊拡大」がどのような公益上の便益と関連するのか明
確にされていない。

31 しまね観光事業者等支
援事業費補助金

指摘事項
①

補助対象経費として処理されているものの一部に、補助対象経費と
するのが適切ではないものが含まれていた。

指摘事項
②

補助対象経費とされているものに、補助金交付要綱上補助対象経費
として限定列挙されていないものが含まれていた。

指摘事項
③

徴求、保管されていた請求書の中に、誤って平成28年度分のものが
綴じ込まれており、これに基づいて支出負担行為が為されていた。

指摘事項
④

本補助金の目的は、「民間主体の観光地づくりを促進する」とされ
ているが、「民間主体の観光地づくりを促進する」ことがどのよう
な公益上の便益と関連するのか明確にされていない。

33  しまね観光誘客推進
事業費補助金
（県内航空路線緊急利
用促進事業）

指摘事項 本補助金事業は「県内航空路線の利用を促進する」ことにより、
「県内観光産業の振興を図る」ことが本来の目的と考えられる。一
方、当該本来の目的が当補助金交付要綱において一切触れられてい
ない。

7 ．施策Ⅰ- 3 - 3 　外国人観光客誘客の強化
符号 補助金の名称 属性区分 問題点の内容
34 外国人観光客誘致事業

補助金
指摘事項 補助金交付要綱上の目的が「外国人観光客誘致を積極的に行う観光

事業者・団体の参入を促すとともに、外国人観光客誘致のための基
盤整備づくりを促進すること」とされているが、当該目的がどのよ
うな公益上の便益に関連するのか明確にされていない。

8 ．施策Ⅰ- 5 - 1 　雇用・就業の促進と人材の確保
符号 補助金の名称 属性区分 問題点の内容
43 島根県シルバー人材セ

ンター連合会
補助金

指摘事項 補助金交付要綱上の目的が「シルバー人材センター事業の一層の発
展を図る」こととされているが、このことがどのように本県の公益
上の便益と関連するのかが明確にされていない。
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9 ．施策Ⅰ- 5 - 2 　人材の育成・定着
符号 補助金の名称 属性区分 問題点の内容
44 中小・小規模事業

者等出産後職場復
帰促進補助金

指摘事項
①

実績報告書において「その他事務費」とされているものにつ
いて、具体的な支出内容を確認せずに補助対象経費として処
理している。

指摘事項
②

補助対象者の一部からの実績報告において、「管理費」とし
て「人件費＋事務費の10%」が補助対象経費として計上さ
れている。「管理費」は、要綱上の補助対象経費のいずれに
も該当せず、また、人件費＋事務費の10%が概算額として
補助対象経費に該当するという記載もない。

意　見 補助金交付要綱上の交付対象先は「島根県商工会連合会及び
県内各商工会議所
4 4 4 4 4 4 4 4

に」とされているが、実際は島根県商工会
連合会と松江商工会議所のみが支給先となり、松江商工会議
所からその他の各商工会議所に補助金が交付されているた
め、要綱と実態が合っていない。

45 島根県労働者福祉
協議会事業費補助
金

指摘事項 補助金交付要綱上の目的が「労働者の自主的な福祉活動の増
進を図る」こととされているが、このことがどのように本県
の公益上の便益と関連するのかが明確にされていない。
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第 4章　外部監査の結果及び意見

1 ．石州瓦利用促進事業補助金

1 ．概要

（1）目的
島根県の地域資源である石州瓦を使用した建築物の新築・購入、リフォームを促進。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
石州瓦利用促進事業補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者
　　石州瓦工業組合（以下、「組合」という。）
イ．対象事業・補助金額

補助対象事業 補助金額
県内の建築物について、石州瓦を使用した
住宅・子育て支援施設の新築・購入、リ
フォームを行う子育て世帯の施主又は地域
の子育て支援団体に対して組合が補助を行
う事業

石州瓦使用面積１㎡当たり480円とし、１戸当た
り 7万円を上限とする。
ただし、リフォームについては、１戸当たり 5万
円を上限とする。

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

（単位：千円） 
 H27年度  H28年度  H29年度 

石州瓦利用促進事業補助金 24,995 21,323 20,253

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
属性区分 問題点の内容
指摘事項 上記要綱上の目的は「島根県の地域資源である石州瓦を使用した建築物の新築・購入、

リフォームを促進」することとされており、当該目的には公益性が認められない。こ
の点を県の担当者に確認したところ、本補助金の目的は「地場産業の振興に加え、島
根の子供たちが、石州瓦をはじめとする地場産品に囲まれた住環境で育まれることに
より、地場産業に愛着を持ち、関心を高めること」とのことであった。要綱上の目的
と県の担当者の目的に対する見解が異なっており、ついては交付要綱上の目的を公益
性が認められる内容の目的に修正すべきである。
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（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的の公益性については上記指摘事項のとおり。
交付対象が石州瓦に特定されている点については、島根県が地
域資源を活かした産業の振興のために石州瓦地場産業を支援す
ることとされた合理的な経緯があり（※ 1）、また交付が組合
に限定されている点については、同団体が石州瓦の利用促進に
必要なノウハウを保持している事業者団体であることから、合
理的であると判断した。

―

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

「県内で石州瓦を屋根材として使用する施主への助成件数」を
KPIとして設定しているが、当該件数は事業の実施結果そのも
のであり、KPIとして合理的ではない（※ 2）。

―

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

助成件数の実績値を計数として把握しているが、KPIに合理性
がない（※ 2）。 ―

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性 目標値の設定はない（※ 2）。 ―

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク 目標値の設定がないためギャップ分析等は行っていない。 ―

6 KPIの 比較可能性
（金額的な視点等）

県が採用しているKPIでも効果の測定は可能であるが、金額的
な視点によるKPIの採用も可能と考えられる。 ―

※ 1： 島根県の産業振興を戦略的に推進し、県内産業の活性化を図るため、平成19年 5月にしまね産
業活性化戦略会議が設置された。同会議の委員は知事が委嘱した民間企業活動の第一線で活躍
している経営者や学識経験者等により構成されており、 3回の会議開催の後、「しまね産業活性
化戦略（第 1次とりまとめ）」が同11月に公表され、島根県の産業振興の方向性を示すものと
して権威づけられている。この「しまね産業活性化戦略（第 1次とりまとめ）」において、「県
内企業の特色ある技術・材料を活かした新たな取組みへの支援」は県内中小企業の振興の柱の
一つとして位置付けられており、「本県で少ない域外市場で戦える企業群として、厳しい産地間
競争や市場の変化に対応できる商品開発など経営戦略の構築を支援する」との方向性が打ち出
され、現在も継続されている。

※ 2： 県は、本補助金事業のKPIとして「県内で石州瓦を屋根材として使用する施主への助成件数」
を採用しているが、助成件数は事業の実施結果そのものであり、原則として当該事業のKPIと
はならない。この点、例えば、補助金の利用者にアンケートを実施し、KPIの設定とすること
が考えられる。

アンケート（案）

　また、当該アンケート結果から「本補助金の有無」が石州瓦採用の決め手になったことによ
る販売数量を合理的な換算後の枚数（桟換算枚数）に置き換えることにより、基準となる単価
を乗じて、金額的な評価も可能となる。当該基準によるKPIの設定可否について検討されたい。
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２．島根県石州瓦市場創出支援事業費補助金

1 ．概要

（1）目的
この補助金は、石州瓦工業組合が策定する中期計画に基づいて、補助事業者が行う市場創出等
に要する経費を補助することにより、当該産業の創意及び工夫ある向上発展を図り、もって地域
経済の健全な発展に資することを目的とする。

（2）事業内容

① 根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
島根県石州瓦市場創出支援事業費補助金交付要綱

② 補助対象
ア．補助対象者
石州瓦工業組合（以下、「組合」という。）

イ．対象事業・補助金額
 この補助金は、補助対象者が行う別記に掲げる市場創出支援事業に必要な経費であって、
別表「補助対象経費」に掲げるもののうち、知事が必要かつ適当と認めるものについて、
予算の範囲内において交付する。
【別記】
市場創出支援事業
１　販路開拓事業
・重点地域を中心とした販路開拓支援
・重点地域におけるネットワークの構築・強化
・石州瓦の性能・魅力の浸透

２　商品開発事業
・市場ニーズに対応した商品の開発、既存商品の改良

３　人材育成事業
・セミナー・勉強会等の開催

４　中期計画進捗支援・管理事業
・中期計画の進捗支援、進捗管理を行う体制の整備

【別表】
補助対象経費
経費区分 内容
謝金 専門家謝金
旅費 専門家旅費、職員旅費
庁費 会議費、会場借料、印刷製本費、資料購入費、通信運搬費、借料又は損料、調

査研究費、消耗品費、雑役務費、原稿料、資料作成費、人件費、原材料費、構
築物費、機械装置費、工具器具費、外注加工費、技術導入費

委託費 市場創出支援事業の一部を委託する経費
補助金 市場創出支援事業に基づく補助金
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（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 
　  H27年度  H28年度  H29年度 
島根県石州瓦市場創出支援事業費
補助金 23,519 19,647 19,358

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
属性区分 問題点の内容
指摘事項 上記要綱第 5条の見出しに「（補助率）」とあるにも拘らず、本文に補助率に関する記

載がない。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的は合理的に特定されており、公益性に問題はない。
交付対象が石州瓦に特定されている点については、島根県が
地域資源を活かした産業の振興のために石州瓦地場産業を支
援することとされた合理的な経緯があり（※ 1）また交付が
組合に限定されている点については、組合が石州瓦の利用促
進に必要なノウハウを保持している事業者団体であることか
ら、合理的であると判断した。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性 KPIは設定されていない（※ 2）。 ―

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性 KPIの設定がないため実績値の把握はない（※ 2）。 ―

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性 KPIの設定がないため目標値の設定はない（※ 2）。 ―

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク KPIの設定がないため、ギャップ分析等は行っていない。 ―

6 KP Iの比較可能性
（金額的な視点等） 金額的な視点によるKPIの採用は困難と考えた（※ 2）。

※ 1： 島根県の産業振興を戦略的に推進し、県内産業の活性化を図るため、平成19年 5月にしま
ね産業活性化戦略会議が設置された。同会議の委員は知事が委嘱した民間企業活動の第一線
で活躍している経営者や学識経験者等により構成されており、 3回の会議開催の後、「しま
ね産業活性化戦略（第 1次とりまとめ）」が同11月に公表され、島根県の産業振興の方向性
を示すものとして権威づけられている。この「しまね産業活性化戦略（第 1次とりまとめ）」
において、「県内企業の特色ある技術・材料を活かした新たな取組みへの支援」は県内中小
企業の振興の柱の一つとして位置付けられており、「本県で少ない域外市場で戦える企業群
として、厳しい産地間競争や市場の変化に対応できる商品開発など経営戦略の構築を支援す
る」との方向性が打ち出され、現在も継続されている。

※ 2： 本補助金事業は、「石州瓦は地場産業として地域に定着した歴史ある産業であり有力な雇用
の場である」として継続されている経緯がある。製造業であるため補助金の効果の裾野が広
い業種であるとはいえ、産地間競争の激化や顧客嗜好の変化により厳しい経営環境が続いて
おり、県内産地における売上高の減少傾向に歯止めがかかっているとはいえない。県内地場
産業の支援は重要であるものの、一方で補助金事業の公益性、合理性も重要であり、その効
果の測定と当該事業の有効性に対する説明は必要不可欠である。このような状況のなか、県
は、本補助金事業が伴走型の支援事業であるとの認識から、評価尺度の設定は行っていな
い。補助事業者である組合とは継続して情報交換を行っており、毎月の売上高、出荷枚数等
の売上指標の報告は受けているとのことであるが、売上高が減少している状況において、本
補助金の効果により「どの程度減少傾向に歯止めがかかっているのか」、県も判断に苦慮し
ている状況が窺えた。以下、上記 1（2）②イに別記された事業ごとに定量的な評価方法に
ついて検討する。
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（イ）販路開拓事業
本事業を含む販売促進の取組の結果として、「出荷枚数」や「販路開拓件数」等の把握は可
能であるとのことであり、KPIとすることは可能である。また、合理的な換算後の枚数に置
き換えることにより、基準となる単価を乗じて、金額的な評価も可能となる。また、販路開
拓事業の中には展示会等もあり、来場者数やアンケートによる評点化などがKPIとして考え
られる。この点、県は展示する商品群に変化がないことも多く、当該アンケートの回収量も
限定的であることから、分析自体に意味があるのか懸念が生じるとのことであった。県の懸
念は理解できるが、それほど閉塞的な状況であるなら、当該取り組み自体の根本的な意義に
疑念が生じてしまうため、何らかの対応が求められる。
（ロ）商品開発事業
商品開発・改良件数が把握可能とのことであり、KPIになると考えられる。商品開発に係る
取組は、収益実現までのリードタイムが長いため、金額的な視点によるKPI化は難しい。
（ハ）人材育成事業
当該事業は組合員が参加するセミナー・勉強会等の開催事業であることから、アンケート等
による「参加者の満足度」をKPIとすることができる。このセミナー等により新たな営業方
法を実践してみたくなったとの声もあり、セミナーの内容等が自らの営業テクニックや生産
技術等を改善・模索するきっかけとして有効であったか否か、評価してフィードバックする
ことを検討されたい。
（ニ）中期計画進捗・管理事業
当該事業は中期計画進捗支援、進捗管理を行う体制の整備であり、補助対象経費は組合運営
に係る人件費等が主体である。定量的な評価尺度の設定自体が困難な取組みであるため、定
性的な評価を行う。
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３－１．しまね創造的企業総合支援基金造成費補助金（産業振興課）

1 ．概要

（1）目的
産業の高度化と新産業の創出をめざし公益財団法人しまね産業振興財団が事業を行うために必
要な基金を補助し、もって活動の円滑な推進を図る。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
しまね創造的企業総合支援基金造成費補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者
公益財団法人しまね産業振興財団（以下、「財団」という。）

イ．補助金対象経費
産業の高度化と新産業の創出をめざし財団が事業を行うために必要な基金

ウ．補助率
10/10以内

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 
 H27年度  H28年度  H29年度 

しまね創造的企業総合支援基金造成費
補助金 517,608   　 359,948  382,216

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
指摘又は意見を付すべき事項は発見されなかった。

（2）本補助金のKPIの設定及びフィードバックに係る前提条件
当該補助金の対象となる事業は複数の個別事業から構成されているため、（3）において当該補
助金全体に係る総論を、（4）において各論（財団内の個別事業別）として検証する。
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（3）本補助金に係るKPIの設定及びフィードバック総論（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的は「産業の高度化と新産業の創出をめざし財団が事業を行うた
めに必要な基金を補助し、もって活動の円滑な推進を図る。」とされ
ており、目的の公益性に問題はない（※ 1）。
交付対象が財団に限定されているが、当財団の設立目的は県内産業
の活性化と県民の福祉向上とされているため（※ 1）、公益性、交付
対象の合理性に問題はない。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

※ 2

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

6 KPIの 比較可能性
（金額的な視点等）

※ 1：公益財団法人しまね産業振興財団管理費補助金（符号 5）を参照。
※ 2： 本補助金は、予算上の各事業別に区分されて執行されており、各事業の内訳と補助金を財源とした個

別の執行額は次のとおりである。本項においては、当該予算上の各事業別にKPIの設定以降の要点に
つき個別に検証を行うこととし、結果要約は作成しない。

　＜補助金の内訳＞

予算上の事業名 補助金充当
額（千円） 事業の内容

① 技術革新支援総合助成事業 32,590 新分野進出や新規事業構築のため新技術・新製品
の研究開発を行う県内企業を支援する事業。

② 起業家育成・支援事業 2,505 起業家の育成を進めるため、起業意欲を喚起し、
地域における創業支援体制の充実を図る事業。

③ しまねものづくり高度化支援事業 74,548 製造業に対する技術力強化、生産管理、販路開拓
等を支援する事業。

④ しまねIT産業振興事業 117,506 県内IT産業の人材育成・確保、技術力・商品力の
強化、販路開拓等を促進する事業。

⑤ 特殊鋼産業クラスター高度化推進事業 27,378 特殊鋼関連産業のクラスター強化のための成長分
野への参入を支援する事業。

⑥ 戦略的取引先確保推進事業 42,406 専門展示会等により県内企業の製品の販路拡大を
図ることを支援する事業。

⑦ 市場開拓支援事業 12,138 専門展示会等により県内企業の製品の販路拡大を
図るための事業。

⑧ 地域産学官共同研究拠点事業 1,371 製品開発や技術力のサポート、先端技術・材料の
研究開発等を産学官で協力して行う事業。

⑨ 知的財産活用啓発事業 1,235 県内企業が知的財産を活用して新たな製品化や事
業化を行うことを支援する事業。

⑩ 産業振興支援体制の整備 26,314 県内企業支援を安定的かつ効果的に行うため、し
まね産業振興財団の運営を支援する事業。

⑪ しまね産学官連携促進支援事業 21,762 県内企業が大学等のシーズを活用して技術課題の
解消、製品化及び事業化を支援する事業。

⑫ デジタルコンテンツ産業振興事業 2,786 デジタルコンテンツを活用したビジネスを進展さ
せるために行う人材育成事業。

⑬ しまね海外ビジネス展開支援事業 19,677 県内ものづくり企業を中心とした海外展開活動を
支援する事業。

計 382,216
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（4）本補助金に係るKPIの設定及びフィードバック各論（意見・改善提案）

①　技術革新支援総合助成事業への充当額　32,590千円
◆　事業目的
対象：県内ものづくり企業
意図：新製品・新技術を開発し、売り上げを増加させる

◆　事業内容
イ）革新型研究開発助成事業　27,101千円

グローバル競争が激化する中、自社製品や固有技術の開発・強化による競争力の向上
を図るため、中長期的な研究開発等に係る経費を助成するとともに、過年度に助成した
企業のフォローをする。

ロ）取引拡大型試作開発助成事業　5,489千円
下請型企業から提案型企業への転換を図るため、市場動向や技術動向を見据えた試作

開発等に係る経費を助成する。
◆　KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
イ）革新型研究開発助成事業

県は、本事業を「平成21年度以降、助成した事業のうち販売に結びついた助成事業の
割合（以下、「事業化率」という。）」をKPIとしている（事業化率＝販売に結びついた助
成件数÷平成21年度以降の助成件数）。

一方、財団は本事業を「⑤ 特殊鋼産業成長分野進出促進助成事業」と合わせ、「助成
事業の採択件数」をKPIとしている。

「助成事業の採択件数」は事業実施の結果そのものであるため、これをKPIとする場合、
事業の実施結果自体を目的とすることになる。本事業の目的は「新製品・新技術の開発
を通じた県内企業の競争力強化」であり、助成事業の採択件数の増加が上記の目的に直
結することにはならず、当該KPIの設定は不合理である。この点、実際に販売に結び付い
た割合である事業化率は、本補助金の目的に直結する合理的なKPIといえる。
また、県は「革新型研究開発助成事業」、「取引拡大型試作開発助成事業」の 2つの事

業を一体として評価している。これらの事業は目的に対するアプローチが同じであり、
かつ相互に上流・下流の関係にあるため下図の「縦列型」に該当し、一体としてKPIを設
定することに合理性がある。
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一方、財団は各事業者から助成対象製商品に係る売上高等の報告を 5年間受けている
とのことであるため、当該累積売上高をKPIとすれば、金額的な視点による評価も可能で
あり、当該KPIの設定による効果測定を検討されたい。

ロ）取引拡大型試作開発助成事業
上述のとおり、イ）と本補助金は事業者の研究開発について、それぞれ異なる段階に

対する補助金であり、上図の「縦列型」に該当する。

イ）革新型研究開発助成事業（新製品の研究開発段階）
　　　　　　　↓
ロ）取引拡大型試作開発助成事業（開発した新製品の試作品製作）

このため、最終目的に対するアプローチが同じであることから、本事業をイ）に含め
て評価することに問題はない。

②　起業家育成・支援事業への充当額　2,505千円
◆　事業目的

対象：起業に関心を持っている方
意図： 起業を目指す方が必要な起業支援サービスを身近な範囲で受けられ、起業を実現

すること
◆　事業内容
イ）起業家の支援　387千円

インキュベーションマネージャーを配置し、起業家勉強会やセミナーを通じ、起業を
志す人や第二創業を計画している個人及び法人などを発掘するとともに、インキュベー
ション施設の活用を含め具体的な経営計画の策定を支援し、目標達成に必要な課題の抽
出・解決方法のアドバイスなどにより起業を支援する。

ロ）支援体制の強化　379千円
市町村、商工団体、金融機関、NPO法人等との連携を深め、各地域の連携支援体制を

強化するとともに起業支援活動を支援する。
ハ）実践型起業塾の開催　1,739千円

起業希望者のうち地域経済への貢献度の高いビジネスプランを持つ者に対し、課題解
決型のためのプログラムを提供、専門家の派遣等を行い、地域支援機関とともに事業化
に向けた支援をする。

◆　KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
イ）起業家の支援…金額僅少につき省略
ロ）支援体制の強化…金額僅少につき省略
ハ）実践型起業塾の開催

県は「起業家スクールの受講生数」をKPIとしている。一方、財団は「支援回数」を
KPIとしている。
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いずれも、事業実施の結果そのものであるため、KPIとしては不合理である。本事業
の目的は「地域経済への貢献度の高いビジネスプランを持つ者への事業化支援」であり、
受講者数や支援回数が上記の目的達成に直結するとは限らない。即ち、受講や支援が、
対象者の「事業化」に繋がったか否かを知るためのKPIにはならない。
この点、例えば起業家スクール等の創業支援を受けた者のうち実際に創業した者の数

はKPIとなるため、当該KPIの導入を検討されたい。一方、金額的な視点については、例
えば新規創業者に係る売上高や付加価値等を集計する方法が考えられるが、スクール受
講生等から当該情報を入手するのは非現実的と考えた。

③　しまねものづくり高度化支援事業への充当額　74,548千円
◆　事業目的

対象：競争力強化を図ろうとする県内企業
意図：経営力や技術力等、企業の競争力が向上する

◆　事業内容
イ）経営力の強化促進
（i）経営革新計画等承認支援・フォロー　6,379千円
●　経営革新計画等承認の計画策定を支援する。
●　 企業連携による競争力強化やイノベーションへの取り組みとしてのグループ化を支
援する。

（ii）国等の施策活用に向けた支援活動
県内企業が経済産業省などの施策利用に向けた支援をする。

（iii）ものづくり企業の成長分野等への参入支援　5,875千円
県内ものづくり企業を対象に、構想段階ではあるが波及効果の高いプランを有して

いる企業に対して、当該プラン実現を支援する。
（iv)「IoT」等を活用した生産技術の導入支援　22,293千円

県内製造業における、生産管理システム導入等の「IT化」や「IoT」を活用した生産
の効率化、製品開発を促進するため、意識啓発のためのセミナーの開催、専門家によ
る助言、生産管理システムの導入、「IoT」技術等の導入・実証及び製品開発を行う企
業に対するモデル事業に必要となる経費を助成する。

ロ）専門家の派遣　27,137千円
（i）個別企業への専門コンサル派遣
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財団の専門家派遣（ものづくりアドバイザー派遣事業）を派遣して課題解決を支援
する。

（ii）現場改善塾の開催（個別指導研修）
●　 県内ものづくり企業の収益力強化のため、生産現場の抱えるムダを徹底的に洗い出
し、改善に取り組むための集合研修を開催し、工場のトータルコストダウンを「工
場マネジメント」手法で実践していく取組みを推進する。

●　原価管理、生産管理の勘所等をテーマとした集合研修を実施する。
●　食品製造業を対象に、HACCP制度化対策講座を実施する。
●　 人手不足問題等における生産体制の更なる効率化の実現のために、「システム化
（IoT利活用）」、「ロボット化」を解決策とした個社支援プログラムを実施する。

ハ）通信ネットワークを利用したメカトロシステム技術研究会の開催 12,864千円
島根県産業技術センターと連携し、研究会開催を通じて、関連産業を支援する。

メカトロニクスとは
　メカトロニクス（英語：mechatronics）とは、機械工学、電気工学、電子工
学、情報工学の知識・技術を融合させることにより、従来手法を越える新たな工
学的解を生み出す学問・技術分野をさす。

◆　KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
イ）経営力の強化促進

県は「当該事業に係る支援対象企業の付加価値の増加額（付加価値増加企業の増加額
－付加価値減少企業の減少額）」をKPIとしている。当該支援により、事業者の経営力、
技術力等が向上し、付加価値の増加が期待されるため、当該KPIの設定は合理的である。

一方、財団は「目標達成企業数」をKPIとしている。各個別事業ごとの目標と達成企業
数は次のとおりである。

当該目標値の設定対象をみると、ほぼ事業実施の結果そのものが目標値となっている
ためKPIとしては合理的とはいえない。本事業の目的は「経営革新等の実現」であり、経
営革新等計画の認証取得数や助成金の交付決定数の増加が「経営革新の実現」と直結し
ているとは必ずしもいえず、例えば経営革新等計画によりどの程度付加価値等が増加す
るか、IoT生産技術の導入によりどの程度コストが削減できるか等を見積り（計画提出時
に企業側もシミュレーションしていると思われる）、KPIとするべきと考える。
この点、県の採用しているKPIは「当該事業に係る支援対象企業の付加価値の増加
額」であり、合理的といえる。ただし、財団は上記のとおり「経営革新計画等承認支援・
フォロー」「国等の施策活用に向けた支援活動」「ものづくり企業の成長分野等への参入
支援」「IoT等を活用した生産技術の導入支援」「国際規格等取得の促進」「HACCP計画
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の策定支援（H29年度は事業実績なし）」の各メニューにより事業を遂行している。これ
らの目指す目的は同じであるが、アプローチが異なるものもあり、区分して付加価値増
加額をKPI化する必要があると思われ、この点の改善を検討されたい。

ロ）専門家の派遣
県のKPIはイ）と同様に付加価値増加額をKPIとしている。ただし、当該事業単独の付

加価値増加額のみを抽出するのではなく、イ）と一体として評価しており、その意味で
本事業単独のKPIとはなっていない。
一方、財団は、ものづくりアドバイザー派遣事業を「課題解決率」で評価している。

目的と合致しており、直接的なKPIであるため合理的と考える。

また、現場改善塾の開催（個別指導研修）についてはKPIを設定していない。現場改善
塾は、主に「コストダウン」を目的とした改善であり、どの程度コストダウンが叶った
か、理論値によるシミュレーションも含め、金額的に測定することが可能と考える。こ
のため、現場改善塾の開催に関しては、当該視点を勘案したKPIの設定を検討されたい。

ハ）通信ネットワークを利用したメカトロシステム技術研究会の開催
県のKPIはイ）と同様に付加価値増加額をKPIとしている。ただし、当該事業単独の付

加価値増加額のみを抽出するのではなく、イ）に含めて評価しており、本事業単独のKPI
とはなっていない。一方、財団は「参加企業数」をKPIとしているが、当該KPIは事業遂
行の結果そのものであるため、KPIとして合理的とはいえない。

メカトロシステム技術研究会は島根県産業技術センターと連携して関連産業の試作開
発を支援するものである。解決すべき課題が収益に直結するものだけではないため、金
額的な評価は困難と考えられる。このため、個別の案件に対する利用者の満足度アン
ケートによる評点化等により定量的に把握する方法が現実的と考えられる。なお、本研
究会は平成29年度で終了しているため、フィードバックはできないが、今後の同種事業
の参考として活用されたい。

④　しまねIT産業振興事業への充当額　117,506千円
◆　事業目的

対象：県内のソフト系IT企業
意図：技術力・開発力の向上等による事業拡大及び技術人材育成・確保

◆　事業内容
イ）しまねソフト研究開発センター（ITOC）の運営　104,584千円

Rubyを中心としたOSS（オープンソースソフトウェア）の先端的、基盤的な研究開
発の支援を行い、その成果を県内企業が活用できるようにするための「しまねソフト研
究開発センター（以下、「ITOC」という。）」の運営を行う。
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しまねソフト研究開発センター（ITOC）
＜目的＞
島根県内企業が国内外市場で売れる商品、サービスを創出し、集積するために、その
創出にあたっての技術的な課題を解決する。

＜理念＞
　島根県は、「しまねソフト研究開発センター（以下「研究拠点」という。）」を設立し、
IT分野での技術発展とオープンイノベーションの加速を目指します。
この研究拠点は、島根県内の企業が人々の求める新たな商品、サービスを創出するこ
とを支援するとともに、新たな時代に必要とされるIT分野での基盤技術の研究と開発
を行います。
　研究拠点が研究開発した成果は、広く公開します。
　県内企業は、研究拠点の成果を活用し、且つ自らの企業努力で世界に展開できる商
品、サービスの創出を目指します。
　また、研究拠点は、研究テーマに感心を持つ世界中の方々と協力して創造すべく、
国内外の諸機関や技術者・研究者と連携します。そのため、積極的に情報の発信を行
うとともに、自由で創造的な研究開発環境を用意し提供します。
　これにより、国内外市場に展開できる商品、サービスを生み出す企業と高度な技術
者が島根県に集積され、また、成長し続ける島根県の未来を実現します。

＜組織＞

ロ）先駆的研究の促進
IoT、AI等をテーマとした 2 ～ 3年先の市場動向・必要技術を見据えた「先駆的研究」

を行い、センター研究員を中心とした、大学等の教育機関、公設試及び民間企業等によ
る共同研究の推進及び活用事例の増加を図る。

ハ）新サービスの創出・競争力強化を図る県内企業の支援
新サービスの創出・競争力強化を図る県内企業の支援を助成金により支援するととも

に、事業アイデアを創出するための場（セミナー、アイデアソン等）を提供する総合的
支援事業である。

■　IT活用サービス創出シード支援助成金
県内企業が売れるサービス・製品を市場へ投入することを目的に、顧客調査、プロ

トタイプ開発、サービス・製品開発を一貫して支援をする。
■　受託開発競争力強化支援助成金

県内IT企業が受託開発事業において、大規模な案件の受託を獲得するための支援を
する。

■　試作・技術開発支援助成金
IoT技術等を用いた試作開発及び技術リスクが存在する事業で、自ら開発可能か否か

等を検証する試作開発を支援する。
■　新事業創出に向けた取り組み

新事業創出に向けた各種セミナー、アイデアソンを実施する。
ニ）IT関連技術者の育成　2,922千円

島根県内のIT産業の強みを拡大するためのOSS/Rubyに関する講座や、最新の技術動
向に関する人材育成講座を行う。

ホ）開発ソフトウェア・サービス販路拡大支援事業　10,000千円
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県内企業等が自社で開発したソフトウェア製品等の販路を拡大するため、県外市場で
の新規顧客開拓等を目指す取り組みを支援し、もって競争力強化を図るため、県外での
展示会出展費用や自社主催セミナーに係る経費の一部の助成を行う。

◆　KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
イ）しまねソフト研究開発センター（ITOC）の運営

県は「ソフト系IT産業の売上高（以下「売上高」という）」、「ソフトIT産業の従事者数
（以下「従事者数」という）」をKPIとしている。一方、財団はKPIを設定していない。

ITOCは県内IT企業の商品・サービスの開発・集積やそのための技術的な支援を行うこ
とを目的としており、その成果は最終的に県内企業の事業拡大や人材確保を通じ、当該
事業者の売上高や付加価値等が増加し、本県の産業振興に繋がることを目指していると
考えられる。このため、県の採用しているKPIは合理的で、金額的な視点も具備されてい
る。

ロ）先駆的研究の促進
IoT、AI等がテーマであるため、県はイ）と同様のKPIを設定している。一方、財団は

事業として密接に関連する、次のハ）と合わせて「事業化件数」をKPIとしている。

本事業より事業化された商品等に直接関連する売上高や付加価値及び増加雇用者数等
を把握するのは難しいため、財団の設定する評価指標は合理的であると考える。

ハ）新サービスの創出・競争力強化を図る県内企業の支援
ロ）を参照。

ニ）IT関連技術者の育成
県は「IT人材育成事業受講者数の累計（以下、「受講者数累計」という。）」で評価して
いる。

受講者数累計による評価は、事業遂行の結果そのものであるため、KPIとするのは合理
的ではない。この点を検討されたい。

ホ）開発ソフトウェア・サービス販路拡大支援事業
県はイ）と同様のKPIを設定している。一方、財団は「支援企業数」をKPIとして

いる。
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しかし、この支援企業数は事業の結果そのものであり、KPIとしての機能を果たせ
ない。
当該事業は、自社開発ソフトウェア製品等の販路拡大を目的とした展示会・セミナー

等の支援が目的であることから、実際に販路拡大したことによる売上高等により評価し
たいところであり、実際に支援企業に対して 5年間の売上実績の報告を受けていること
から、当該KPIの導入を検討されたい。

⑤　特殊鋼産業クラスター高度化推進事業への充当額　27,378千円
◆　事業目的

対象：安来市・松江市を中心に集積する特殊鋼関連産業
意図：高度な技術力の習得や販路開拓による成長分野（航空機産業等）への参入

◆　事業内容
　特殊鋼産業成長分野進出促進助成事業　27,378千円
県内企業等が行う、特殊鋼関連産業の高度化・集積強化に資する成長分野への進出に向

けた素材開発、製品開発、試作開発等に係る経費を助成するとともに、過年度に助成した
企業のフォローをする。

◆　KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
　特殊鋼産業成長分野進出促進助成事業
本事業について、財団は、①と合わせて「技術革新総合支援事業」として評価しており、
具体的には「助成事業の採択件数」をKPIとしている。一方、県は「成長分野への参入を目
指した新たな取り組みへの助成件数」をKPIとしている。この助成件数は、特殊鋼産業成長
分野進出促進助成金及び発展型試作開発助成金（特殊鋼関連のみ）の採択件数を指す。即
ち、財団、県ともに事業遂行の実績をKPIとしていることになり、合理的ではない。本事業
の目的は「高度な技術力の習得や販路開拓による成長分野（航空機産業等）への参入を通
じた県内産業の高度化」であり、①と同様の性質であることを考慮すると、実際に販売に
結び付いた割合（事業化率）が直接的なKPIとして合理的といえる。
また、①においては 3つの事業を一体としてKPIとし、目標値を設定しているが、この事

業は①の事業とは並列型の関係にあり、①に合わせてKPIの設定をするのではなく、本事業
単独でKPIを設定すべきである。

⑥　戦略的取引先確保推進事業への充当額　42,406千円
◆　事業目的

対象：販売力の強化を図ろうとする県内企業
意図：取引先や販路が拡大する

◆　事業内容
イ）経営力の強化促進（国際規格等取得の促進）　3,250千円

経営管理システムの導入･高度化による県内製造業等の経営力・技術力・受注力強化を
図るため、ISO9001等の国際規格の認証取得を勧奨するとともに取得に必要となる経費
（審査登録費用、コンサルタント費用）の一部を助成し、認証取得を促進する。

ロ）戦略的取引先確保推進事業　24,857千円
県内ものづくり企業の取引拡大を目的に、首都圏等で開催される専門の展示会・見本

市への共同出展、出展経費助成、及び商談会開催を通じて、県外発注企業と県内製造業
の効率的な商談の場の提供を行う。

ハ）首都圏等販路開拓強化事業（首都圏等販路開拓強化事業）　8,299千円
首都圏に販路開拓アドバイザーを配置し、県内製品の販売戦略の助言及び販路開拓支
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援を実施する。
ニ）戦略的ビジネスパートナー獲得支援事業　6,000千円

県内外の優れた技術力を有する企業との連携による技術習得及び新規受注等を目的と
した人材の派遣や受入れ、県外の試験研究機関等との共同研究を行うことを目的とした
滞在型の人材派遣を試みる県内企業に対する経費の助成を行う。

◆　KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
イ）経営力の強化促進（国際規格等取得の促進）

県は「当該事業の支援メニューによる取引成立件数（以下、「年間取引成立件数」とい
う。）で評価している。

本事業の利用により国際規格の取得等を通じて経営力・技術力・販売力が強化され、
取引先を拡充した件数であるため、年間取引成立件数はKPIとして合理的といえる。ま
た、当該事業に係る事務事業評価は⑦の市場開拓支援事業を含めたものとなっているが、
目的やアプローチが同種であり、一体評価して問題はないと考える。
一方、財団は「目標達成企業数」をKPIとしている。設定されている目標が概ね事業遂行

の結果であり、合理的とはいえない。このため、県のKPIを参考にした改訂が求められる。
また、取引先件数の把握が可能であれば、当該事業の利用に起因して増加した売上高

等を年々把握する仕組みを導入することも可能と考える。財団がKPIを改訂する際にはこ
の点にも留意されたい。

ロ）戦略的取引先確保推進事業
県は、イ）と一体的に評価している。目的、アプローチが近似しているため合理的と

考える（詳細はイ）を参照）。

ハ）首都圏等販路開拓強化事業（首都圏等販路開拓強化事業）
県は、イ）と一体的に評価している。目的、アプローチが近似しているため合理的と

考える（詳細はイ）を参照）。

ニ）戦略的ビジネスパートナー獲得支援事業
県は、イ）と一体的に評価している。目的、アプローチが近似しているため合理的と

考える（詳細はイ）を参照）。

⑦　市場開拓支援事業への充当額　12,138千円（施策説明旅費等43千円含む。）
◆　事業目的

対象：販売力の強化を図ろうとする県内企業
意図：取引先や販路が拡大する
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◆　事業内容
イ）首都圏等販路開拓強化事業
（i）しまねビジネスセンター運営事業　9,713千円

首都圏進出に取り組む県内企業のスタート時点の支援を目的として、しまねビジネ
スセンターのレンタルブース（ 5ブース）、県内企業の首都圏での商談機会の増加を
目的として、プロジェクター等の設備を備えたプレゼンルーム（定員 8名）や応接室
（定員 4名）を低額で提供する。

（ii）受注力向上取引先開拓セミナー
展示会等を活用し売上拡大を積極的に図ろうとする県内企業を対象に、効果的な商
談を行うための受注力向上セミナーを開催する。

ロ）下請取引等支援事業　2,382千円
機械金属・樹脂・電気を中心とした県内ものづくり企業と県内外発注メーカーとの

パートナーシップ構築を目指した新規取引のあっせん活動を行う。
また、適正かつ円滑な取引推進を目的とした「下請取引適正化講習会」「下請取引改善

講習会」「価格交渉サポートセミナー」の開催により法令等の周知を行うとともに、下請
駆け込み寺を設置し、取引に関する苦情相談対応も行う。

◆　KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
イ）首都圏等販路開拓強化事業

県は⑥と一体として「年間取引成立件数」をKPIとしている。しまねビジネスセンター
はいわば財団の東京事務所にあたるもので、東京に進出する会社のレンタルオフィス的
な施設となっている。東京に市場開拓するための施設であるため、⑥との一体評価で問
題はない。
一方、財団はしまねビジネスセンターの「利用者高満足度率」をKPIとしている。

現在行っているアンケート調査は、満足度に対する問いと、気付いた点等を自由に記
載してもらう形式になっているため、回答内容は感想や事務局等への謝辞が多く、また
「なぜ満足（不満）か、どこが満足（不満）か」等の情報を得にくい上、評点化もできな
いことから、改善に繋がる指標としては活用できない。財団として提供したいノウハウ
やポイント別にこれらの情報がとれるようアンケートを工夫して評点化することにより、
KPIとして活用することが可能と考えられ、年間取引成立件数と合わせて指標化し、より
効果的な事業にブラッシュ・アップしていくことが望まれる。

ロ）下請取引等支援事業
県はKPIを設定していない。財団は「取引成立件数」をKPIとしている。

本事業は新規取引の斡旋、下請取引に係る講習会等が主体の事業であるため、斡旋事
業については取引成立件数で合理的と思われるが、後者については受講者からのアン
ケート調査による評点化と、KPIの設定が望まれる。

⑧　地域産学官共同研究拠点事業への充当額　1,371千円
◆　事業目的

対象：技術力の向上を図ろうとする県内企業
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連携 分野 セミナー・口座名 実施
回数

参加
企業
数

参加
者数

高満
足度
率

島
根
県
産
業
技
術
セ
ン
タ
―

設計信頼性

図面の基礎LEVEL00（図面の読み方） １ 17 27 96%
騒音の基礎と低騒音化技術 １ 13 17 88%
図面の描き方LEVEL 0 → 1 （ 2 日） １ 19 28 89%
機械加工の基礎知識と測定方法 １ 15 27 100%
機械材料の基礎知識と選定手順 １ 17 29 100%
破損解析実習と疲労、強度設計（２日） １ 12 22 5 %
シミュレーシヨン技術（CAE）・入門セミナー
（構造、流体解析編） １ ５ ５ 80%

シミュレーシヨン技術（CAE）・応用セミナー
（振動・音響解析編） １ ３ ３ 100%

初歩から学ぶ乾燥技術（中止） ― ― ― ―
材料力学の基礎と設計への応用（初級編）（２日） １ 10 19 61%
耐摩耗性・摺動性を付与する表面硬化技術 １ 10 17 90%

品質管理 EMC/組込み技術講座（シリーズ） ８ ９ ９ 81%

食品製造 食品製造技術者のための衛生管理セミナー １ 10 17 94%
食品製造技術者のための衛生管理技術入門 １ 13 18 67%

松
江
高
専

3 DCAD ３次元CAD講座（４日） ３ 12 11 92%

電子制御

シーケンス制御（２日） ２ ９ 12 91%
シーケンス制御（タッチパネル） １ ４ ５ 80%
電子回路の基本知識（２日） １ ３ ３ 100%
電子回路入門 １ ４ ５ 100%

島
根
県

鍼
工
会

ものづくり技
術センター 立型マニシングセンタ習得セミナー（４日） １ ５ ６ 100S

財
団

独
自
事
業

素材技術 鋳鉄材料技術研修不良品対策セミナー １ 20 24 83%

最新動向その
他

周辺視目視検査法導入セミナー １ 16 36 94%
予防保全･loTセミナー １ ９ 13 77%
改正食品衛生法と今後の取組みのポイント ４ 80 207 39%

合　　　　計 36 315 560 71%
意図：ものづくり人材の育成支援

◆　事業内容
産業人材育成支援事業　1,371千円
県内企業のものづくり人材の育成を支援するため、島根県産業技術センター、松江工業

高等専門学校及び島根県鐵工会と連携し各種の人材育成講座を開催する。
◆　KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
産業人材育成支援事業
県は「地域産学官共同研究拠点における共同研究の件数」をKPIとしている。当該KPIは

事業実施自体の結果であり、本事業のKPIとしては合理的ではない。
一方、財団は、アンケート調査に基づく「参加者高満足度率」をKPIとしている。ただ

し、現在行っているアンケート調査は、満足度に対する問いと、気付いた点等を自由に記
載してもらう形式になっているため、回答内容は感想や事務局等への謝辞が多く、また
「なぜ満足（不満）か、どこが満足（不満）か」等の情報を得にくい上、評点化もできない
ことから、改善に繋がる指標としては活用できない。財団として提供したいノウハウやポ
イント別にこれらの情報がとれるようアンケートを工夫することにより、KPIとして活用す
ることが可能と考えられ、より効果的な事業にブラッシュ・アップしていくことが望まれ
る。

⑨　知的財産活用啓発事業への充当額　1,235千円
◆　事業目的

対象：県内企業、学生・生徒・児童
意図：県内企業における知的財産の活用による新製品開発や事業化の拡大を図る。知的

財産制度の普及啓発により理解を進める。知的財産権制度の普及啓発と、その活用による
産業振興を図る。
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◆　事業内容
　しまね知的財産総合支援センター運営費　1,235千円
一般社団法人島根県発明協会と連携により、「しまね知的財産総合支援センター」を運営

し、県内中小企業の知的財産活動のサポートを実施する。また、中国経済産業局主催によ
りIT×知財セミナーを開催し、県内IT企業の知財意識向上を支援する。

◆　KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
　しまね知的財産総合支援センター運営費
本事業は、財団がしまね知的財産総合支援センターの運営を行うための事業であるため、
島根県知的財産活用啓発事業費補助金（産業振興課）（符号 4）と目的、アプローチが近似
していることから、上記補助金における指摘を参照されたい。

⑩　産業振興支援体制の整備への充当額　26,314千円（財団自主事業2,511千円含む）
◆　事業目的

対象：しまね産業振興財団
意図：県内企業（製造業・ソフト系IT企業等）への支援力を強化する

◆　事業内容
　総合相談及びコーディネート　23,803千円
各種相談への対応、マッチング等を行うとともに、経営の革新に意欲的に取組む企業、

創業者の経営計画達成に向けて助言・支援を実施する。
◆　KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
　総合相談及びコーディネート
県は「CS調査における満足度合い」をKPIとしている。当該満足度合いは、CS調査で

「満足」、「概ね満足」と答えた企業の割合を指している。一方、財団は「CS調査による不
満足度率」をKPIとしている。当該不満足度率は、CS調査で「やや不満」、「不満」と答え
た企業の割合を指している。なお、平成29年度の不満足度率にはよろず支援拠点（国費）
も含まれているが、本事業とよろず支援拠点（国費）の目的やアプローチが同じであるこ
とから、一体として評価することに合理性がある。
現在行っているアンケート調査は、満足度に対する問いと、気付いた点等を自由に記載

してもらう形式になっているため、回答内容は感想や事務局等への謝辞が多く、また「な
ぜ満足（不満）か、どこが満足（不満）か」等の情報を得にくい上、評点化もできないこ
とから、改善に繋がる指標としては活用できない。財団として提供したいノウハウやポイ
ント別にこれらの情報がとれるようアンケートを工夫することにより、KPIとして活用する
ことが可能と考えられ、より効果的な事業にブラッシュ・アップしていくことが望まれる。

⑪　しまね産学官連携促進支援事業への充当額　21,762千円
◆　事業目的

対象：学の知見を利用して技術力の向上を図ろうとする県内企業
意図： 県内企業が大学等のシーズを活用して技術課題の解決を図り、また製品化や事業
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化を図る
◆　事業内容
　しまね産学官協働推進事業　21,762千円
技術相談に対応するコーディネーター・アドバイザーを配置し、県内企業の新事業展開

や新分野進出等の意欲的な取組みに対し、島根県産業技術センター及び大学・高専等の高
等教育機関と連携することにより、技術的課題解決のサポートを行う。

◆　KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
　しまね産学官協働推進事業
県は「県内企業等と県内の高等教育機関等（島根大学、松江高専、県産技C）との共同

研究数、受託研究数（以下、「研究数」という）」、「シーズ連携支援事業による新規事業化
件数（平成27年度からの累計、以下「シーズ連携事業化件数」という）」をKPIとしてい
る。研究数は事業遂行の結果そのものであるため、KPIとしては合理的ではない。一方、本
事業の目的が「県内企業が大学等のシーズを活用して技術課題を解決し、製品化や事業化
を支援すること」にあるため、事業化件数は合理的なKPIといえ、当該KPIに一本化するこ
とが望まれる。

⑫　デジタルコンテンツ産業振興事業への充当額　2,786千円
◆　事業目的

対象：県内のデジタルコンテンツ制作企業
意図：事業が拡大し、デジタルコンテンツを活用したビジネスが進展する

◆　事業内容
　デジタルコンテンツ関連講座　2,786千円
デジタルコンテンツを経営戦略の一つとして発信できる人材の育成を目的とした講座を

開催する。
◆　KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
　デジタルコンテンツ関連講座
県は「本事業の参加者の満足度」をKPIとしている。当該満足度は 5段階評価の平均を指

している。一方、財団はKPIを設定していない。

当該事業の目的は、「デジタルコンテンツに係る人材を育成し、デジタルコンテンツに係
るビジネスを活性化させ、もって県内産業を振興する」ことにあると考える。このため、
当該事業はデジタルコンテンツ産業振興事業という名称であるが、その本質は人材育成で
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あるといえ、この点を勘案すると満足度により評価していることには共感できる。ただし、
現在行っているアンケート調査は、満足度に対する問いと、気付いた点等を自由に記載し
てもらう形式になっているため、回答内容は感想や事務局等への謝辞が多く、また「なぜ
満足（不満）か、どこが満足（不満）か」等の情報を得にくい上、評点化もできないこと
から、改善に繋がる指標としては活用できない。財団として提供したいノウハウやポイン
ト別にこれらの情報がとれるようアンケートを工夫することにより、KPIとして活用するこ
とが可能と考えられ、より効果的な事業にブラッシュ・アップしていくことが望まれる。

⑬　しまね海外ビジネス展開支援事業への充当額　19,677千円
◆　事業目的

対象：県内の海外事業展開を検討する事業者
意図：県内中小企業の国際的視野に立って経営戦略の構築促進

◆　事業内容
イ）海外ビジネスへの展開支援　11,696千円
（i）海外展開戦略の構築支援

県内中小企業の国際的視野に立った経営戦略の構築を促進するため、セミナーおよ
び勉強会を通じて市場動向・進出事例等を学んでいただくことにより、参加企業の海
外事業展開への意識醸成と海外事業展開計画策定に向けた支援を行う。

（ii）県内企業の海外展開への総合支援助成
海外進出計画の策定等、海外販路活動に必要な経費の助成を行う。

（iii）海外展開人材の確保支援
（iv）海外拠点現地技術者の育成支援助成

人材確保を図るため、海外子会社に雇用したローカル技術者の技術指導に係る経費
の助成を行う。

ロ）海外の取引開拓の支援　7,981千円
拡大する海外市場の獲得を目指す県内製造業の販路開拓を支援するため、他の支援機

関等との連携のもと、海外展示会への出展及び海外企業との商談会を開催する。
◆　KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
イ）海外ビジネスへの展開支援

県は「海外展開を行う企業数」をKPIとしているが、この企業数は「海外展開に関する
各種補助金の採択企業数」を指している。当該KPIは、事業遂行の結果そのものであるた
め、KPIとして合理的とはいえない。

一方、財団は「支援企業数」、「助成事業の採択件数」をKPIとしている。これも県と同
様、事業遂行の結果自体であり、KPIとして合理的ではない。
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本事業の主たる事業はセミナー、勉強会の実施であり、そこへの参加企業から具体的
な海外展開プロジェクトが生まれればしまね海外販路開拓支援補助金（しまねブランド
推進課）（符号 3 - 2 ）等に移行することが想定される。
このため、本事業については前述のセミナー、勉強会等の事業についてのみ評価すれ

ばよいことになり、その評価は参加者アンケートをKPIとするのが最も実効性が高いと考
えられ、当該KPIの設定が望まれる。

ロ）海外の取引開拓の支援
県はイ）と同様で採択企業数をKPIとしているが、イ）と同様にKPI＝事業遂行の結果

となっているため、合理的なKPIとはいえない。一方、財団は取引成立件数により評価を
しており、当該KPIは合理的といえる。ただし、取引件数が把握できるのであれば取引金
額も把握できる可能性があるため、可能な限り金額的な視点によるKPIを設定するよう、
検討されたい。
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３－２．しまね創造的企業総合支援基金造成費補助金（しまねブランド推進課）

1 ．概要

（1）目的
産業の高度化と新産業の創出をめざし公益財団法人しまね産業振興財団が事業を行うために必
要な基金を補助し、もって活動の円滑な推進を図る。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
しまね創造的企業総合支援基金造成費補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者
公益財団法人しまね産業振興財団（以下、「財団」という。）

イ．対象事業・対象経費・補助金額
産業の高度化と新産業の創出をめざし財団が次の事業を行うために必要な基金を造成する。

＜財団が行う下記の事業＞
財団内担当課 助成金事業名 補助事業の内容・対象経費・金額等

販路支援課 しまね海外販路開拓支援助成金

内容：将来的な海外への事業展開の構想
策定を支援する事業。
補助対象経費：謝金、委託費、旅費、印
刷製本費等。
金額等：補助率 1 / 2 （上限100万円）。

経営支援課

国際規格認証取得促進助成事業

内容：県内食品製造業を対象に、衛生管
理や品質管理や管理計画の策定を推進す
る事業。
補助対象経費：国際規格認証等取得の専
門家経費等。
金額等：補助率 1 / 2 （上限100万円）。

ものづくり専門家派遣事業（食
品産業アドバイザー事業）

内容：県内に事業拠点を有する食品製造
業業者に対し、専門家を無料で派遣する
事業。
派遣事業テーマ：生産技術革新、技術力
強化等
派遣回数等： 1社あたり24時間以内また
は 6回以内。

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

（単位：千円・件・人）

H27年度 H28年度 H29年度 うち基金に
残存

金額 － － 18,464 12,000
内訳
ものづくり企業海外展開総合支援助成事業
HACCP計画策定支援事業
専門家派遣事業

－
－
－

－
－
ー

10,000
2,000
6,464

10,000
2,000
ー
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2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
指摘又は意見を付すべき事項は発見されなかった。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的は「産業の高度化と新産業の創出をめざし財団が事業を行
うために必要な基金を補助し、もって活動の円滑な推進を図
る。」とされており、目的の公益性に問題はない（※ 1）。
交付対象が財団に限定されているが、当財団の設立目的は県内
産業の活性化と県民の福祉向上とされているため（※ 1）、公
益性、交付対象の合理性に問題はない。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

財団が助成した事業者に係る雇用者増加人数がKPIとして設定
されているが、「目的」との関連性が不明（※ 2、 3）。 ―

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

財団が助成した事業者に係る雇用者増加人数の実績を把握し、
増減要因の把握も行っている（※ 3）。 ―

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性 上記のKPIに対し、目標値の設定は行われていない（※ 3）。 ―

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク 目標値の設定がないためギャップ分析等は行っていない。 ―

6 KP Iの比較可能性
（金額的な視点等）

金額的な視点によるKPIとして付加価値等をKPIとすることを
検討するべき（※ 3）。

※ 1：公益財団法人しまね産業振興財団管理費補助金（符号 5）を参照。

※ 2：当課における基金は、財団の次の 3つの事業に係る費用として助成されている。
財団内における事業名 H29年度 うち基金に残存

ものづくり企業海外展開総合支援助成事業
HACCP計画策定支援事業
専門家派遣事業

10,000
2,000
6,464

10,000
2,000
ー

「専門家派遣事業」以外の事業は平成29年度の事業において、補助対象事業者の実績が確定し
ていないため、KPIの検討等については「専門家派遣事業」のみを対象とした。

※ 3： 当事業の目的は財団の「産業の高度化と新産業の創出を目指す」事業を行うための基金を造成
することとされているのに対し、県は当該事業を「財団が助成した事業者に係る雇用者の増加
人数」により評価しており、目的とKPIとの関連性が強いとはいえない。
この点、補助対象事業者は、本事業を通じて自社産業の高度化や新産業の創出に繋がる取り組
みにより自社の付加価値を高め、競争力を上げ、その結果として自社の収益性を上げることを
期待している。このため、第一義的には、当事業を通じた「付加価値の増加（見込）額」を
KPIとするのが合理的であると考えられる。なお、付加価値は一般的に下記の計算により算出
できる。

　　　　　（控除法）付加価値＝総生産高－外部購入費用（原材料費、外注費、仕入高等）
　　　　　（加算法）付加価値＝営業利益＋人件費＋賃借料＋租税公課等

一方、財団は、県とは別に、符号 3 - 1 ③ロ）に含め、「課題解決率」をKPIとして目標値・実
績値の比較分析を行っている（平成29年度事業報告書より）。当該KPIには金額的な視点はない
が、相談内容によっては次の例のように必ずしも付加価値の増加に繋がらない場合もあり、こ
の場合には財団の設定したKPIは有効といえる。
　① 　「自社の衛生管理の強化」「セキュリティー管理の強化」「国際規格の認証取得」等、将来
のリスクへの対応を目的とする場合

　② 　社内の組織改革や経営計画の策定支援等、内部管理の充実化を目的とする場合
このため、第一義的には付加価値の増加をKPIとすることを、次善の策として財団の手法を県
も取り入れることを検討されたい。
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４．島根県知的財産活用啓発事業費補助金

1 ．概要

（1）目的
しまね知的財産総合支援センターが行う知的財産の普及啓発に関する事業に要する経費を補助
し、知的財産についての理解を深め、その活用に精通した人材を育成することにより、県内中小
企業の企業間取引における競争力を強化し、もって県内産業の振興を図ることを目的とする。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
島根県知的財産活用啓発事業費補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者
一般社団法人島根県発明協会

イ．対象事業・対象経費・補助金額
補助対象事業 補助対象経費 補助率

一般社団法人島根県発明協会と公
益財団法人しまね産業振興財団が
しまね知的財産支援センターとし
て行う知的財産制度に関する普及
啓発及びその目的を達成するため
に行う事業。

謝　　金：講師謝金
旅　　費：講師旅費、職員旅費、事務員旅費
事務庁費： 賃金、印刷製本費、資料整備費、

消耗品費、光熱水費、通信運搬
費、会場使用料、器機賃借料、備
品費、その他の庁費

委 託 費：委託料

10/10以内

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 
H27年度 H28年度 H29年度

島根県知的財産活用啓発事業費補助金 3,921 3,323 2,836

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
指摘又は意見を付すべき事項は発見されなかった。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的は合理的に特定されており、公益性に問題はない。
交付対象がしまね知的財産総合支援センターに限定されている
が、実施事業が県内中小企業の競争力強化のために行われ、そ
のために必要なノウハウを有する団体であることから、合理性
にも問題はない。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

事務事業評価シートの中で「しまね知的財産総合支援センター
への相談件数」をKPIとして設定しているが、当該件数は事業
の実施内容そのものであり、KPIとして合理的ではない（※
1）。

―
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3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

相談件数の実績値を計数として把握しているが、KPIに合理性
がない（※ 1）。 ―

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性 目標値の設定はあるが、KPIに合理性がない（※ 1）。 ―

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク 目標値の設定がないためギャップ分析等は行っていない。 ―

6 KP Iの比較可能性
（金額的な視点等） 金額的な視点によるKPIの採用は困難と考えた。

※ 1： 県は、上記における評価尺度、目標値の設定（金額的な視点含む）、評価測定とフィードバック
分析等を全て「相談件数」をベースに行っており、金額的な視点による評価は行っていない。
また、補助事業者である公益財団法人しまね産業振興財団は、本事業を「新規相談件数」で評
価しており、県と同様「相談件数」を基礎に評価尺度を設定してモニタリングしている。

県、公益財団法人しまね産業振興財団はいずれも本補助事業の利用実績自体を基礎に尺度を設
定しているため、当該事業の実施自体が目的のような形になっており、要綱上の目的に対し矛
盾が生じる。本補助事業の目的は「県内産業の振興」や「県内中小企業の企業間取引における
競争力強化」であり、「相談・派遣件数」が増加したからといって必ずしも県内中小企業の企業
間取引における競争力が強化されているとはいえないため、要綱上の目的をより直接的に評価
する尺度が求められる。この点、金額的な指標を採用するには、例えば本事業を活用した事業
者における該当製商品の売上高や受取パテント料等を暦年で報告してもらう等の措置が必要と
なるが、保有する、あるいは今後取得する知的財産が収益獲得に至るまでのリードタイムは長
期化することが多く、上記情報を個別に収集するのは現実的ではない。また仮にできたとして
も、補助金の支出時期と効果の発現時期のズレが大きいため、適切な評価尺度とはならないこ
とが多いことが想定される。

本事業は知的財産に係る知見を持つ人材を増やすことにより県内企業の知的財産の保有等を促
し、もって企業間取引における競争力強化や県内産業の振興が目的であると考えられる。知的
財産の保有等を促す点に着目すると、「県内企業の特許出願数等」を尺度とすることが考えら
れる。
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また、「窓口相談」「訪問相談」「専門家派遣」の利用者に対しアンケートを実施し、事業の満足
度調査（アンケート）による点数化による指標設定も有効である。当該方法は、回答者の主観
にバラつきがあるという欠点はあるが、タイムリーな情報を比較的容易に入手・分析が可能で
あるという利点がある。

＜アンケート項目案＞

５．公益財団法人しまね産業振興財団管理費補助金

1 ．概要

（1）目的
本県産業の高度化、新たな産業の育成及び地域の情報化を支援することを目的とする。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
公益財団法人しまね産業振興財団管理費補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者
公益財団法人しまね産業振興財団（以下、「財団」という。）
イ．補助対象・対象経費・補助金額
補助対象事業 補助対象経費 補助率

財団の管理費

報　　　　　酬：役員報酬
給　　　　　料：職員給与
賃　　　　　金：臨時職員給与
諸　　手　　当： 期末手当、勤勉手当、管理職手当、扶養手当、

時間外勤務手当、通勤手当、住居手当、単身赴
任手当

福 利 厚 生 費：法定福利厚生費、任意福利厚生費
福利環境整備費：退職手当引当金
旅　　　　　費：職員旅費
庁　　　　　費： 賃借料、共益費、清掃料、電気代、通信運搬

費、備品購入費、燃料費、会議費、各種負担
金、賃金、その他の庁費

左記のう
ち全部ま
たは一部
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（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
指摘又は意見を付すべき事項は発見されなかった。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的は合理的に特定されており、公益性に問題はない。
交付対象が財団に限定されているが、当財団の設立目的は県内
産業の活性化と県民の福祉向上とされているため（※ 1）、交
付対象の合理性に問題はない。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

事務事業評価シートの中で、「しまねものづくり高度化支援事
業に係る支援対象企業の付加価値額の増加額」として設定され
ており、KPIは合理的に設定されている。

○

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

上記目標値が設定され、実績値との比較分析を行っている（※
2）。 ○

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性 上記のKPIに対し、目標値が設定されている（※ 2）。 ○

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

現状分析や課題の抽出、今後の方向性の指針まで検討されてい
る。 ○

6 KP Iの比較可能性
（金額的な視点等）

上記目標値が設定され、実績値との比較分析を行っている（※
2）。 ○

※ 1： 財団は、島根県の産業支援施策を実施する公的機関としての役割を担っている。財団の定款第
3条（目的）には「財団は、県内産業の高度化及び新たな産業の育成を促進し、もって本県産
業の活性化と県民の福祉向上に寄与することを目的とする。」とされており、また財団の経営理
念は次のとおり定義されている。
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※ 2： 財団は、本補助金事業に係る効果を、当財団が各年度において関与した事業者等のみに係る付
加価値の純増加額により評価している。

他の補助金については、上記評価尺度に対応する県の「コスト」を補助金支出額と位置付けて
いるが、本補助金については、対応する便益を「財団全体の生み出す付加価値」として評価し
ている。このため、対応する「コスト」は、財団が県の直系の外郭団体であることから補助金
の授受をいわば「内部取引」と考え、「補助金がなかった場合の財団の経常増減額」が該当す
る、と考えた。

【補助金がなかった場合の財団の経常増減額】

　　　　※ 上記の補助金収益と、【財団への事業項目別補助金支出額一覧】の合計額666,637千
円とは、預り補助金等の関係で数値に差異があるものであり、合理的にトレース可
能であることを確認済みである。
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上記の結果、例えば平成29年度は557百万円を投じて付加価値843百万円の効果を得たと考え
られる。
上記はあくまで財団全体としての評価であるが、財団の執行する個別の事業については、それ
ぞれ財団の設定した「目的」に対する「ツール」としての有効性を評価する必要がある。本補
助金以外の各補助金については、個別に検討を行う（下図参照）。
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６．境港貿易振興会事業費補助金

1 ．概要

（1）目的
境港貿易振興会が行う境港利用促進の事業を支援することにより、県内企業の海外取引を促進
し本県産業の振興を図る

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
境港貿易振興会事業費補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者
境港貿易振興会（以下「振興会」という。）

イ．対象事業・対象経費・補助金額
対象経費：振興会の行う国内・国外への利用促進活動に要する経費
補助金額：知事が別に定める金額

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

（単位：千円）
H27年度 H28年度 H29年度

境港貿易振興会事業費補助金 2,000 2,000 2,000

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
指摘又は意見を付すべき事項は発見されなかった。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的は「県内企業の海外取引を促進し本県産業の振興を図
る」とされており、目的の公益性は認められる。
境港が鳥取県にあることから交付対象の合理性が問題とな
るが、県東部の事業者にとっては、浜田港よりも境港の方
が近く利便性が高いことや、振興会が鳥取県、境港市と島
根県が連携して境港の利用を促進するために設立された団
体であることから、交付対象の合理性が認められる。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

境港貿易実績（境港管理組合集計のコンテナ貨物取扱本数）
と、そのうち島根県企業の占める割合（推計）がKPIとし
て設定されている。いずれも目的に対し合理的である（※
1）。

○

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

コンテナ貨物取扱本数等の実績値を計数として把握してい
る（※ 1）。 ○

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性 目標値の設定はない（※ 1）。 ―

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク 目標値の設定がないためギャップ分析等は行っていない。 ―
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6 KP Iの比較可能性
（金額的な視点等） 金額的な視点によるKPIの採用は困難と考えた。

※ 1： 本補助金の効果の測定は、境港全体の定期コンテナ貨物取扱本数（TEU）と、そのうち島根
県企業の占める割合で行っている（H29予算要求資料、振興会総会資料より）。本補助金が
金銭で交付されるものである以上、本補助金交付による効果についての評価尺度は金額ベー
スによるのが好ましいが、貨物の具体的内容は個別企業の内部情報であり、入手が難しい。
また、本補助金事業は、鳥取県、境港市と連携した事業であることから、効果の測定による
分析等により、本県が単独で当該補助金事業の今後の方向性等について決定できるものでも
ない。このため、本来は補助事業の実績自体を目的とした尺度の設定は不合理であるが、補
助事業の実績自体を直接的にKPIとするのもやむを得ないと考えた。

一方、県の補助金負担額が、本県事業者に係る利用コンテナ取扱本数や取引金額等を基礎に
決定されているものではない点に留意を要する。振興会に対する本補助金の負担が、島根
県、鳥取県及び境港市の三者によるものであるところ、この三者が交付した補助金の合計額
のうち、県内企業等の利用率などから島根県として負担する額（または負担割合）が妥当か
否かは確認しておく必要がある。
平成29年度において、振興会は、島根県から2,000,000円、鳥取県から4,896,818円、境港
市から4,896,818円の合計11,793,636円の補助金の交付を受けており、島根県の補助金負担
割合は16．96％となる。これに対して、県は境港における輸出入のコンテナ数（平成28年
1月から12月までの公表値）の実績値は20フィートコンテナで25,543個（集計：境港管理
組合）、県内企業の利用割合を28． 4 %と推計（振興会集計）しており、当該推計値からは、
県の負担割合に不合理な点はないと考えられる。
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７．独立行政法人日本貿易振興機構松江貿易情報センター運営費補助金

1 ．概要

（1）目的
独立行政法人日本貿易振興機構松江貿易情報センターの事業活動を支援することにより、県内
企業の海外取引を促進し本県産業の振興を図る。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
独立行政法人日本貿易振興機構松江貿易情報センター運営費補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者
独立行政法人日本貿易振興機構（通称、JETRO（ジェトロ）、以下「ジェトロ」という。）

イ．対象事業
ジェトロ松江貿易情報センターの運営に関する経費の一部

ウ．補助金額
ジェトロ松江貿易情報センターの運営の実情に基づき知事が別に定める金額

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

（単位：千円）
H27年度 H28年度 H29年度

独立行政法人日本貿易振興機構
松江貿易情報センター運営費補助金 13,125 12,884 12,884

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
指摘又は意見を付すべき事項は発見されなかった。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

本補助金の目的は「県内企業の海外取引を促進し本県産業
の振興を図る」ことであり、合理的。交付対象はジェトロ
松江貿易情報センターに限定されているが、同先は県内の
全ての事業者を対象として貿易投資相談や貿易実務研修な
ど様々な支援事業を行っているため、交付対象の合理性に
も問題はない。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性 県内企業の貿易投資相談件数が設定されている（※ 1）。 ○

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性 貿易相談件数の実績値を計数として把握している（※ 1）。 ○
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4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性 そもそも補助金の支出自体が目的の事業であり、県として

事業内容をコントロールすることができない（またはコン
トロールする対象が限定的である）。県が為すべきは上記要
綱の目的を達成するためのモニタリングとそれに基づく補
助対象者との協議である（※ 1）。

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

6 KP Iの比較可能性
（金額的な視点等）

※ 1： 本補助金はジェトロ松江貿易情報センターの運営費の一部を負担する補助金である。即ち、
本補助金はジェトロ松江貿易情報センターの直接費の一部、間接費に対する補助金であるこ
とから、対応する効果はこれらの団体が生み出す価値となり、従ってKPIはジェトロ松江貿
易情報センターの生み出す付加価値等や生み出す経済効果、事業全体に係る利用者の満足度
等が挙げられる。また、平成26年度包括外部監査において指摘されているとおり、県内の
「貿易実績企業数」をKPIとすることも有効であると考えられる。

一方で、ジェトロ松江貿易情報センターは全国組織であるジェトロの出先機関であり、ジェ
トロは、我が国の貿易振興事業の実施と、アジア地域等の経済に係る調査研究等を行い、貿
易の拡大及び経済協力の促進に寄与することを目的として設立された、独立行政法人日本貿
易振興機構法に基づく法人である。

根拠法令 根拠条文
独立行政法人日本
貿易振興機構法

（目的）
第一条　この法律は、独立行政法人日本貿易振興機構の名称、目的、業務の範囲
等に関する事項を定めることを目的とする。
（機構の目的）
第三条　独立行政法人日本貿易振興機構（以下「機構」という。）は、我が国の
貿易の振興に関する事業を総合的かつ効率的に実施すること並びにアジア地域等
の経済及びこれに関連する諸事情について基礎的かつ総合的な調査研究並びにそ
の成果の普及を行い、もってこれらの地域との貿易の拡大及び経済協力の促進に
寄与することを目的とする。
第三条のニ　機構は、通則法第二条第二項に規定する中期目標管理法人とする。

この補助金は、個別の根拠法に基づき、県から独立して国策的に設置された機構に対して支
給されているのが実態であるため、県がジェトロ松江貿易情報センターの経費の一部を助成
していることを以って、ジェトロ松江貿易情報センターの付加価値等を把握することに意味
があるのか、疑念が生じる。また、県が効果の測定を行ったとして、目標値とのギャップ分
析等によるPDCAを行えるとしても、そこから導き出した改善施策の実行等を、ジェトロ松
江貿易情報センターに強制的に求めることはできないと考えられる。

これらの状況を勘案し、県が、ジェトロ松江貿易情報センターに対して支出する補助金の
KPIを設定して目標値を定め、当該目標値と実績値とのGAP分析を行って改善策等を分析す
る必要性は薄いと考えた。
ただし、補助金等を拠出している事実に鑑み、ジェトロ松江貿易情報センターは自らの付加
価値や貿易実績企業数の増加状況等について説明する責任があると考えられ、県は当該報告
や結果をモニタリングし、本県の産業振興の方向性等について議論し、要望を伝達する等、
連携することは必要である。
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８．公益財団法人しまね産業振興財団国際経済事業費補助金

1 ．概要

（1）目的
公益財団法人しまね産業振興財団の行う国際経済事業を支援することにより、県内企業の海外
取引を促進し本県産業の振興を図る。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
公益財団法人しまね産業振興財団国際経済事業費補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者
公益財団法人しまね産業振興財団（以下、「財団」という。）

イ．対象事業
財団国際経済事業に要する経費

ウ．補助金額
知事が別に定める金額

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

（単位：千円）
H27年度 H28年度 H29年度

公益財団法人しまね産業振興財団国際経済事業費
補助金 1,420 1,420 1,278

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
指摘又は意見を付すべき事項は発見されなかった。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

本補助金の目的は「国際経済事業の支援により、県内企業
の海外取引促進・本県産業の振興を図る」であり、公益性
が認められる。交付対象が財団に限定されているが、当財
団の設立目的は県内産業の活性化と県民の福祉向上とされ
ているため（※ 1）、交付対象の合理性に問題はない。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

複数の事業から構成されているため、個別の事業ごとに次
のKPIを設定しており（※ 2）、いずれも概ね合理的。
①県内企業の貿易実績企業数
②輸出を行う県内事業者数
③課題解決率
④取引成立件数

○

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

上記のKPIについて目標値が設定され、実績値との比較分
析を行っている。 ○

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性 上記のKPIに対し目標値が設定されている。 ○
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5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

上記のKPIについて、現状分析や課題の抽出、今後の方向
性の指針まで検討され、事業の改編に繋げている。 ○

6 K P Iの比較可能性
（金額的な視点等） 金額的な視点によるKPI設定は困難であると認められる。

※ 1： 財団は、島根県の産業支援施策を実施する公益機関としての役割を担っている。財団の定款
第 3条（目的）には「財団は、県内産業の高度化及び新たな産業の育成を促進し、もって本
県産業の活性化と県民の福祉向上に寄与することを目的とする。」とされており、また財団
の経営理念は次のとおり定義されている。

※ 2： 本事業は、海外・国内のネットワークを活用し、県内企業の個別ニーズに対して、具体的な
輸出入取引や、技術供与、海外展示会出展による販路開拓案件を中心に商談フォロー、貿易
実務に対する支援、海外情報の提供など海外展開・取引に関する支援事業である。当該補助
金は、（イ）貿易・投資相談会開催、（ロ）経済情報の収集・発信、（ハ）ネットワーク構築
推進事業の個別事業から構成されているため、KPIは個別事業ごとに設定すべきである。な
お、いずれの事業も目標値と実績値の差異分析が行われており、事業内容の改編に活かされ
ているとの回答を得ている。

（イ）貿易・投資相談会開催
国際化支援アドバイザーによる貿易・投資相談会、取引マッチング等の支援事業である。県
は本事業単独での評価尺度を設定しておらず、財団は「課題解決率」を評価尺度として設定
している。相談会事業は貿易等に関する課題が解決すれば何かしら海外取引の促進につなが
ると考えられるが、相談内容の大半が既存取引に係る相談等であり、新規の取引に直結しな
いものが多い。

相談会開催事業について「課題解決率」による評価は合理的であるが、相談件数が少ない場
合でも評価が上がることがある。貿易・投資を促進したい目的があるため、量的な側面も評
価に含めることを検討する必要があり、例えば「課題解決件数」も合わせて指標化すること
が考えられる。

当事者取引マッチング支援事業については取引成立件数がKPIとして設定されている。

取引マッチングの場合には金額的な視点による尺度設定が相手先への情報提供要請により可
能ではあるが、当該相談による打診から取引開始までのリードタイムが長いケースも多く、
手間もかかるため実効性は低く、財団の現行KPIが次善の策であると考えた。
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（ロ）経済情報の収集・発信
メールマガジン等を通じた国内外のセミナー・補助事業、国内外のネットワーク先に対する
県内企業の輸出商品に関する情報提供事業であり、本事業単独では、県、財団ともにKPIを
設定していない。当該情報提供は海外取引において有益な情報を提供し、海外取引の増加を
目的とするものであり、メールマガジン等の発信先が多くなればその機会の増加に繋がると
考えられるため、メールマガジン等の発信自体（実施する事業自体）をKPIとすることが考
えられるが、これらの情報提供に対する利用者からのリアクションは（イ）や（ハ）を通じ
て行われる一方、発信先が増加することで利用者の裾野が広がることから、本事業について
はKPIの設定を単独では行わず、（イ）（ハ）に含めて評価する県、財団の考え方は合理的と
考える。

（ハ）ネットワーク構築推進事業
海外取引の有望地域における情報収集、海外ビジネスネットワークの多角化を行うものであ
り、平成29年度は瓦メーカーとともに韓国、フィリピンに赴き、販路開拓、市場調査、商品
提案等を行っている。本事業について、県は「県内企業の貿易実績企業数」、「輸出を行う県
内事業者数」により評価し、財団は「取引成立件数」により評価している。

　　
上記のいずれのKPIも海外取引の増減状況を示す指標であり、合理的とも思える。しかし、
上記実績値は、貿易をしている全ての県内企業がカウントされるため、本事業に無関係の要
素も含まれる。一方、取引成立件数をKPIとした場合、本事業の直接的な成果といえ、より
合理的であると考えた。なお、金額的な視点からは、取引成立件数の把握とともに「成立し
た取引に係る 1年間の売上計上見込額」等の情報が入手できればKPI化も可能と考えられる
ため、導入可否について検討されたい。
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９．ソフトビジネスパーク島根賃貸型オフィス整備事業

1 ．概要

（1）目的
ソフトビジネスパーク島根賃貸型オフィスの整備をした事業者及び県が協力してオフィスにお
ける事務所の供給を継続して行い、独創性かつ挑戦意欲に富んだ創業者並びに技術の高度化及び
新たな事業分野への進出を図ろうとする企業等の成長を加速させ、もって県内産業の高度化を図
ることを目的とする。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
ソフトビジネスパーク島根賃貸型オフィス整備事業実施要綱

②　補助対象
ア．補助対象者
ソフトビジネスパーク島根賃貸型オフィス（平成16年 6月21日付け指令産第148号により

基本計画の承認を行った建物で、事業者に対して貸し付ける事務所を備えたものをいう。）の
整備をした事業者
イ．対象事業・対象経費・補助金額
補助対象事業 補助対象経費 補助金額

事務所の供給その
他オフィスの管理
に関する事業

空室が発生した際の経費

1月当たりの空室が発生した日数/ 1 月当たり
の日数×空室に係る事務所の床面積×１㎡当
たりの賃貸単価。
ただし、床面積は200㎡を上限とする。

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

（単位：千円）
H27年度 H28年度 H29年度

ソフトビジネスパーク島根
賃貸型オフィス整備事業 3,600 3,600 3,534

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
指摘又は意見を付すべき事項は発見されなかった。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的は合理的に特定されている。また交付対象の合理性につ
いては、平成16年 6月21日付け指令産第148号により基本
計画の承認を受けた建物に係る事業者に限定していることか
ら、当該計画承認時に検討されていると考えられる（※ 1）。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性 KPIは設定されていない（※ 2）。 ―

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

実績値として空室数を把握しているが、KPIとして設定した
ものではない（※ 2）。 ―
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4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性

本年度で終了が決まっている事業であるため、これ以上の検
証は行わない（※ 2）。5 ギ ャ ッ プ 分 析 と

フ ィ ー ド バ ッ ク

6 K P Iの比較可能性
（金額的な視点等）

※ 1： 交付対象の合理性については、平成16年当時の「ソフトビジネスパーク島根賃貸型オフィス
整備促進事業実施要綱」に基づく事業であり、当該要綱第 2条に基づき、合理的に事業者の審
査、選定が行われたことを前提として判断した。そうでない場合、当補助金は単なる損失補て
ん補助金であるため、事業内容の合理性に懸念が生じることになる。

※ 2： 当補助金は、ソフトビジネスパーク島根賃貸型オフィスの整備をした事業者に対して、空室が
生じた際の家賃の補填を行うものであり、KPIの設定は行わず、空室数をモニタリングしてい
るのみであるとのことであった。今年度で終了する事業であるため、これ以上の検証は行わな
い。

10．しまねＩＴ産業人材育成支援事業補助金

1 ．概要

（1）目的
一般社団法人島根県情報産業協会が主体的に県内IT企業等の技術者のスキル・能力や業界全体
のレベルの向上に資するIT人材育成講座を開催することを目的とする。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
しまねＩＴ産業人材育成支援事業補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者
一般社団法人島根県情報産業協会（以下、「情産協」という。）

イ．対象事業・対象経費・補助金額
補助対象事業 補助対象経費 補助率

情産協が行う県内IT企業等
の技術者のスキル・能力や
業界全体のレベルの向上に
資するIT人材育成講座を開
催する事業

・ 講師等に関する謝金及び旅費又は開催委託等に要す
る経費

・会場の使用、貸借に要する経費
・講座で使用する機器貸借料
・当日資料に要する経費
・ 事務局運営に要する人件費、通信費、資料作成等の
経費

・記録、報告書の作成に要する経費
・その他、知事が必要と判断する経費

１／２
以内

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

（単位：千円）
H27年度 H28年度 H29年度

しまねIT産業人材育成支援事業
補助金 4,896 5,134 5,604
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2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
属性区分 問題点の内容

指摘事項
本補助金の交付要綱における目的が、「IT人材育成講座を開催すること」とされてお
り、目的に公益性が認められない。本補助金交付要綱において当該補助金の公益性を
明確に示すべきである。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的の公益性については上記指摘事項のとおり。交付対象
が情産協に限定されている点については、島根県が県内産
業の高度化のためにソフト系IT産業を戦略的な業種と位置
付け、戦略的に振興を図ることとされた合理的な経緯があ
る（※ 1）。また、情産協が情報関連技術の開発及び利用の
促進、情報化の基盤整備等を通じて情報産業の振興を図り、
もって本県経済、社会の発展に寄与することを目的として
設立され、県内の多くのIT企業を会員としていることから、
交付対象の合理性について問題はない。

―

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

事務事業評価として、
① ソフト系IT産業全体の売上高
② ソフト系IT産業全体の従事者数
をKPIとしているが、本補助金単体としてのKPIとしては不
十分。ただし、上記とは別にIT人材育成講座の受講者数を
把握するとともに受講生アンケートにより 5段階評価で結
果を把握している（※ 2）。

―

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

事務事業評価のKPIに対しては実績値を把握しているが
（※ 2）、受講生アンケートについては実績値が計数化され
ていない。

―

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性

事務事業評価のKPIには目標値が設定されているが（※
2）、受講生アンケートについては目標値の設定がない。 ―

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

事務事業評価のKPIについては現状分析や課題の抽出、今
後の方向性の指針まで検討されているが、本補助金単体と
しての分析等にはなっていない。なお、受講生アンケート
については現状把握のみで、特段の分析は為されていない。

―

6 K P Iの比較可能性
（金額的な視点等）

本補助金事業単体のKPIに金額的な視点等により比較可能
性を持たせることは困難と判断した。

※ 1： 島根県の産業振興を戦略的に推進し、県内産業の活性化を図るため、平成19年 5月にしま
ね産業活性化戦略会議が設置された。同会議の委員は知事が委嘱した民間企業活動の第一線
で活躍している経営者や学識経験者等により構成されており、 3回の会議開催の後、「しま
ね産業活性化戦略（第 1次とりまとめ）」が同11月に公表され、島根県の産業振興の方向性
を示すものとして権威づけられている。この「しまね産業活性化戦略（第 1次とりまとめ）」
において、「ソフト系IT産業の振興」は県内産業振興の柱の一つとして位置付けられており、
具体策として「Ruby・組込みエンジニアの育成・支援」と「Ruby特産化に向けた支援」が
定義づけられている。

※ 2： 上記におけるKPI、目標値の設定（金額的な視点含む）、評価測定とフィードバック分析等は
事務事業ベースでの尺度等であり、本補助金単独のKPIにはなっていない。また、事務事業
評価上のKPIは県内の全ソフト系IT企業の合計値となっており、本補助金事業により開催さ
れた人材育成講座の受講者のみを抽出したものではない。このため、要綱の目的である「IT
人材育成講座の開催による県内IT企業の技術者のスキル・能力や業界全体のレベルの向上」
との関連性に疑問が生じる。
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同一事務事業内の全ての補助事業が、混在一体となって「産業の振興」という目的の達成を
目指していることは理解できるが、上記の評価尺度では、本補助事業単体としてどれだけ上
記の目標値の達成に寄与したか区分できない。即ち、目標達成の「ツール」としてのしまね
IT産業人材育成支援事業の有効性を評価しきれない。
この点、県は、上記とは別にIT人材育成講座の受講者数を把握するとともに、各講座の受講
生に対してアンケートを行い、知識・スキルの向上に役立ったか、実習・演習が役立ったか
などについて５段階評価で結果を把握している。当該結果を点数化し、KPIとすることによ
り、本事業により開催された講習会によりスキル・能力が向上した技術者の人数と向上の程
度を定量的に検証可能となるため、本事業のKPIとして採用を検討されたい。
また、金額的な視点等によるKPIの設定は、事業の特性上困難と考えた。

11．IT人材確保促進支援事業補助金

1 ．概要

（1）目的
県内に事業所を有しソフトウェア開発を業とする企業による、即戦力となる県外に居住するIT
人材（ソフトウェア開発について専門的な知識又は技術を有する者をいう。以下同じ）の確保を
促進し、もって県内IT産業の振興を図ることを目的とする。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
IT人材確保促進支援補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者
ソフトウェア開発を業とする企業（県内に本社、支社又は開発拠点を有する者に限る）

イ．対象事業・補助率・補助限度額
補助対象事業 補助率 補助限度額

即戦力となる県外に居住するIT人材の採用（求人内容が県
内勤務に限る。）を目的として利用する特定職業紹介業者
が提供する以下のサービスに係る経費のうち、予算の範囲
内で知事が必要と認めるもの
　・ インターネットによる求人情報及び求職者情報提供
サービスの利用料（一般紹介（登録）型のサービスに
限る）

　・ 合同企業説明会等の求人・求職イベントへの参加料

補助対象経費の
1／ 2以内

１事業につき
200万円以下

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

（単位：千円）
H27年度 H28年度 H29年度

IT人材確保促進支援事業補助金 550 1,913 1,965
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2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
指摘又は意見を付すべき事項は発見されなかった。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的は「IT人材の確保を促進し、もって県内IT産業の振興を
図ること」を目的とするとされており、目的の公益性が認め
られる。
交付対象は県内ソフトウェア開発を業とする企業全てに門戸
が開かれており、交付対象の合理性にも問題はない。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

採用者数をKPIとして設定しており、合理性に問題はない
（※ 1）。 ○

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性 採用者数の実績値を計数として把握している（※ 1）。 ○

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性 目標値の設定はない（※ 1）。 ―

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク 目標値の設定がないためギャップ分析等は行っていない。 ―

6 K P Iの比較可能性
（金額的な視点等）

県が採用しているKPIでも効果の測定は可能であるが、金額
的な視点によるKPIの採用も可能と考えられる。 ―

※ 1： 当補助金の目的は、「即戦力となる県外に居住するIT人材の確保を促進し、もって県内IT産業
の振興を図ること」であるため、県の設定するKPIでも評価はできるが、他の手法との比較可
能性を考えると金額的な視点による指標化ができないか、検討を要する。この点、第一義的に
は本補助金事業利用事業者の付加価値額の増加が尺度として考えられる。その際、通常スキ
ルの高い人材ほど人件費コストが高いと考えられるため、利用事業者の負担が増加する人件
費額を付加価値額とみなしてKPIとすることも合理的と考えられるため、導入可否を検討され
たい。
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12．Ruby World Conference開催準備事業補助金

1 ．概要

（1）目的
こ の 補 助 金 は、Ruby World Conference開 催 実 行 委 員 会 に 対 し て、Ruby World 
Conferenceの開催準備に係る経費の一部を補助し、もってRubyWorld Conferenceの成功に
寄与することを目的とする。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
Ruby World Conference開催準備事業補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者
Ruby World Conference開催実行委員会

イ．対象事業・補助金額
（a）県は、補助金を予算の範囲内で交付するものとする。
（b） 補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）、補助対象経費は、次表の

とおりとする。
補助対象事業 補助対象経費

Ruby World Conference開催実行委員会が行う
Ruby World Conferenceの開催準備事業

１　事務局運営に要する経費
２　会場の使用、賃借に要する経費
３　会場の装飾、音響に要する経費
４　司会及び同時通訳に要する経費
５　 講演等招聘者に関する渡航手続、謝金等に要す
る経費

６　広報活動に要する経費
７　当日資料に要する経費
８　記録、報告書の作成に要する経費
９　その他、知事が必要と判断する経費

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 
　  H27年度  H28年度  H29年度 
Ruby World Conference開催準備事業
補助金 7,873 7,765 7,808 

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
属性区分 問題点の内容
指摘事項 上記要綱の目的が「Ruby World Conferenceの成功に寄与すること」とされてお

り、当該イベントの成功が公益性とどう繋がるか、要綱上で明確にされていない。
Ruby World Conference2017事業計画書に記載された「開催目的」に「先進的な
利用事例や最新の技術動向などの情報発信を通じて、Ruby市場、ビジネス利用の拡
大を図る」とされていることから、目的の真意はRubyの発展を通じた「県内IT関連
産業の発展」にあると考えられ、要綱上の目的を修正すべきである。
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（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的の合理性には上記指摘事項の問題がある。交付対象が
Ruby World Conference開催実行委員会に限定されてい
る点については、島根県が県内産業の高度化のためにソフ
ト系IT産業を戦略的な業種と位置付け、Ruby市場・ビジネ
ス利用の拡大を図ることとされた合理的な経緯がある（※
1）。

―

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

事務事業評価として、
① ソフト系IT産業全体の売上高
② ソフト系IT産業全体の従事者数
をKPIとしている（※ 2）。
このKPIは広く県内のソフト系IT産業全体を対象としており
本補助事業単体の指標として活用するには無理がある。
ただし、上記とは別にRuby World Conferenceの参加者
数の把握、Ruby World Conferenceの参加者アンケート
を実施しており、当該指標はKPIとして合理的といえる。

―

3 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性

事務事業評価のKPIには目標値が設定されている（※ 2）。
参加者数については事業計画書に記載されている来場者見
込みが目標値に相当するとのことであるが参加者アンケー
トについては目標値の設定はない。

―

4 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

事務事業評価のKPIに対しては実績値を把握している（※
2）。参加者数は実績の把握がされているが、参加者アン
ケートについては特段の計数分析は為されていない。

―

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

事務事業評価のKPIについては現状分析や課題の抽出、今後
の方向性の指針まで検討されているが、本補助金単独とし
ての分析等にはなっていない。なお、受講生アンケートに
ついては現状把握のみで特段の分析は為されていない。

―

6 KP Iの比較可能性
（金額的な視点等）

本補助金事業単体のKPIに金額的な視点等により比較可能性
を持たせることは困難と判断した。

※ 1： 島根県の産業振興を戦略的に推進し、県内産業の活性化を図るため、平成19年 5月にしまね
産業活性化戦略会議が設置された。同会議の委員は知事が委嘱した民間企業活動の第一線で
活躍している経営者や学識経験者等により構成されており、 3回の会議開催の後、「しまね
産業活性化戦略（第 1次とりまとめ）」が同11月に公表され、島根県の産業振興の方向性を
示すものとして権威づけられている。
この「しまね産業活性化戦略（第 1次とりまとめ）」において、「ソフト系IT産業の振興」は
県内産業振興の柱の一つとして位置付けられており、具体策として「Ruby・組込みエンジ
ニアの育成・支援」と「Ruby特産化に向けた支援」が定義づけられている。

※ 2： 上記におけるKPI、目標値の設定（金額的な視点含む）、評価測定とフィードバック分析等は
事務事業ベースであり、個別の補助事業別のKPIにはなっていない。

同一事務事業内の全ての補助事業が、混在一体となって「Ruby・組込みエンジニアの育成」
や「Ruby特産化」を通じた「産業の振興」という目的の達成を目指していることは理解で
きるが、上記のKPIでは、どの補助事業がどれだけ上記の目標値の達成に寄与したか区分で
きない。即ち、目標達成の「ツール」としてのRuby World Conference開催準備事業補助
金事業の有効性を評価しきれない。
この点、県は、上記とは別にRuby World Conferenceの参加者数の把握と属性分析を実施
している。結果は次のとおりであるが、前期までの県内参加者の少なさを問題視した結果、
平成30年については、県内参加者数を大幅に伸ばし、実来場者数は合計で1,028名まで増加
しているとの説明を受けた。
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その他、県はRuby World Conferenceの参加者に対しアンケートを実施しており、主な質
問項目は次のとおりである。
　　✓各カンファレンスに対する評価
　　✓Rubyの利用状況
　　✓カンファレンスの参加実績　等
当該結果を点数化し、KPIとしてモニタリングすることにより、本事業により各カンファレ
ンスやRubyの浸透度等を定量的に検証可能とすることができないか、検討されたい。
また、金額的な視点等によるKPIの設定は、事業の特性上困難と考えた。
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13．島根県Ruby bizグランプリ実施支援補助金

1 ．概要

（1）目的
Ruby bizグランプリ実行委員会に対して、Ruby bizグランプリの開催、普及に係る経費を補
助し、もってRubyでのビジネスチャンスの拡大に寄与することを目的とする。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
島根県Ruby bizグランプリ実施支援補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者
Ruby bizグランプリ実行委員会（以下「補助事業者」という。）

イ．対象事業・対象経費・補助金額
補助対象事業 補助対象経費 補助率
補助事業者が行
うRuby bizグ
ランプリの企
画、運営、普及
等に関する事業

1  補助事業者の運営に要する経費
2  専用サイトの開設及び維持に要する経費
3  広報・プロモーション活動に要する経費
4  表彰式等に準備及び実施にあたり必要となる経費
5  その他、知事が必要と判断する経費

10/10以内

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

（単位：千円）
H27年度 H28年度 H29年度

島根県Rubybizグランプリ実施支援
補助金 31,259 30,097 26,968

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
属性区分 問題点の内容
指摘事項 交付要綱の目的が「Rubyでのビジネスチャンスの拡大に寄与すること」とされてお

り、ビジネスチャンスの拡大が公益性とどう繋がるか、要綱上で明確にされていな
い。事務事業評価シートが下記のとおり定義されているため、目的の真意はRuby 
bizグランプリの開催、普及によるRubyによるビジネスチャンスの拡大を通じた「県
内IT関連産業の発展」にあると考えられ、要綱上の目的を修正することが求められ
る。

（参考：事務事業評価シート）
目的：県内ソフト系IT企業の技術力・開発力の向上等による事業拡大及び技術人材育成・確保
内容： 県内のIT産業が持続的に発展すること目指し、人材育成・確保、技術力・商品力の強化、

情報発信・販路開拓等の支援を通じて各企業が国内外で売れる商品・サービスを構築し
ていくことを促進する。
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（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的の合理性には上記指摘事項の問題がある。交付対象が
Ruby bizグランプリ実行委員会に限定されている点につい
ては、島根県が県内産業の高度化のためにソフト系IT産業
を戦略的な業種と位置付け、Ruby市場・ビジネス利用の拡
大を図ることとされた合理的な経緯がある（※ 1）。

―

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

事務事業評価として、
① ソフト系IT産業全体の売上高
② ソフト系IT産業全体の従事者数
をKPIとしている（※ 2）。
このKPIは広く県内のソフト系IT産業全体を対象としており
本補助事業単体の指標として活用するには無理がある。
ただし、上記とは別にRuby bizグランプリの参加者数や参
加者に対するアンケートによる満足度等の把握、Rubyアソ
シエーション認定技術者数やRubyによるシステム開発件数
を継続的に把握しており、当該計数はKPIとして合理的とい
える。

―

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

事務事業評価のKPIに対しては実績値を把握している（※
2）。参加者数は実績の把握がされているが、参加者アン
ケートについては特段の計数分析は為されていない。

―

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性

事務事業評価のKPIには目標値が設定されている（※ 2）。
参加者数については事業計画書に記載されている来場者見
込みが目標値に相当するとのことであるが参加者アンケー
トについては目標値の設定はない。

―

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

事務事業評価のKPIについては現状分析や課題の抽出、今後
の方向性の指針まで検討されているが、本補助金単独とし
ての分析等にはなっていない。なお、受講生アンケートに
ついては現状把握のみで特段の分析は為されていない。

―

6 KP Iの比較可能性
（金額的な視点等）

本補助金事業単体のKPIに金額的な視点等により比較可能性
を持たせることは困難と判断した。

※ 1： 島根県の産業振興を戦略的に推進し、県内産業の活性化を図るため、平成19年 5月にしまね
産業活性化戦略会議が設置された。同会議の委員は知事が委嘱した民間企業活動の第一線で
活躍している経営者や学識経験者等により構成されており、 3回の会議開催の後、「しまね
産業活性化戦略（第 1次とりまとめ）」が同11月に公表され、島根県の産業振興の方向性を
示すものとして権威づけられている。
この「しまね産業活性化戦略（第 1次とりまとめ）」において、「ソフト系IT産業の振興」は
県内産業振興の柱の一つとして位置付けられており、具体策として「Ruby・組込みエンジ
ニアの育成・支援」と「Ruby特産化に向けた支援」が定義づけられている。

※ 2： 上記におけるKPI、目標値の設定（金額的な視点含む）、評価測定とフィードバック分析等は
事務事業ベースであり、個別の補助事業別のKPI等にはなっていない。
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同一事務事業内の全ての補助事業が、混在一体となって「Ruby・組込みエンジニアの育成」
や「Ruby特産化」を通じた「産業の振興」という目的の達成を目指していることは理解で
きるが、上記のKPIでは、どの補助事業がどれだけ上記の目標値の達成に寄与したか区分で
きない。即ち、目標達成の「ツール」としての島根県Ruby bizグランプリ実施支援補助金事
業の有効性を評価しきれない。また、参加者数は事業の結果そのものであり、アンケート結
果も状況把握のみに留まっているためKPIとしてそのままでの利用はできない。
この点、県は、上記とは別にRubyアソシエーション認定技術者数やRubyによるシステム開
発件数を継続的に把握しており、当該計数であれば本補助金事業のKPIとして合理的といえ
る。さらに、県はRubyにより開発されたシステムに係る売上高を把握しており、業界内全
売上高の占有率も把握している。これをKPIとすれば、本事業に係る金額的な効果の測定が
可能となるため、当該方法の尺度としての採用を検討すべきである。

【県内ソフト系IT産業全体の売上高と、Ruby関連売上高の占有率】

【県内ソフト系IT産業全体のシステム開発件数と、同件数に占めるRuby関連の占有率】
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【Rubyエンジニア数】

14．島根県スモウルビー・プログラミング甲子園開催支援補助金

1 ．概要

（1）目的
スモウルビー・プログラミング甲子園開催実行委員会に対して、スモウルビー・プログラミン
グ甲子園の開催に係る経費を補助し、もってルビー甲子園の成功に寄与することを目的とする。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
島根県スモウルビー・プログラミング甲子園開催支援補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者
スモウルビー・プログラミング甲子園開催実行委員会（以下、「補助事業者」という。）
（注 1） スモウルビー
　 スモウルビーとは、プログラミング経験の無い小中学生でも、簡単な操作で
Rubyのプログラム作りを体験し、学習できるようになることを目的として開発
された、オープンソースソフトウェアである。

イ．対象事業・対象経費・補助金額
補助対象事業 補助対象経費

補助事業者が行う
ルビー甲子園開催
に関する事業

１　当該実行委員会の運営に要する経費
２　ゲーム及び対戦環境等の整備に関する経費
３　専用サイトの開設及び維持に要する経費
４　広報活動に要する経費
５　体験会、セミナー等開催に要する経費
６　大会の準備及び実施にあたり必要となる技術サポートに関する経費
７　大会の実施にあたり必要となる経費
８　その他、知事が必要と判断する経費
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（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

（単位：千円）
H27年度 H28年度 H29年度

島根県スモウルビー・プログラミング
甲子園開催支援補助金 22,024 21,992 19,452

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
属性区分 問題点の内容
指摘事項 交付要綱の目的が「スモウルビー・プログラミング甲子園の成功に寄与すること」と

されており、スモウルビー・プログラミング甲子園の成功が公益性とどう繋がるか、
要綱上で明確にされていない。事務事業評価シートが下記のとおり定義されているた
め、目的の真意はスモウルビー・プログラミング甲子園の開催によるRuby技術者の
育成を通じた「県内IT関連産業の発展」にあると考えられ、要綱上の目的を修正する
ことが求められる。

（参考：事務事業評価シート）
目的：県内ソフト系IT企業の技術力・開発力の向上等による事業拡大及び技術人材育成・確保
内容：県内のIT産業が持続的に発展すること目指し、人材育成・確保、技術力・商品力の強化、
情報発信・販路開拓等の支援を通じて各企業が国内外で売れる商品・サービスを構築していく
ことを促進する。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的の合理性には上記指摘事項の問題がある。交付対象が
スモウルビー・プログラミング甲子園開催実行委員会に限
定されている点については、島根県が県内産業の高度化の
ためにソフト系IT産業を戦略的な業種と位置付け、Ruby市
場・ビジネス利用の拡大を図ることとされた合理的な経緯
がある（※ 1）。

―

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

事務事業評価として、
① ソフト系IT産業全体の売上高
② ソフト系IT産業全体の従事者数
をKPIとしている（※ 2）。
このKPIは広く県内のソフト系IT産業全体を対象としており
本補助事業単体の指標として活用するには無理がある。
ただし、上記とは別にスモウルビー出前授業の申込件数、
ルビー甲子園の応募件数を継続的に把握しており、当該計
数はKPIとして合理的といえる。

―

3 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性

事務事業評価のKPIには目標値が設定されている（※ 2）。
一方、スモウルビー出前授業申込件数、スモウルビー・プ
ログラミング甲子園応募件数については目標値の設定はな
い。

―

4 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

事務事業評価のKPIに対しては実績値を把握している（※
2）。スモウルビー出前授業申込件数、スモウルビー・プロ
グラミング甲子園応募件数については実績値を把握し、合
理的に計数化している。

―

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

事務事業評価のKPIについては現状分析や課題の抽出、今後
の方向性の指針まで検討されているが、本補助金単独とし
ての分析等にはなっていない。なお、スモウルビー出前授
業申込件数、スモウルビー・プログラミング甲子園応募件
数について分析を行い、次回の応募課題等に対しフィード
バックを行っている。

―

6 KP Iの比較可能性
（金額的な視点等）

本補助金事業単体のKPIに金額的な視点等により比較可能性
を持たせることは困難と判断した。

113



号外第28号 島 根 県 報 平成31年３月26日

第 4章　外部監査の結果及び意見

※ 1： 島根県の産業振興を戦略的に推進し、県内産業の活性化を図るため、平成19年 5月にしまね
産業活性化戦略会議が設置された。同会議の委員は知事が委嘱した民間企業活動の第一線で
活躍している経営者や県内学識経験者等により構成されており、 3回の会議開催の後、「し
まね産業活性化戦略（第 1次とりまとめ）」が同11月に公表され、島根県の産業振興の方向
性を示すものとして権威づけられている。
この「しまね産業活性化戦略（第 1次とりまとめ）」において、「ソフト系IT産業の振興」は
県内産業振興の柱の一つとして位置付けられており、具体策として「Ruby・組込みエンジ
ニアの育成・支援」と「Ruby特産化に向けた支援」が定義づけられている。

※ 2： 上記におけるKPI、目標値の設定（金額的な視点含む）、評価測定とフィードバック分析等は
事務事業ベースであり、個別の補助事業別のKPIにはなっていない。

同一事務事業内の全ての補助事業が、混在一体となって「県内ソフト系IT産業の振興」とい
う目的の達成を目指していることは理解できるが、上記の評価尺度では、どの補助事業がど
れだけ上記の目標値の達成に寄与したか区分できない。即ち、目標達成の「ツール」として
の島根県スモウルビー・プログラミング甲子園開催支援補助金事業の有効性を評価しきれ
ない。
この点、県は、上記とは別にスモウルビー出前授業申込件数、スモウルビー・プログラミン
グ甲子園応募件数を継続的に把握している。これらの項目は、一見すると、本補助金事業の
実施結果ともいえ、当該事業のKPIとするのは合理的ではないとも考えられる。しかし、当
該応募のためには、事前にプレイヤーキャラクターを自動操縦するためのAIプログラムを作
成する必要があり、審査用AIプログラムとの対戦により高得点を出すことを目指すことにな
る。つまり、応募するだけでかなりの興味と能力を保持している必要があることになる。

本補助事業の第一義的な目的は、小中学生のRubyのプログラム作りの機会を増やし、理解
を深め、継続して学習してもらうことを通じて将来的なRubyの技術者が育成されることに
あると思われる。つまり、島根県スモウルビー・プログラミング甲子園への応募者や参加者
等を増やすことではなく、応募者が本当に育成されているか、が重要となり、KPIは当該「育
成されているか」を基準に設定されることになる。
このため、通常であれば、本事業実施自体の結果である応募（参加）者数や来場者数はKPI
とはならない。しかし、本補助金事業の場合、応募する際にAIプログラムを作成する必要が
あり、このため応募の作業の中で「育成される」ことになり、従って当該応募者の数の増加
は、そのまま育成された者の増加になると考えられる。このため、県が継続して把握してい
る応募者数をKPIとして設定することを検討されたい。
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（第 3回大会のフライヤー）
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15．島根県企業立地促進助成金

1 ．概要

（1）目的
企業の立地を促進する措置を講ずることにより、本県の産業の高度化及び雇用機会の増大を図

り、もって広く定住の促進に寄与することを目的とする。

（2）事業内容

①　根拠法令
島根県企業立地促進条例（平成 4年島根県条例第23号）第 6条（以下、「条例」）
島根県企業立地促進条例施行規則（平成 4年島根県規則第43号）（以下、「規則」）
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
島根県企業立地促進助成金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者
イに掲げる者
イ．対象事業・補助金額

補助対象者 対象事業 補助金額
（1）規則第 3条第 1号に掲げる場合
　　 増加固定資本額が 1億円以上であっ
て、増加常用従業員の数（以下「増
加常用従業員数」という。）が10人
以上であること。

（2）規則第 3条第 1号の 2に掲げる場合
　　 増加固定資本額が5,000万円以上で
あって、増加常用従業員の数が 5人
以上であること（増加固定資本額が
1億円以上であって、増加常用従業
員の数が10人以上である場合を除
く。）。

（3）規則第 3条第 2号に掲げる場合
　　 増加常用従業員の数が10人以上で
あって、かつ、増加常用従業員のう
ち契約社員以外のものの数が 5人以
上であること。

（4）規則第 3条第 3号に掲げる場合
　　 増加常用従業員数が 3人以上である
こと。

（5）規則第 3条第 4号に掲げる場合
　　 増加常用従業員数が 5人以上である
こと。

（6）規則第 3条第 5号に掲げる場合
　　 増加常用従業員数が 5人以上であっ
て、かつ、増加常用従業員のうち契
約社員以外のものの数が 3人以上で
あること。

助成金の交付の対象となる
経費は、増加固定資本額
（助成金以外の県の交付する
補助金等を直接又は間接に
その経費の一部として投下
固定資本を取得した場合は、
その取得に要した経費を除
く）及び増加常用従業員に
係る経費とする。

助成金の交付決定の
あった年度の当該助
成金の交付限度額は
２億円とし、当該助
成金の額が２億円を
超える場合にあって
は、２億円を超える
部分の助成金につい
て交付決定のあった
年度の翌年度以降に
各年度２億円を限度
として分割して交付
するものとする。
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（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

（単位：千円）
H27年度 H28年度 H29年度

島根県企業立地促進助成金 2,632,140 1,875,683 2,056,366

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
指摘又は意見を付すべき事項は発見されなかった。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的は「本県の産業の高度化及び雇用機会の増大を図り、
もって広く定住の促進に寄与することを目的」とされてお
り、目的に公益性が認められる。また、交付対象が交付要綱
上その規模に応じて設定されているが、その他は制限なく広
く門戸が開かれており、交付対象の合理性にも問題はない。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

事務事業評価シートにおいて、
① 企業立地による新規雇用者数
② うち中山間地域・離島における新規雇用者数
をKPIとして設定している（※ 1）。
いずれも企業立地の目的である「雇用機会の増大」と密接に
関連しており、合理的。さらに、当補助金単独で企業立地促
進助成金を交付した企業における交付前と交付後の売上高の
合計値も比較検討している。

○

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

上記いずれのKPIについても、実績値が計数化されて把握さ
れている。また、中山間地や離島など、当県としての重点取
組対象についても同様にモニタリングされている（※ 1）。

○

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性

上記のKPIに対し、①、②いずれも目標値が合理的に計数化
されている（※ 1）。 ○

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

上記いずれのKPIについても、現状分析や課題の抽出、今後
の方向性の指針まで検討されている（※ 1） ○

6 K P Iの比較可能性
（金額的な視点等）

上記のKPIとは別に、企業立地促進助成金を交付した企業に
おける交付前と交付後の売上高の合計値を把握しているが、
KPIとはしていない。また、付加価値額をKPIとすることも
考えられる。

―

※ 1： 県は企業立地に係る事業を、①企業立地による新規雇用者数、②うち中山間地域・離島におけ
る新規雇用者数によりKPIを設定し、評価を行っている。

上記におけるKPI、目標値の設定（金額的な視点含む）、評価測定とフィードバック分析等は
事務事業ベースのものであり本事業単独でのKPIになっていない。この点、県は、同一事務事
業内の全ての補助事業が混在一体となって「本県産業の高度化」「雇用機会の増大」という目
的の達成を目指しており、事業単独によるKPIの設定に意味はないとしている。
企業立地に係る取組は、県外企業の誘致を、他の地方自治体と競争しながら行っていることか
ら、様々なメリットを競合地方自治体のサービスラインとの比較により都度措置している実情
があり、この点が他課の補助金事業と異なることは理解できる。このため、本補助金事業を含
め、島根県企業立地促進条例第 4条第 1項の規定による認定を受けた者を交付要件とする次の
補助金事業を同一のKPIにより評価している県の考え方に異論はない。

117



号外第28号 島 根 県 報 平成31年３月26日

第 4章　外部監査の結果及び意見

符号 一体として同一尺度により評価する補助金事業 H29年度補助金
交付額（千円）

15 島根県企業立地促進助成金 2,056,366
16 島根県ソフト系IT産業航空運賃補助金 15,627
17 島根県ソフト系IT産業人材確保・育成支援補助金 10,581
18 島根県ソフト産業家賃等補助金 36,496
19 特定通信費補助金 4,012

本補助金事業に係る過年度の補助金支出額の推移は次のとおりである。

上記のように考えるとしても、本補助金事業は当該一体として評価する対象の中の中軸的な事
業であるといえ、県は本補助金の交付対象先に対し継続して様々なデータの提出を要求してモ
ニタリングしている。その中で、誘致企業における求人（採用）数が順調に伸長している現状
を確認している。またこの結果、誘致企業に係る県内従業員数、正規雇用者数は増加傾向に
ある。

その他、県は補助金対象事業者の企業立地計画における売上高増加計画値についてもモニタリ
ングを行っているが、当該売上高には島根県内以外の拠点に係る数値も含まれているため、本
補助金事業における効果以外の要素も含まれる。また、県内拠点分のみに係る売上高等の情報
は入手が難しい（例えば東京本社と共同作業により売上を計上している場合等）。
この点、県が事務事業評価において採用している「新規雇用者計画数」について、当該計画数
だけでなく、本補助金利用者に限った新規雇用者に支給された給与総額を併せてモニタリング
する方法であれば、実際に企業誘致により県内にもたらされる付加価値額の一部を評価できる
ことになる。

（参考：加算法による付加価値の計算式）
付加価値＝営業利益＋人件費＋賃借料＋租税公課等

当該方法によれば、本補助事業の目的の一つである「雇用機会の増大」とも関連性が深い。こ
れに対し、本補助事業の目的は「雇用機会の増大」であり、「雇用者の給与の増大」が目的で
はないため、一部の高額給与所得者の増加が評価に含まれてしまう点が本事業の「雇用機会の
増大」という目的とは合致しない、との批判もあるが、
　　　①　概ね、給与総額の増大は雇用機会の増大と一致すると想定される
　　　②　 「雇用機会の増大」は、一人当たりの受給額が低くても数さえ増えればよい、とい

うものでもないはずである
　　　③　 高額給与者の増加が評価される点は、「高額給与者≒付加価値・スキルの高い従業

員」であり、このような人材の本県への転入は本事業のもう一つの目的である「本
県産業の高度化」に資する

ことから、当該批判は当たらないと考えられる。
従って、本事業におけるKPIに、本補助金事業適用先の「立地企業の本県における新規雇用者
に係る給与支払額の増加額」を加えてモニタリングすることが合理的であり、県は当該KPIの
導入も合わせて検討されたい。
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16．島根県ソフト系IT産業航空運賃補助金

1 ．概要

（1）目的
ソフト系IT産業の地方立地の初期段階において必要性が高い航空機利用の経費を軽減する措置
を講ずることにより、同産業の立地を促進し、もって本県産業の高度化と新産業の創出及び雇用
機会の増大を図る。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
島根県ソフト系IT産業航空運賃補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者
補助金の交付の対象となる者は、次の要件を満たす企業とする。
（a） 島根県企業立地促進条例第 4条第 1項に基づく認定を受けている企業のうち、同条例

施行規則（以下「規則」という。）第 3条第 3号に掲げる場合に該当するものである
こと。

（b）平成32年 3 月31日までに立地した企業であること。
（c） 規則第 3条第 3号の基準を満たした日（以下「補助事業開始日」という。）から 1月以

内に補助事業開始届（様式第 1号）を提出している企業であること。
イ．対象事業
補助対象事業費は業務に利用する航空運賃（航空法に規定する航空運送事業を営む者が定
める運賃）で、次の要件を満たすものとする。
ただし、航空運賃と宿泊料が一体となっており、明確に区別できない場合については職員
の旅費に関する条例（島根県条例第11号）第19条に定める甲地方の宿泊料の額を控除した金
額とする。
（a）利用経路　発着陸のいずれかが、島根県内空港若しくは米子空港であること。
（b）利用者　補助対象事業者の常用従業員及び役員であること。

ウ．補助金額
補助金の交付は、次のとおりとする。
（a）交付期間は、補助事業開始日から 5年間とする。
（b） 補助金の交付額は補助対象事業費の 2分の 1以内（千円未満の端数が生じる場合はそ

の端数を切り捨てた額を交付額とする。）とし、補助事業開始日から 1年ごとの交付限
度額は200万円とする。

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

（単位：千円・件）
H27年度 H28年度 H29年度

島根県ソフト系IT産業航空運賃補助金
8,614 12,551 15,627
22件 24件 26件
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2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
属性区分 問題点の内容
指摘事項 本補助金の一部について、補助事業開始届が補助事業開始日から 1月以内に提出でき

ていないものがあり、上記 1（2）②ア（c）の要件を満たしていないものがあった。
担当者に事情をヒアリングしたところ、提出期限を経過した後に補助事業開始届が提
出された場合も一概に不支給としないとの回答を得た。実際の運用をそのように行っ
ているのであれば上記要綱を運用に沿った内容に改正すべき、若しくは現要綱に沿っ
て厳格に処理するべきである。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

「ソフト系IT産業の立地を促進し、もって本県産業の高度化
と新産業の創出及び雇用機会の増大を図る。」という目的が
設定されており、目的の公益性について問題はない。
交付対象がソフト系IT産業に限定されている点については、
島根県が県内産業の高度化のためにソフト系IT産業を戦略
的な業種と位置付けた合理的な経緯がある（※ 1）。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

事務事業評価シートにおいて、
① 企業立地による新規雇用者数
② うち中山間地域・離島における新規雇用者数
をKPIとして設定している（※ 2）。
いずれも企業立地の目的である「雇用機会の増大」と密接
に関連しており、合理的。さらに、本補助金事業単独の指
標として、本補助金を交付した企業における交付前と交付
後の売上高の合計値も比較検討している。

○

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

上記いずれのKPIについても、実績値が計数化されて把握
されている。また、中山間地域や離島など、本県としての
重点取組対象についても同様にモニタリングされている
（※ 2）。

○

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性

上記のKPIに対し、①、②いずれも目標値が合理的に計数
化されている（※ 2）。 ○

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

上記いずれのKPIについても、現状分析や課題の抽出、今
後の方向性の指針まで検討されている（※ 1） ○

6 K P Iの比較可能性
（金額的な視点等）

上記のKPIとは別に、島根県ソフト系IT産業航空運賃補助
金を交付した企業における交付前と交付後の売上高の合計
値を比較検討しているが、KPIとはしていない。また、付
加価値額をKPIとすることも考えられる。

―

※ 1： 島根県の産業振興を戦略的に推進し、県内産業の活性化を図るため、平成19年 5 月にしまね
産業活性化戦略会議が設置された。同会議の委員は知事が委嘱した民間企業活動の第一線で
活躍している経営者や学識経験者等により構成されており、 3回の会議開催の後、「しまね
産業活性化戦略（第 1次とりまとめ）」が同11月に公表され、島根県の産業振興の方向性を
示すものとして権威づけられている。この「しまね産業活性化戦略」において、「ソフト系
IT産業の振興」は県内産業振興の柱の一つとして位置付けられている。また、当該産業の誘
致については島根総合発展計画及び島根県総合戦略において、当該産業の集積や高度化を重
点的に取り組む業種として位置づけられている。

※ 2： 県は企業立地に係る事業を、①企業立地による新規雇用者数、②うち中山間地域・離島にお
ける新規雇用者数によりKPIを設定し、評価を行っている。

120



号外第28号 島 根 県 報 平成31年３月26日

第 4章　外部監査の結果及び意見

上記におけるKPI、目標値の設定（金額的な視点含む）、評価測定とフィードバック分析等は
事務事業ベースのものであり本事業単独でのKPIになっていない。この点、県は、同一事務
事業内の全ての補助事業が混在一体となって「本県産業の高度化」「雇用機会の増大」とい
う目的の達成を目指しており、事業単独によるKPIの設定に意味はないとしている。
企業立地に係る取組は、県外企業の誘致を、他の地方自治体と競争しながら行っていること
から、様々なメリットを競合地方自治体のサービスラインとの比較により都度措置している
実情があり、この点が他課の補助金事業と異なることは理解できる。このため、本補助金事
業を含め、島根県企業立地促進条例第 4条第 1項の規定による認定を受けた者を交付要件と
する次の補助金事業を同一のKPIにより評価している県の考え方に異論はない。

符号 一体として同一尺度により評価する補助金事業 H29年度補助金
交付額（千円）

15 島根県企業立地促進助成金 2,056,366
16 島根県ソフト系IT産業航空運賃補助金 15,627
17 島根県ソフト系IT産業人材確保・育成支援補助金 10,581
18 島根県ソフト産業家賃等補助金 36,496
19 特定通信費補助金 4,012

また、上記KPIの補足のため、企業立地計画における 3年間の売上高と増加雇用人数を把握
し、実績対比等のモニタリングを行っている。
即ち、県は第一義的には新規雇用者計画数をKPIとしながらも、金額的な側面も取り入れ、
補助金対象事業者の企業立地計画における売上高増加計画値についてもモニタリングを行っ
ている状況にある。ただし、企業立地計画における売上高については、金額的な尺度として
は評価できる一方、島根県内以外の数値も含まれているため、本補助金事業における効果以
外の要素も含まれる。また県内拠点分のみの計数の尺度化については、県内拠点分のみに係
る情報を入手し難く（例えば東京本社と共同作業により売上を計上している場合等）、KPIと
しては不十分といえる。
この点、県が事務事業評価において採用している「新規雇用者計画数」について、当該計画
数だけでなく、本補助金利用者に限った「新規雇用者に支給された給与総額」を併せてモニ
タリングする方法であれば、実際に企業誘致により県内にもたらされる付加価値額の一部を
評価できることになる。

（参考：加算法による付加価値の計算式）
付加価値＝営業利益＋人件費＋賃借料＋租税公課等

当該方法によれば、本補助事業の目的の一つである「雇用機会の増大」とも関連性が深い。
これに対し、本補助事業の目的は「雇用機会の増大」であり、「雇用者の給与の増大」が目
的ではないため、一部の高額給与所得者の増加が評価に含まれてしまう点が本事業の「雇用
機会の増大」という目的とは合致しない、との批判もあるが、
　　　①　概ね、給与総額の増大は雇用機会の増大と一致すると想定される
　　　②　 「雇用機会の増大」は、一人当たりの受給額が低くても数さえ増えればよい、と

いうものでもないはずである
　　　③　 高額給与者の増加が評価される点は、「高額給与者≒付加価値・スキルの高い従

業員」であり、このような人材の本県への転入は本事業のもう一つの目的である
「本県産業の高度化」に資する

ことから、当該批判は当たらないと考えられる。
従って、本事業におけるKPIに、本補助金事業適用先の「立地企業の本県における新規雇用
者に係る給与支払額の増加額」を加えてモニタリングすることが合理的であり、県は当該
KPIの導入も合わせて検討されたい。
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17．島根県ソフト系IT産業人材確保・育成支援補助金

1 ．概要

（1）目的
ソフト系IT産業の地方立地の初期段階における人材の確保及び育成の経費を軽減する措置を講

ずることにより、同産業の立地を促進し、もって本県産業の高度化及び雇用機会の増大を図る。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
島根県ソフト系IT産業人材確保・育成支援補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者
島根県企業立地促進条例第 4条第 1項に基づく認定を受けている企業のうち島根県企業立

地促進条例施行規則第 3条第 3号に基づく認定を受けた企業。
イ．対象事業・対象経費・補助金額
事
業 補助対象事業費 対象期間 交付率及び限度額

人
材
確
保
支
援
事
業

島根県内で勤務する従業員の確保に要す
る経費（最終的に島根県内で勤務する従
業員が一定期間県外勤務を行う場合を含
む。）
（1）有料職業紹介に要する経費
（2）広告に要する経費
（3）企業説明会等に要する経費
（4） 島根県で実施する面接会等への移動

旅費
（5） 過疎地域※に立地する事業所におい

て、操業開始時に県外から転入する
3名以上の常用従業員が勤務する場
合

　①異動時に要する経費
　②社員寮、社宅の借上げに要する経費
（6）その他知事が必要と認める経費

補助事業開始日（島根県企
業立地促進条例第 5条第 1
項に規定する申請書が受理
された日）から 3年を経過
する日又は当該申請書で計
画した増加雇用従業員数
（規則第 6条に規定する変更
を行った場合は変更後の増
加雇用従業員数）を達成す
る日のいずれか早い日まで
の期間。

補助対象事業費の１
／２以内
ただし（5）①につ
いては一時金として
一人当たり50万円
の定額であり、補助
事業開始日から 1年
ごとの交付限度額は
300万円。

人
材
育
成
支
援
事
業

島根県内で勤務する従業員（採用から 1
年以内の者に限る。）の育成に要する経
費（最終的に島根県内で勤務する従業員
が一定期間県外勤務を行う場合を含む）。
（1）社内研修に要する経費
　　 講師謝金、旅費、教材作成費、会場
借上費等

（2）委託研修に要する経費
　　研修委託費、県外研修宿泊費等
（3）その他知事が必要と認める経費

補助事業開始日（島根県内
で勤務する従業員を始めて
雇用した日）から、同日か
ら 3年を経過する日又は当
該申請書で計画した増加雇
用従業員数（規則第 6条に
規定する変更を行った場合
は変更後の増加雇用従業員
数）を達成する日のいずれ
か早い日までの期間。

補助対象事業費の１
／２以内
ただし補助事業開始
日から 1年ごとの
交付限度額は300万
円（従業員 1人当た
りの上限額は30万
円）。

※ 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第 2条第 1項に規定する過疎地域（同法第
33条各項の規定により過疎地域とみなされる区域を含む）
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（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

（単位：千円・件・人）
H27年度 H28年度 H29年度

島根県ソフト系IT産業人材確保・育成
支援補助金 14,526 12,180 10,581

　内訳
　人材確保支援事業
　人材育成支援事業

9,426
5,100

8,185
3,995

7,746
2,835

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
属性区分 問題点の内容
指摘事項① 人材育成支援事業に係る補助対象経費とされているものの一部に、昼食代や夕食代が

含まれていた。食事代が補助対象経費に含まれるか否かは上記法令等に明示されてい
ないが、旅費日当を当該補助金の対象としていないことを衡量すると、当該費用は補
助対象経費には含まれないと解するのが自然である。また、実務上の取り扱いの中で
食事代を明確に対象外として補助金申請を行っている申請先もあり、この点を担当者
に確認したところ、「研修の一環として食事が付帯している場合は含め、それ以外は
含めない」との説明を受けた。
しかし、要綱に補助対象経費として飲食代が限定列挙されておらず、当該昼食代・夕
食代が研修の一環か否かが領収書のみで判別できない場合には食事代は除外して事務
の執行を行うべきである。

指摘事項② 人材確保支援事業に係る補助対象経費の補助対象期間は、根拠法令内において「島根
県企業立地促進条例第 5条第 1項に規定する申請書が受理された日から 3年を経過す
る日（中略）」までの間とされている。この点、補助対象経費の一部に補助対象期間
を過ぎた時期に実施されたと考えられる経費が含まれていた。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的は「ソフト系IT産業の…（中略）…立地を促進し、もっ
て本県産業の高度化及び雇用機会の増大を図る」とされてお
り、公益性が認められる。
交付対象がソフト系IT産業に限定されている点については、
島根県が県内産業の高度化のためにソフト系IT産業を戦略的
な業種と位置付けた合理的な経緯がある（※ 1）ため、問題
ない。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

事務事業評価シートにおいて、
① 企業立地による新規雇用者数
② うち中山間地域・離島における新規雇用者数
をKPIとして設定している（※ 2）。
いずれも企業立地の目的である「雇用機会の増大」と密接に
関連しており、合理的。さらに、本補助金単独の指標とし
て、本補助金を交付した企業における交付前と交付後の売上
高の合計値も比較検討している。

○

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

上記いずれのKPIについても、実績値が計数化されて把握さ
れている。また、中山間地や離島など、当県としての重点取
組対象についても同様にモニタリングされている（※ 2）。

○

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性

上記のKPIに対し、①、②いずれも目標値が合理的に計数化
されている（※ 2）。 ○

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

上記いずれのKPIについても、現状分析や課題の抽出、今後
の方向性の指針まで検討されている（※ 2） ○

6 K P Iの比較可能性
（金額的な視点等）

上記のKPIとは別に、島根県ソフト系IT産業人材確保・育成
支援補助金を交付した企業における交付前と交付後の売上高
の合計値を比較検討しているが、KPIとはしていない。また、
付加価値額をKPIとして設定する余地がある。

―
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※ 1： 島根県の産業振興を戦略的に推進し、県内産業の活性化を図るため、平成19年 5 月にしまね産
業活性化戦略会議が設置された。同会議の委員は知事が委嘱した民間企業活動の第一線で活躍
している経営者や学識経験者等により構成されており、 3回の会議開催の後、「しまね産業活
性化戦略（第 1次とりまとめ）」が同11月に公表され、島根県の産業振興の方向性を示すもの
として権威づけられている。この「しまね産業活性化戦略」において、「ソフト系IT産業の振
興」は県内産業振興の柱の一つとして位置付けられている。また、当該産業の誘致については
島根総合発展計画及び島根県総合戦略において、当該産業の集積や高度化を重点的に取り組む
業種として位置づけられている。

※ 2： 県は企業立地に係る事業を、①企業立地による新規雇用者数、②うち中山間地域・離島におけ
る新規雇用者数によりKPIを設定し、評価を行っている。

上記におけるKPI、目標値の設定（金額的な視点含む）、評価測定とフィードバック分析等は
事務事業ベースのものであり本事業単独でのKPIになっていない。この点、県は、同一事務事
業内の全ての補助事業が混在一体となって「本県産業の高度化」「雇用機会の増大」という目
的の達成を目指しており、事業単独によるKPIの設定に意味はないとしている。
企業立地に係る取組は、県外企業の誘致を、他の地方自治体と競争しながら行っていることか
ら、様々なメリットを競合地方自治体のサービスラインとの比較により都度措置している実情
があり、この点が他課の補助金事業と異なることは理解できる。このため、本補助金事業を含
め、島根県企業立地促進条例第 4条第 1項の規定による認定を受けた者を交付要件とする次の
補助金事業を同一のKPIにより評価している県の考え方に異論はない。

符号 一体として同一尺度により評価する補助金事業 H29年度補助金
交付額（千円）

15 島根県企業立地促進助成金 2,056,366
16 島根県ソフト系IT産業航空運賃補助金 15,627
17 島根県ソフト系IT産業人材確保・育成支援補助金 10,581
18 島根県ソフト産業家賃等補助金 36,496
19 特定通信費補助金 4,012

また、上記の尺度の補足のため、企業立地計画における 3年間の売上高と増加雇用人数を把握
し、実績対比等のモニタリングを行っている。
即ち、県は第一義的には新規雇用者計画数をKPIとしながらも、金額的な側面も取り入れ、補
助金対象事業者の企業立地計画における売上高増加計画値についてもモニタリングを行ってい
る状況にある。ただし、企業立地計画における売上高については、金額的な尺度としては評価
できる一方、島根県内以外の数値も含まれているため、本補助金事業における効果以外の要素
も含まれる。また県内拠点分のみの計数の尺度化については、県内拠点分のみに係る情報を入
手し難く（例えば東京本社と共同作業により売上を計上している場合等）、KPIとしては不十
分といえる。
この点、県が事務事業評価において採用している「新規雇用者計画数」について、当該計画数
だけでなく、本補助金利用者に限った「新規雇用者に支給された給与総額」を併せてモニタリ
ングする方法であれば、実際に企業誘致により県内にもたらされる付加価値額の一部を評価で
きることになる。

（参考：加算法による付加価値の計算式）
付加価値＝営業利益＋人件費＋賃借料＋租税公課等
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当該方法によれば、本補助事業の目的の一つである「雇用機会の増大」とも関連性が深い。こ
れに対し、本補助事業の目的は「雇用機会の増大」であり、「雇用者の給与の増大」が目的で
はないため、一部の高額給与所得者の増加が評価に含まれてしまう点が本事業の「雇用機会の
増大」という目的とは合致しない、との批判もあるが、
　　　①　概ね、給与総額の増大は雇用機会の増大と一致すると想定される
　　　②　 「雇用機会の増大」は、一人当たりの受給額が低くても数さえ増えればよい、とい

うものでもないはずである
　　　③　 高額給与者の増加が評価される点は、「高額給与者≒付加価値・スキルの高い従業

員」であり、このような人材の本県への転入は本事業のもう一つの目的である「本
県産業の高度化」に資する

ことから、当該批判は当たらないと考えられる。
従って、本事業におけるKPIに、本補助金事業適用先の「立地企業の本県における新規雇用者
に係る給与支払額の増加額」を加えてモニタリングすることが合理的であり、県は当該KPIの
導入も合わせて検討されたい。

18．島根県ソフト産業家賃等補助金

1 ．概要

（1）目的
県は、ソフト産業の立地に伴う初期コストである家賃を軽減する措置を講ずることにより、同
産業の立地を促進し、もって本県産業の高度化と新産業の創出及び雇用の機会の増大を図る。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
島根県ソフト産業家賃等補助金交付要綱

②　補助対象者・対象事業・補助金額
ア．補助対象者
（a ）立地した企業のうち、県内において、常用従業員 5人以上かつ常用従業員と契約社員の
総数を10人以上新たに雇用する企業であること。（規則第 3条第 3号に掲げる場合に該当
するものについては、常用従業員を 3人以上、同条第 5号に掲げる場合に該当するものに
あっては常用従業員が 3人以上かつ常用従業員と契約社員の総数が 5人以上新たに雇用す
る企業であること。）

（b ）規則第 3条第 3号に掲げる場合に該当するものについては、平成32年 3 月31日までに立
地した企業であること。

（c ）補助事業開始日から 1月以内に補助事業開始届｡（様式第 1号）を提出している企業であ
ること。

イ．対象事業
島根県企業立地促進条例第 4条第 1項に基づく認定を受けている企業のうち島根県企業立
地促進条例施行規則第 3条第 3号に基づく認定を受けた企業。
ウ．補助金額
（a ）交付期間は、補助事業開始日の翌月（その日が月の初日の場合は当月）（以下、「補助事業
開始月」という。）から 5年間（規則第 3条 3号に掲げる場合については 8年間）とする。

（b ）補助金の交付額は補助対象事業費の 2分の 1以内（千円未満の端数が生じる場合はその
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端数を切り捨てた額を交付額とする）とし、補助事業開始月から 1年毎の交付限度額は
2,000万円（規則第 3条 3号に掲げる場合に該当するものの補助事業開始月から 1年毎の交
付限度額は1,000万円）とする。ただし、大規模な雇用が見込まれるコールセンター業につ
いては、別表に定めるところによる。

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

（単位：千円）
H27年度 H28年度 H29年度

島根県ソフト産業家賃等補助金 38,217 30,103 36,496

２．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
指摘又は意見を付すべき事項は発見されなかった。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的は「ソフト系IT産業の…（中略）…立地を促進し、もっ
て本県産業の高度化及び雇用機会の増大を図る」とされて
おり、公益性が認められる。
交付対象がソフト系IT産業に限定されている点については、
島根県が県内産業の高度化のためにソフト系IT産業を戦略
的な業種と位置付けた合理的な経緯がある（※ 1）ため、
問題ない。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

事務事業評価シートにおいて、
①　企業立地による新規雇用者数
②　うち中山間地域・離島における新規雇用者数
をKPIとして設定している（※ 2）。
いずれも企業立地の目的である「雇用機会の増大」と密接
に関連しており、合理的。さらに、本補助金事業単独の指
標として、本補助金を交付した企業における交付前と交付
後の売上高の合計値も比較検討している。

○

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

上記いずれのKPIについても、実績値が計数化されて把握
されている。また、中山間地や離島など、当県としての重
点取組対象についても同様にモニタリングされている（※
2）。

○

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性

上記のKPIに対し、①、②いずれも目標値が合理的に計数化
されている（※ 2）。 ○

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

上記いずれのKPIについても、現状分析や課題の抽出、今後
の方向性の指針まで検討されている（※ 2） ○

6 K P Iの比較可能性
（金額的な視点等）

上記のKPIとは別に、島根県ソフト産業家賃等補助金を交付
した企業における交付前と交付後の売上高の合計値を比較
検討しているが、KPIとはしていないが、KPIとはしていな
い。また、付加価値額をKPIとして設定する余地がある。

―

※ 1： 島根県の産業振興を戦略的に推進し、県内産業の活性化を図るため、平成19年 5 月にしまね
産業活性化戦略会議が設置された。同会議の委員は知事が委嘱した民間企業活動の第一線で
活躍している経営者や学識経験者等により構成されており、 3回の会議開催の後、「しまね
産業活性化戦略（第 1次とりまとめ）」が同11月に公表され、島根県の産業振興の方向性を
示すものとして権威づけられている。この「しまね産業活性化戦略」において、「ソフト系
IT産業の振興」は県内産業振興の柱の一つとして位置付けられている。また、当該産業の誘
致については島根総合発展計画及び島根県総合戦略において、当該産業の集積や高度化を重
点的に取り組む業種として位置づけられている。

※ 2： 県は企業立地に係る事業を、①企業立地による新規雇用者数、②うち中山間地域・離島にお
ける新規雇用者数によりKPIを設定し、評価を行っている。
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上記におけるKPI、目標値の設定（金額的な視点含む）、評価測定とフィードバック分析等は
事務事業ベースのものであり本事業単独でのKPIになっていない。この点、県は、同一事務
事業内の全ての補助事業が混在一体となって「本県産業の高度化」「雇用機会の増大」とい
う目的の達成を目指しており、事業単独によるKPIの設定に意味はないとしている。
企業立地に係る取組は、県外企業の誘致を、他の地方自治体と競争しながら行っていること
から、様々なメリットを競合地方自治体のサービスラインとの比較により都度措置している
実情があり、この点が他課の補助金事業と異なることは理解できる。このため、本補助金事
業を含め、島根県企業立地促進条例第 4条第 1項の規定による認定を受けた者を交付要件と
する次の補助金事業を同一のKPIにより評価している県の考え方に異論はない。

符号 一体として同一尺度により評価する補助金事業 H29年度補助金
交付額（千円）

15 島根県企業立地促進助成金 2,056,366
16 島根県ソフト系IT産業航空運賃補助金 15,627
17 島根県ソフト系IT産業人材確保・育成支援補助金 10,581
18 島根県ソフト産業家賃等補助金 36,496
19 特定通信費補助金 4,012

また、上記KPIの補足のため、企業立地計画における 3年間の売上高と増加雇用人数を把握
し、実績対比等のモニタリングを行っている。
即ち、県は第一義的には新規雇用者計画数をKPIとしながらも、金額的な側面も取り入れ、
補助金対象事業者の企業立地計画における売上高増加計画値についてもモニタリングを行っ
ている状況にある。ただし、企業立地計画における売上高については、金額的な尺度として
は評価できる一方、島根県内以外の数値も含まれているため、本補助金事業における効果以
外の要素も含まれる。また県内拠点分のみの計数の尺度化については、県内拠点分のみに係
る情報を入手し難く（例えば東京本社と共同作業により売上を計上している場合等）、KPIと
しては不十分といえる。
この点、県が事務事業評価において採用している「新規雇用者計画数」について、当該計画
数だけでなく、本補助金に限定した「新規雇用者に支給された給与総額」を併せてモニタリ
ングする方法であれば、実際に企業誘致により県内にもたらされる付加価値額の一部を評価
できることになる。

（参考：加算法による付加価値の計算式）
付加価値＝営業利益＋人件費＋賃借料＋租税公課等

当該方法によれば、本補助事業の目的の一つである「雇用機会の増大」とも関連性が深い。
これに対し、本補助事業の目的は「雇用機会の増大」であり、「雇用者の給与の増大」が目
的ではないため、一部の高額給与所得者の増加が評価に含まれてしまう点が本事業の「雇用
機会の増大」という目的とは合致しない、との批判もあるが、
　　　①　概ね、給与総額の増大は雇用機会の増大と一致すると想定される
　　　②　 「雇用機会の増大」は、一人当たりの受給額が低くても数さえ増えればよい、と

いうものでもないはずである
　　　③　 高額給与者の増加が評価される点は、「高額給与者≒付加価値・スキルの高い従

業員」であり、このような人材の本県への転入は本事業のもう一つの目的である
「本県産業の高度化」に資する

ことから、当該批判は当たらないと考えられる。
従って、本事業におけるKPIに、本補助金事業適用先の「立地企業の本県における新規雇用
者に係る給与支払額の増加額」を加えてモニタリングすることが合理的であり、県は当該
KPIの導入も合わせて検討されたい。
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19．特定通信費補助金

1 ．概要

（1）目的
高速通信専用回線や情報通信システムの導入を支援する措置を講ずることにより、研究開発型
企業やソフト産業等の立地を促進し、本県の産業の高度化と新産業の創出及び雇用機会の増大を
図り、もって定住の促進に寄与することを目的とする。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
特定通信費補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者
イに掲げる者
イ．対象事業・対象経費・補助金額
事業 補助対象者 補助対象経費 補助金額事業

高速通信
専用回線
利用費補
助事業

製造業（ただし、県営工
業団地内に限る）、研究
開発型企業又は研究開発
支援企業等のうち県内に
おいてその事業の用に供
するため特定の相手方と
専用の電気通信回線（以
下「専用回線」という。）
を接続するもの　（ただ
し、研究開発型企業及び
研究開発支援企業等は立
地計画認定企業に限る）

電気通信事業法（昭和59
年法律第86号）第２条第
５号に規定する電気通信事
業者と契約した専用回線
（電気通信信号の伝送速度
が毎秒１メガビット以上の
ものに限る。）の使用料

補助対象経費の２分の１
以内（交付の額は、 5万
円以上5,000万円以下と
する。ただし、専用回線
の接続の相手方が県内に
所在するときは、50万円
以上1,000万円以下とす
る。）

雇用確保
促進特定
通信費補
助事業

次の各号のいずれにも該
当するもの
（1）県内においてコール
センター業を営む者であ
ること。
（2）島根県企業立地促進
条例第４条第１項の規定
に基づく認定を受けてい
ること。
（3）新規常用従業員数が
20人以上であること。
（4）操業を開始した日か
ら２年以内に特定通信費
補助事業利用計画の承認
を受けること。

コールセンター業の用に供
する通信に伴う経費であっ
て、電話その他の通信費及
び電子情報処理組織（補助
事業者の使用に係る電子計
算機と当該コールセンター
を利用する者の使用に係る
電子計算機とを電気通信回
線で接続した電子情報処理
組織をいう。）の使用に係
るもの

補助対象経費の２分の１
以内（交付の額は、50
万円以上5,000万円以下
とする。ただし、電話そ
の他の通信費にあっては
3,000万円を、電子情報
処理組織の使用に係る費
用にあっては3,000万円
をそれぞれの上限とす
る。）

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
　 H27年度 H28年度 H29年度
特定通信費補助金 43,862 15,794 4,012
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2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
指摘又は意見を付すべき事項は発見されなかった。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的は「本県の産業の高度化と新産業の創出及び雇用機会の
増大を図り、もって定住の促進に寄与することを目的とす
る」とされており、目的の公益性が認められる。
また、交付対象が製造業、研究開発型企業又は研究開発支援
企業等とされているがその他の制限は設けられておらず、交
付対象の合理性にも問題はない。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

事務事業評価シートにおいて、
① 企業立地による新規雇用者数
② うち中山間地域・離島における新規雇用者数
をKPIとして設定している（※ 1）。
いずれも企業立地の目的である「雇用機会の増大」と密接に
関連しており、合理的。

○

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

上記いずれのKPIについても、実績値が計数化されて把握さ
れている。また、中山間地や離島など、当県としての重点取
組対象についても同様にモニタリングされている（※ 1）。

○

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性

上記のKPIに対し、①、②いずれも目標値が合理的に計数化
されている（※ 1）。 ○

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

上記いずれのKPIについても、現状分析や課題の抽出、今後
の方向性の指針まで検討されている（※ 1） ○

6 K P Iの比較可能性
（金額的な視点等） 付加価値額をKPIとして設定する余地がある。 ―

※ 1： 県は企業立地に係る事業を、①企業立地による新規雇用者数、②うち中山間地域・離島におけ
る新規雇用者数によりKPIを設定し、評価を行っている。

上記におけるKPI、目標値の設定（金額的な視点含む）、評価測定とフィードバック分析等は
事務事業ベースのものであり本事業単独でのKPIになっていない。この点、県は、同一事務事
業内の全ての補助事業が混在一体となって「本県産業の高度化」「雇用機会の増大」という目
的の達成を目指しており、事業単独によるKPIの設定に意味はないとしている。
企業立地に係る取組は、県外企業の誘致を、他の地方自治体と競争しながら行っていることか
ら、様々なメリットを競合地方自治体のサービスラインとの比較により都度措置している実情
があり、この点が他課の補助金事業と異なることは理解できる。このため、本補助金事業を含
め、島根県企業立地促進条例第 4条第 1項の規定による認定を受けた者を交付要件とする次の
補助金事業を同一のKPIにより評価している県の考え方に異論はない。

符号 一体として同一尺度により評価する補助金事業 H29年度補助金
交付額（千円）

15 島根県企業立地促進助成金 2,056,366
16 島根県ソフト系IT産業航空運賃補助金 15,627
17 島根県ソフト系IT産業人材確保・育成支援補助金 10,581
18 島根県ソフト産業家賃等補助金 36,496
19 特定通信費補助金 4,012
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また、上記KPIの補足のため、企業立地計画における売上高と常用従業員数を把握し、実績対
比等のモニタリングを行っている。即ち、県は第一義的には新規雇用者計画数をKPIとしなが
らも、金額的な側面も取り入れ、補助金対象事業者の企業立地計画における売上高増加計画値
についてもモニタリングを行っている状況にある。ただし、企業立地計画における売上高につ
いては、金額的な尺度としては評価できる一方、島根県内以外の数値も含まれているため、本
補助金事業における効果以外の要素も含まれる。また県内拠点分のみのKPIについては、県内
拠点分のみに係る情報を入手し難く（例えば東京本社と共同作業により売上を計上している場
合等）、KPIとしては不十分といえる。
この点、県が事務事業評価において採用している「新規雇用者計画数」について、当該計画数
だけでなく、本補助金利用者に限定した新規雇用者に支給された給与総額を併せてモニタリン
グする方法であれば、実際に企業誘致により県内にもたらされる付加価値額の一部を評価でき
ることになる。

（参考：加算法による付加価値の計算式）
付加価値＝営業利益＋人件費＋賃借料＋租税公課等

当該方法によれば、本補助事業の目的の一つである「雇用機会の増大」とも関連性が深い。こ
れに対し、本補助事業の目的は「雇用機会の増大」であり、「雇用者の給与の増大」が目的で
はないため、一部の高額給与所得者の増加が評価に含まれてしまう点が本事業の「雇用機会の
増大」という目的とは合致しない、との批判もあるが、
① 概ね、給与総額の増大は雇用機会の増大と一致すると想定される
② 「雇用機会の増大」は、一人当たりの受給額が低くても数さえ増えればよい、というもので
もないはずである
③ 高額給与者の増加が評価される点は、「高額給与者≒付加価値・スキルの高い従業員」であ
り、このような人材の本県への転入は本事業のもう一つの目的である「本県産業の高度化」に
資する
ことから、当該批判は当たらないと考えられる。
従って、本事業におけるKPIに、本補助金事業適用先の「立地企業の本県における新規雇用者
に係る給与支払額の増加額」を加えてモニタリングすることが合理的であり、県は当該KPIの
導入も合わせて検討されたい。
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20．江の川工業用水道料金補助金

1 ．概要

（1）目的
江津地域拠点工業団地において企業が使用する工業用水道料金を軽減する措置を講じ江津地域
拠点工業団地への立地を促進することにより、本県の産業の高度化及び雇用機会の増大を図り、
もって定住の促進に寄与することを目的とする。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
江の川工業用水道料金補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者
江津地域拠点工業団地に立地する企業で工業用水道を使用するもの。

イ．対象事業
 工業用水道料金（原水及び超過使用水量に係る料金を除く。以下同じ。）のうち支払が終了
しているもの。

ウ．補助金額
交付の対象 対象となる経費 交付の額 交付の期間
江津地域拠点
工業団地に立
地する企業で
工業用水道を
使用するもの

工業用水道料金（原水
及び超過使用水量に係
る料金を除く。以下同
じ。）のうち支払が終了
しているもの

基本使用水量及び特定
使用水量のうち400立
方メートル以下の部分
に対し、１立方メート
ル当たり20円を乗じて
得た額並びに基本使用
水量及び特定使用水量
のうち400立方メート
ルを超える部分に対し、
１立方メートル当たり
10円を乗じて得た額

島根県工業用水道事業
給水規程第11条に規定
する使用開始届の受理
日又は江の川工業用水
道料金補助事業利用計
画書の受理日のうちい
ずれか遅い日の属する
月（以下「補助開始月」
という。）から５年間

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

（単位：千円）
H27年度 H28年度 H29年度

江の川工業用水道料金補助金 16,380 15,563 15,423

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
属性区分 問題点の内容
指摘事項 上記補助金交付要綱 9条に、当該補助金の交付申請書には「島根県工業用水道事業給

付規程に定める工業用水道基本使用申込みに対する承認書（以下、「承認書」という。）
の写し」、「補助対象事業費が確認できる資料（島根県工業用水道料金徴収条例に基づ
く料金の領収書等）」を添付する義務が規定されているところ、交付申請書のうち 1件
について、承認書の写しが添付されていなかった。この点、県は申請時に口頭で承認
書の写しがあることを確認したとのことであるが、当該事務は適切ではない。

131



号外第28号 島 根 県 報 平成31年３月26日

第 4章　外部監査の結果及び意見

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的が「本県の産業の高度化及び雇用機会の増大を図り、
もって定住の促進に寄与することを目的とする。」とされて
おり、公益性が認められる。
また交付対象が江津地域拠点工業団地に立地する企業に限
定されているが、立地申請自体に制限はなく、交付対象の
合理性も認められる。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

造成済み面積に対する分譲率（リースを含む。以下同じ。）
をKPIとして設定しており、合理的である。（※ 1）。 ○

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性 分譲率を計数として把握している。 ○

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性 目標値は設定していない。 ―

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

目標値を設定していないため目標と実績のギャップ分析は
行っていない。ただ、水利用型企業の進出等により分譲促
進が図られた結果、現在未造成区画の第二期造成を着手す
ることが決定している。

―

6 K P Iの比較可能性
（金額的な視点等）

本補助金単独で上記目的を達成するものではなく、あくま
で補完的な事業であるため、金額的な視点によるKPIの設
定は困難と考えられる。

※ 1： 県は、江津地域拠点工業団地の豊富な工業用水に対する経費を補助することにより、江津地
域拠点工業団地の分譲を促進し、以って本県産業の振興等が進むことを目的としている。当
事業が「15 島根県企業立地促進助成金」を補完する位置づけであると考えると、その効果
の測定は同助成金と一体として評価することが合理的とも考えられる。一方、本報告書にお
いて、「15 島根県企業立地促進助成金」と一体として評価する補助金事業の対象は、島根県
企業立地促進条例第 4条第 1項に基づく認定を受けている企業に限定している。この点、本
補助金事業は同条例の認定をその要件とはしていない。また、本補助金事業は、「15 島根
県企業立地促進助成金」に不随して支給することが多いものの、江津地域拠点工業団地の豊
富な工業用水の活用促進を目途としている点も重要なファクターであり（他の指定地域とは
異なる独自の事業）、この点を重視すれば、本補助金は江津地域拠点工業団地への企業立地
のための重要な「ツール」として単独で評価すべきとの考え方もできる。上記の現状を勘案
し、本補助金については江津地域拠点工業団地特有の、豊富な工業用水の活用促進を目途と
する事業であることを重視し、本補助金事業単独で評価すべきと考えた。
この点、県は工業用水に対する補助金は企業立地のインセンティブという性格が強く、企業立
地の決定打になるとは考えにくいため、江津地域拠点工業団地の「分譲率」をKPIとしている。

江津地域拠点工業団地への立地を検討する企業にとって、同工業用水の利用が実質低価額で
利用可能である点は重要な要素であり、「分譲率」は合理的なKPIとなり得るため、目標値の
設定を行い、管理することを検討されたい。
また、金額的な視点による評価については、本補助金が「39 島根県企業立地促進助成金」
等も含めて申請することが多いため、本補助金単独の評価としては難しいと考えられる。
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21．ITしまね開業支援事業費補助金

１．概要

（1）目的
本補助金は、県外でIT産業に従事している個人事業者又は企業従事者の島根県への移住と開業
を市町村と連携して支援することにより、県内全域でのIT産業の振興に寄与することを目的とす
る。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
ＩＴしまね開業支援事業費補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助事業者
補助事業を実施する市町村

イ．間接補助事業者
以下に定義するものであって各市町村が支援することを決定した者
（a） 県外に 1年以上在住している個人事業者、又は県外のIT関連企業に 1年以上勤務して

いる者で、県内にソフトウェア業、デジタルコンテンツ業の事業所を開設する者。
（b）県内で 3年以上継続して事業を行う計画があり、事業計画書を提出する者。
（c） 開業のための十分な技術、経験、顧客を有し、県内で開所した事業所において事業継

続・規模拡大が見込める者。
ウ．対象事業・対象経費・補助金額

内容 条件等

補助対象経費

１　個人事業者の活動経費に対する補助
　①　事務機器及び通信回線使用料
　②　事業所及び居住地の不動産賃借料
　③　県内空港・隠岐汽船利用運賃
　④　人材確保・育成に係る経費
２　新規雇用に対する補助
　①　常用従業員１人あたり　　１００万円
　②　準常用従業員１人あたり　　５０万円
　　　（１年以上の勤務実績がある者に限る）
常用従業員、準常用従業員の定義はＩＴしまね開業支援事業実施要領
において定めるものとする。

補助対象期間 事業開始から 3年間

補助率 補助対象経費 1　補助対象経費の 1 / 2 以内
補助対象経費 2　10/10

限度額
補助対象経費 1　 1 人の個人事業者あたり、①から④のそれぞれにつ

き、各年度1,000千円以内
補助事業経費 2　なし

件数の限度 原則として 1市町村につき、各年度あたり新規の交付決定は 3件まで
とする。

ただし、消費税および地方消費税は補助対象経費から除くものとする。
補助金の額に千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。
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（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

（単位：千円）
H27年度 H28年度 H29年度

ITしまね開業支援事業費補助金 － 2,143 3,518

２．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
指摘又は意見を付すべき事項は発見されなかった。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的は「県外でIT産業に従事している個人事業者又は企業
従事者の島根県への移住と開業を市町村と連携して支援す
ることにより、県内全域でのIT産業の振興に寄与する」と
されており、公益性が認められる。
交付対象がIT産業に従事している個人事業者又は企業従事
者に限定されている点については、島根県が県内産業の高
度化のためにソフト系IT産業を戦略的な業種と位置付けた
合理的な経緯がある（※ 1）。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

事務事業評価シートにおいて、
① 企業立地による新規雇用者数
② うち中山間地域・離島における新規雇用者数
をKPIとして設定している（※ 2）。
ただし、本補助金事業単体としてのKPIとしては不合理で
ある。

―

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

上記いずれのKPIについても、実績値が計数化されて把握
されている。本補助金事業単体としてのKPIとしては不合
理である（※ 2）。

―

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性

上記のKPIに対し、①、②いずれも目標値が合理的に計数
化されている（※ 2）。本補助金事業単体としてのKPIとし
ては不合理である。

―

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

上記いずれのKPIについても、現状分析や課題の抽出、今
後の方向性の指針まで検討されている。本補助金事業単体
としてのKPIとしては不合理である。

―

6 K P Iの比較可能性
（金額的な視点等）

上記のKPIとは別に、ITしまね開業支援事業費補助金を
交付した企業における売上高の合計値を把握しているが、
KPIとはしていない。

―

※ 1： 島根県の産業振興を戦略的に推進し、県内産業の活性化を図るため、平成19年 5 月にしまね
産業活性化戦略会議が設置された。同会議の委員は知事が委嘱した民間企業活動の第一線で
活躍している経営者や学識経験者等により構成されており、 3回の会議開催の後、「しまね
産業活性化戦略（第 1次とりまとめ）」が同11月に公表され、島根県の産業振興の方向性を
示すものとして権威づけられている。この「しまね産業活性化戦略」において、「ソフト系
IT産業の振興」は県内産業振興の柱の一つとして位置付けられている。また、当該産業の誘
致については島根総合発展計画及び島根県総合戦略において、当該産業の集積や高度化を重
点的に取り組む業種として位置づけられている。

※ 2： 上記におけるKPI、目標値の設定（金額的な視点含む）、評価測定とフィードバック分析等は
事務事業ベースのものであり本事業単独でのKPIになっていない。同一事務事業内の全ての
補助事業が、混在一体となって「本県産業の高度化」「雇用機会の増大」という目的の達成
を目指していることは理解できるが、上記のKPIでは、どの補助事業がどれだけ上記の目標
値の達成に寄与したか区分できない。即ち、目標達成の「ツール」としての島根県ソフト系
IT産業人材確保・育成支援補助金事業の有効性を評価しきれない。
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本補助金事業のKPIとして、目標値と実績値の比較検討がなされている指標は、上記のとお
り同一事務事業内の全ての補助事業を一体としてみた場合の雇用創出数のみであるが、県は
「本補助金がインセンティブとして実効性があったか」「事業計画の着実な実施を支援するコ
ストとしての定量的な評価」を検討するため、本補助金を交付した個人事業主等の事業計画
に基づく３年間の売上額と増加雇用人数を、参考数値としてモニタリングしている。担当者
によれば、本補助金の交付をインセンティブとして、１人でも多くのエンジニアが島根にI
ターン・Uターンして開業し、以って「本県産業振興が進む」ことが目的であるため、上記
モニタリングを補足的に行っているとのことであった。
平成29年度に本補助金を交付した個人事業主等 5先（ 2市 2町）は、事業計画のうえで計画
１年目から計画３年目までの間に売上高97%増、雇用創出８名を目標としており、売上高計
画値や雇用創出数の達成率を目標値化することも可能である。また、損益計算書の提出を受
け、付加価値増加額や産業連関表を用いて評価することも可能となるため、県は当該方法に
よるKPIの設定を検討されたい。

22．しまね観光誘客推進事業費補助金（平成28年度分、平成29年度分）

1 ．概要

（1）目的
観光客誘致を促進するための情報発信及び魅力ある観光地づくりに向けた地域の取組等を支援
し、本県の観光振興に資することを目的とする。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
しまね観光誘客推進事業費補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象事業者
・公益社団法人島根県観光連盟
・県内の広域観光推進組織（石見観光振興協議会、隠岐観光協会等）
・県内市町村及び観光協会
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イ．対象事業・対象経費・補助金額
補助対象事業 補助対象事業費 補助率

観光客誘致のための宣伝
活動

観光客の利便性向上のた
めのソフト整備

地域の特性及び魅力を活
かした取り組みの支援

その他、観光客誘致に資
する事業であって、知事
が必要と認める事業

・　 謝金・報酬（研修会や講演会、その他各種イベ
ント等のために招へいする人員に対するもの）

・　 人件費（補助事業の遂行に伴い臨時的に雇用す
る人員の給与、手当に限る）

・　材料費及び消耗品費
・　使用料及び借り上げ料（機材保険料を含む）
・　通信運搬費
・　広告宣伝費
・　 備品購入費（原則として10万円以内で、補助事
業を実施する上で必要なものに限る。既存の機
器の更新にあたるものは除く）

・　印刷製本費
・　 旅費（補助事業を実施する上で必要なものに限
る）

・　 委託費（補助事業の一部を外部の者に委託して
実施する場合に必要な経費。ただし、委託業務
の範囲内であっても、本事業の補助対象外と
なっている経費は除く）

・　 補助費（交付にあたっては、本補助金交付要綱
の規定に準じて行うこととする）

・　 その他、補助事業の実施に必要と認められる経
費（事前に協議の上、知事が必要と認めた経費
に限る）

事業実施に要
する経費の全
額を、予算の
範囲内で補助
する。ただし
知事が別途定
める事業につ
いては補助対
象 事 業 費 の
1 / 2 以 内 と
する。

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

（単位：千円）
H27年度 H28年度 H29年度

しまね観光誘客推進事業費
補助金

112,038 105,779 112,014

（うち債務負担分※） － 12,638 10,192
※　 当補助金では、４月当初から切れ目のない誘客を図るために、前年度中から旅
行商品造成や誘致活動を行う体制（助成制度等の条件掲示等）を整える必要
があることから、地方自治法214条に基づく債務負担行為を設定している。

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
指摘又は意見を付すべき事項は発見されなかった。
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（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的は「本県の観光振興に資すること」であり、目的の公
益性は認められる。
また、交付対象が県内の民間観光振興団体に限られている
が、県内全域に門戸が開かれているため、交付対象の合理
性にも問題はない。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

事務事業評価シートの中で、次のとおり設定されている。
①　 島根県への来訪意向割合（県が独自に実施する観光認
知度調査において、「行ってみたい都道府県（上位 5
県）」に「島根県」と回答した人の割合）

②　島根県内の観光入り込み客延べ数

○

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性 実績値の把握が合理的になされている（※１）。 ○

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性 目標値の計数化が合理的になされている（※１）。 ○

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

上記いずれのKPIについても、現状分析や課題の抽出、今
後の方向性の指針まで検討されている。 ○

6 K P Iの比較可能性
（金額的な視点等）

複数の事業から構成されており、金額的な視点によるKPI
の設定が合理的とはいえない事業が含まれている。

※ 1： 本補助金の目的は「観光客誘致を促進するための情報発信及び魅力ある観光地づくりに向け
た地域の取組み等を支援し、本県の観光振興に資すること」である。
本補助金事業は、全県的な観光客誘致を促進するための情報発信や魅力ある観光地づくりに
向けた地域の取組により、本県の認知度が上がり、「行ってみたい都道府県（上位５位）」に
島根県と回答する人（島根県への来訪意向割合）が増え、島根県を観光で訪れる人が増える
ことを狙っている。その結果、実際に観光入り込み客述べ数の増加を通じ、本県の観光振興
が進むため、KPIとして上記①及び②が設定されていることは合理的と考える。
この点、補助金が金銭で交付されることから、KPIにも金額的な視点を採り入れ、たとえば
観光入込延べ客数に観光消費額を乗じた金額や、これによる経済波及効果をKPIとすること
が考えられる。ただ、本補助金の対象事業は、営業キャラバン・説明会の実施や県外イベン
ト・各種会議への参加、情報発信ツールの作成など多岐にわたり、上記のインセンティブに
よる商品造成のように投下金額とその対象人数との対応関係が明確な事業ばかりではない。
また、観光入り込み客述べ数のうち、個別の取組がどのように効果の発現に紐付いたかを推
計することは困難である。
このため、本補助金全体のKPIとしては、上記①及び②が合理的と考えた。
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23．石見神楽振興事業費補助金

1 ．概要

（1）目的
石見地方を代表する郷土芸能「石見神楽」の振興に必要となる地域の取り組み等を支援し、本
県の観光誘客事業に資することを目的とする。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
石見神楽振興事業費支援補助金交付要綱

②　補助対象
ア．対象事業者
石見神楽の振興を目的とした、石見地域の複数の市町等で構成する広域的な観光振興事業

実施団体（以下、「補助事業者」という。）
イ．対象事業・対象経費・補助金額

補助対象事業 補助対象事業費 補助率
補助事業者が行う次に掲げる事業。
・実施体制整備に係る事業
・誘客促進に係る事業
・情報発信に係る事業
・環境整備に係る事業
・気運醸成に係る事業
・その他、石見神楽の振興につなが
る事業で知事が適当と認める事業

補助対象事業を実施するために必要な
経費であって、知事が必要かつ適当と
認めるもの

補助対象事業
費の10/10

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

（単位：千円）
H27年度 H28年度 H29年度

石見神楽振興事業費補助金 19,699 19,600 20,340

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
属性区分 問題点の内容
指摘事項 補助対象経費が「補助対象事業を実施するために必要な経費であって知事が必要かつ

適当と認めるもの」と定義されているのみであり、具体的にどのような経費が補助対
象となるのかが判然としない。この点、補助事業者である石見観光振興協議会は島根
県の職員が在籍しているため、補助対象経費に該当するかどうかの個別判断にあたり
問題になることはないとのことであった。しかし、本補助金の交付要綱上、補助事業
者は石見観光振興協議会に限られていない。
現状においては、補助事業者として事業遂行能力を保持する団体は石見観光振興協議
会のみとのことであり、もし他の事業者を想定していないのであれば上記要綱上の補
助事業者を石見観光振興協議会に限定するべきであり、逆に他の団体が補助事業者に
なることも想定しているのであれば、補助対象経費をある程度具体的に明示しておく
必要がある。
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意見 本補助金は「石見神楽の振興」を主目的としており、その目的を達成するための取り
組みに対して補助金を交付している。一方で、島根県は「しまね観光誘客推進事業費
補助金（本報告書における符号22、33）」のなかでも石見神楽関連の補助金を支出し
ており、相手先も同じ石見観光振興協議会であった。
補助対象事業を査閲した結果、同一事業に対して補助金を二重で支出している具体的
な事実は発見していないが、混乱が生じる可能性がある。また本補助金の対象経費に
ついて具体的な明示がないため、さらにそのリスクは高まる。
このため、石見神楽の振興を促進する補助金については、どちらか一つの補助金事業
でまとめるか、区分が明確になるよう整理するか、いずれかの対応が望まれる。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

当補助金の目的は「本県の観光誘客事業に資すること」と
されており、公益性に問題はない。
また、石見神楽の振興を目的とした、石見地域の複数の市
町等で構成する広域的な観光振興事業実施団体とされてお
り、交付対象の合理性に問題はない。
上記の事務執行上の発見事項はあるが、目的や交付対象の
合理性自体に影響があるものではない。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

石見神楽の観賞者数がKPIとしての設定されている（※
1）。 ○

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性 実績値の把握が計数として把握されている（※１）。 ○

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性 目標値の計数化は為されていない（※１）。 ―

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

石見神楽の観賞者数をKPIとしているが、目標値が設定さ
れていないため、効果的なギャップ分析及びフィードバッ
クが行われていない。

―

6 K P Iの比較可能性
（金額的な視点等）

本補助金事業のKPIについては、金額的な視点等により比
較可能性を持たせることは困難と判断した。

※ 1： 県は、本補助金について石見神楽の観賞者数を評価尺度として設定している。本補助金事業
の目的が「石見神楽の振興」にあるため、実際に石見神楽の上演を観賞した人数をKPIとす
ることは理解できる。本来は、最終的な目的が「本県の観光振興」であり、本事業の主たる
内容がプロモーションであることも考慮すると、より直接的なKPIは「県外客」「地元客以
外」等に限定した方が合理的とも考えられる。県外客等に限定した場合の実績値等の情報の
収集が困難とする県の見解に同意はするが、上記の評価上の事情も勘案し、引き続きKPIの
ブラッシュアップについて検討されたい（特定日を決めたアンケートやサンプルベースの情
報収集等）。
なお、金額的な視点による評価尺度の設定については、石見神楽の講演が通常無料であり、
また観光客の主たる誘客動機にはなりにくいことから、難しいとする県の見解は合理的であ
り、現状のKPIにより本補助金事業の評価は可能と判断した。
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24．広域観光商品開発支援事業費補助金

1 ．概要

（1）目的
地域における魅力ある観光地、観光商品の創出を促すため、広域的に行われる観光商品の開発
及びその宣伝販売に要する事業費について、予算の範囲内で補助金を交付するものとする。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
広域観光商品開発支援事業費補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象事業者
複数の市町村、観光協会等を中心として組織する広域的な観光振興事業実施団体（以下、

「補助事業者」という。）
イ．補助対象事業
補助事業者の行う次の各号に掲げる事業
・観光商品の開発
・開発した観光商品の宣伝販売
・広域的な観光地域の宣伝
・受け入れ体制整備のための人材の育成
・その他、観光商品の開発及びその宣伝販売につながる事業で知事が適当と認める事業

ウ．補助対象事業費
対象事業を実施するために必要な経費であって、知事が必要かつ適当と認めるもの（以下

「補助対象事業費」という。）。
エ．交付率
補助対象事業費の 1 / 2 以内

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

（単位：千円）
H27年度 H28年度 H29年度

広域観光商品開発支援事業費補助金 16,143 12,000 12,000

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
属性区分 問題点の内容
指摘事項 上記要綱上の目的は「地域における魅力ある観光地、観光商品の創出を促す」ことと

されているが、このことがどのように本県の公益上の便益と関連するのかが明確にさ
れていない。「地域における魅力ある観光地、観光商品の創出を促す」ことにより、
県内観光産業の広域的な振興を図ることが趣旨であると考えられるため、「県内観光
産業の振興」等の公益上の目的を補助金交付要綱上明示すべきである。
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（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的の合理性には上記指摘事項の問題がある。交付対象は
「複数の市町村、観光協会等を中心として組織する広域的な
観光振興事業実施団体」とされており、交付対象の合理性
には問題はない。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

当該補助金の共通の評価尺度は設定されていないが、補助
事業者ごとに一部の事業について個別のKPIが設定されて
いる（※ 1）。

―

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

KPIがあるものについては実績値が計数化されている（※
1）。 ―

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性 KPIがあるものについては目標値がある（※ 1）。 ―

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

KPIがあるものについては目標値と実績値の比較分析がな
されているが、それ以外については特段の分析は為されて
いない。

―

6 K P Iの比較可能性
（金額的な視点等）

金額的な視点によるKPIの設定が可能な事業もある（※
1）。 ―

※ 1： 本補助金は 1．（2）②イに記載のとおり、 5つの補助対象事業に対して交付されるものであ
る。県は、本補助金事業全体に共通したKPIは設定していないが、補助事業者ごとに、一部
の事業については個別にKPIを設定してモニタリングしている。フリーペーパーや各観光商
品企画事業等の実施状況は次の表のとおりであり、目標値が設定されているものもあるが、
いずれも事業の実施自体が目標となっており（例えばフリーペーパーの発行部数やパスポー
トの配布数等）、当該事業により、観光振興目的に対してどうなったか（HP由来の観光入込
客延べ数が増えた、宿泊予約が増えた等）、を把握できるKPIとはなっていない。

県としては、補助事業者が各々選択した事業の実施により効果を上げることを目的としてい
るため、補助事業者に対して個別にKPIの設定と目標値の計数化を促し、目標値と実績値の
比較分析を指導することを検討されたい。
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25．島根県観光基盤整備補助金

1 ．概要

（1）目的
観光客の受入体制の整備を促進することを目的とする。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
島根県観光基盤整備補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助事業者
・市町村、観光協会、広域観光団体
・前号のほか知事が適当と認める団体

イ．対象事業・対象経費・補助金額
交付対象事業 補助対象経費 補助率及び上限額 その他条件

・ 周遊促進又は国際観光推
進のための観光案内サイ
ンの整備

・ 公衆トイレの整備
・ 主要な観光地にあって、
施設等の整備の必要性が
高く、知事が特に必要と
認めるもの

工事費（ただし、用
地費、補償費、事務
費を除く）、調査・
設計委託費

・補助率
　 補助対象経費の 1 / 2
以内
・上限額
　5,000千円
　 ただし、知事が特に必
要と認めたものについ
てはこの限りではない。

・ 補助対象経費
　 1,000千円以上の
事業
・ 観光案内サインは、
原則として英語併
記

　 スマートフォン向け観光
情報提供サービスの整備
※併せて、無料の公衆無
線LANが利用できる環
境を整備する場合には、
当該事業も対象とする。

・ 観光情報提供サー
ビスのシステム整
備費、広報費

・ 公 衆 無 線LAN設
置に必要な機器の
購入費、設置工事
費

・補助率
　 補助対象経費の 1 / 2
以内
・上限額
　2,500千円。

観光情報提供サービ
スの仕様
・ iOS及 びAndroid
対応
・ 多言語対応（日本
語、英語の 2 ヶ国
語以上）

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

（単位：千円）
H27年度 H28年度 H29年度

島根県観光基盤整備補助金 11,590 12,156 8,850

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
属性区分 問題点の内容
指摘事項 上記要綱上の目的は「観光客の受入体制の整備を促進する」こととされているが、こ

のことがどのように本県の公益上の便益と関連するのかが明確にされていない。「観
光客の受入体制の整備を促進する」ことにより、県内観光客の利便性・満足度を上
げ、観光客数の増加を図り、以って県内産業を振興することが趣旨であると考えられ
る（県がKPIとして「観光入り込み客述べ数」を採用している点がこれを裏付けてい
る）。このため、「県内観光産業の振興」等の公益上の目的を補助金交付要綱上明示す
べきである。
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（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的の合理性には上記指摘事項の問題がある。交付対象は
市町村・観光協会等であり、地域内の観光基盤について目
が行き届く市町村等の要望に基づいて県が協力して基盤整
備を進めることができるため、交付対象の合理性は認めら
れる。

―

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

事務事業評価シートの中で、「観光入り込み客述べ数」が
KPIとして設定されているが、合理的とはいえない（※
1）。

―

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

上記KPIに対する実績値が把握されているが、本補助金事
業単体としてのKPIとしては不合理である。（※ 1）。 ―

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性

上記のKPIに対して目標値が合理的に計数化されているが、
本補助金事業単体としてのKPIとしては不合理である
（※ 1）。

―

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

現状分析や課題の抽出、今後の方向性の指針まで検討され
ている。ただし事務事業全体としてのギャップ分析等であ
り、本補助金事業単体としてのフィードバックが不足して
いる（もしくは科学的なものではない）。

―

6 K P Iの比較可能性
（金額的な視点等）

本補助金事業単体のKPIに金額的な視点等により比較可能
性を持たせることは困難と判断した。 ―

※ 1： 本補助金の本来の目的が「観光振興」にあることから、KPIが観光入り込み客延べ数とされ
ているのは一見すると合理的に思えるが、このKPIは事務事業ベースのものであり、「観光客
の受入体制の整備」状況に着目したものではないため、観光振興のための「ツール」として
の観光基盤整備補助金の有効性を評価しきれない。

上記を考慮すると、「観光客の利便性アップによる増客に伴う増収額」がKPIとして考えられ
るが、補助対象事業者の情報収集負担が重く、また効果が計数となって表れるまで時間がか
かるため、金額的な尺度による指標化は難しい。

このため、少し視点を変え、「観光客誘客の推進」を成就するためには「観光客や補助事業
者の満足度が上がること」がその前提にあることを考慮したうえで、補助事業者に対する状
況調査（アンケート）による素点化等、本補助金独自の評価が可能となるKPIの設定が望ま
れる。
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26．島根県学会・コンベンション開催支援事業費補助金

1 ．概要

（1）目的
県内への学会その他のコンベンションの誘致を促進し、県内産業の振興及び地域の活性化に資
することを目的として、予算の範囲内において補助金を交付する。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
島根県学会・コンベンション開催支援事業費補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者
一般財団法人くにびきメッセ（以下「くにびきメッセ」という。）。

イ．対象事業
くにびきメッセがコンベンションの主催者に対して行う、当該コンベンションの開催に要
する経費の一部。
ウ．補助金額
くにびきメッセが、県内で開催される学会等の開催に要する経費の一部を学会等の主催者

に対して助成する費用で、以下の表の基準額を限度とする。

（学会に係る助成額の基準額）
助成区分

宿泊者数
地方学会
（円）

全国学会
（円）

国際学会
（円）

30人以上～ 100人未満 100,000 200,000 宿泊者数に 1人あた
り5,000円を乗じて
得た額で7,000,000
円を超えない額

100人以上～ 300人未満 100,000 300,000
300人以上～ 500人未満 200,000 500,000
500人以上～1,000人未満 375,000 1,000,000
1,000人以上～2,000人未満 750,000 1,500,000
2,000人以上～3,000人未満 1,000,000 2,000,000
3,000人以上　　　　　　　 1,500,000 3,000,000

（その他のコンベンションに係る助成額の基準額）
助成区分

宿泊者数
国内大会
（円）

国際大会
（円）

30人以上～ 100人未満 100,000 宿泊者数に 1人あたり2,500円を乗じ
て得た額で3,500,000円を超えない額100人以上～ 300人未満 100,000

300人以上～ 500人未満 200,000
500人以上～1,000人未満 375,000
1,000人以上～2,000人未満 750,000
2,000人以上～3,000人未満 1,000,000
3,000人以上　　　　　　　 1,500,000
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（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

（単位：千円・件・人）
H27年度 H28年度 H29年度 備考

金額 28,524 42,000 48,008 うち、県西部・隠岐地区
のみの状況
 件数 参加者数
H27 ７件 2,170人
H28 15件 12,038人
H29 10件 13,424人

件数
　国際会議
　全国大会
　中国大会

9
30
7

9
44
10

13
37
12

延宿泊者数 17,928 28,913 38,475

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
指摘又は意見を付すべき事項は発見されなかった。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

「県内への学会・コンベンション等の誘致を通じた県内産業
の振興及び地域の活性化」を目的としており、目的に公益性
が認められる。
交付対象はくにびきメッセに限定されているが、同先が広く
県内に於いて実施されるコンベンション全体を対象としてい
るため、公益性にも問題はない。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

くにびきメッセが開催支援したコンベンション等の参加者数
をKPIとしている。当該KPIは、目的に対して合理的。その
他、参考指標として、経済合理性や参加者等の支出額の実績
の把握を行っている（※ 1）。

○

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性 コンベンション等の参加者数の実績値が計数化されている。 ○

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性

コンベンション等の参加者数が目標値として設定されてい
る。 ○

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

評価測定に係る過去の分析結果として、他県と比して交通イ
ンフラに係る利便性の低さ等を課題として挙げており、特に西
部地区、隠岐地区の脆弱性を指摘し、個別の取組を強化する
よう対策を講じ、個別に参加者数等をモニタリングしている。

○

6 K P Iの比較可能性
（金額的な視点等）

参考指標として、当該補助金の経済合理性が把握されている
が、KPIとして設定し、目標値の設定や差異分析等を行うま
では至っていない（※ 2）。

―

※ 1： 事務事業評価におけるKPIは、くにびきメッセが開催を支援したコンベンション等の参加者数
である。内部的には経済効果の検証も行っているが、当該検証は目標値との比較対象として行
われているものではなく、ギャップ分析もフィードバックもない。

※ 2： 内部的な検証として行っている経済合理性の検証において、最終的な経済波及効果は支出した
補助金額48,008千円に対して2,907,474千円であると推計している。
県は、①主催者関連支出、②参加者関連支出、③直接的経済効果、④間接的経済効果等につい
てそれぞれ効果を推計しているが、これらの尺度について目標値を設定し、当該目標値と実
績値との比較分析を行うまでは至っていない。当該評価は、KPIとして合理的であると考えら
れるため、これをベースとした目標値の設定と、当該目標値との差異分析、次年度事業への
フィードバックが行われることを望む。
なお、経済波及効果を計算する場合、「島根県産業連関表」のみを用いて推計する方法もある。
当該方法は島根県が公表している連関表を用いる方法であり、共通ツールとして活用すること
で、他の事業に係る経済波及効果との比較が可能となる。仮に最新の平成23年島根県産業連
関表を用いて推計した場合、経済波及効果は次のとおり930百万円となる。
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27．広域周遊バス運行事業費支援補助金

1 ．概要

（1）目的
本県の公共交通の不便さを補完し、「神話スポット」や「出雲大社」から観光地への周遊を促進
することを目的とする。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
広域周遊バス運行事業費支援補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助事業者
・県内の市町村、観光協会、法人、任意団体
・任意団体にあっては、以下の要件を備えているもの

　規約等を有していること
　代表者が明らかであること
　 団体としての意思決定により補助に係る事業を実施することができ、確実な経理
処理が行えること

　 団体の拠点としての事務所又は事務を行う場所を県内に有し、県内で活動する団
体であること

イ．対象事業・対象経費・補助金額
補助対象事業 補助対象事業費 補助金の額

観光客に島根の魅力を伝
えることができるような
演出をし、観光客の周遊
を促進するツアーバス
（有料バス）の運行事業
であること。
なお、次のいずれかに該
当する事業は、対象外と
する。
・ 主な運行ルートが単独
市町村内のみの事業
（隠岐地区は除く）
・ 政治的又は宗教的活動
と認められる事業

・ 県の他の補助事業の対
象となっている事業

・ イベント等の際の臨時
的な事業

原則として、補助対象経費は以下にかかる収支の差
額とし、事業を実施するために必要な経費であって、
知事が必要かつ適当と認めるもの
● 支出
　①謝金・費用弁償（ガイド等に対するもの）
　② 材料費及び消耗品費（ツアー参加者特典やツ
アー遂行上必要なサイン整備等直接事業に係る
もの）

　③委託費
　④ 使用料及び借上料（機材保険料を含む。ただし
パーソナルコンピューターの計上は認めない）

　⑤通信運搬費
　⑥広告料
　⑦ 備品購入費（原則として10万円以内で直接事業
執行に係るもの。既存の機器の更新にあたるも
のや汎用性のあるものは除く）

　⑧印刷製本費
　⑨旅行事業者への販売手数料
　⑩その他事業実施に必要と認められる経費
● 収入
　①バス利用者からの乗車費
　②広告収入
　③預金利息
　④その他事業実施に伴い発生した収益

補助額は200
万円を上限と
し、補助率を
1 / 2 とする。
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（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

（単位：千円）
H27年度 H28年度 H29年度

広域周遊バス運行事業費支援補助金 4,952 8,440 6,330

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
属性区分 問題点の内容
指摘事項 上記要綱上の目的は、本県の公共交通の不便さを補完し「神話スポット」や「出雲大

社」から観光地への周遊を促進することとされているが、「観光地への周遊」がどの
ように県民全体の利益につながるかが明確になっていない。「観光地への周遊」によ
り、その他の観光地やその周辺地域経済の活性化を促進し、県内の広域的な観光の振
興を実現することが最終的な目的であると考えられる。このため、当該趣旨を要綱上
の目的に反映すべきである。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的の合理性には上記指摘事項の問題がある。交付対象は
県内の市町村、観光協会、法人、任意団体に限られている
が、これらが公益的な団体であり、県内全域に門戸が開か
れているため、交付対象の合理性に問題はない。

―

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

KPIはバス利用者数であり、合理的であるが、上記要綱上
の目的に問題がある（※ 1）。 ―

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

バス利用者数に対して評価測定が為されているが、上記要
綱上の目的に問題がある（※ 1）。 ―

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性 上記KPIに対し、目標値は設定していない（※ 1）。 ―

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

バス利用者数を評価尺度として用いているが、目標値が設
定されていないため、効果的なギャップ分析及びフィード
バックが行われていない。

―

6 KP Iの比較可能性
（金額的な視点等）

KPIの補完情報としてバス利用者一人当たりの補助金額を
把握しているが、あくまで補完情報である（※ 1）。 ―

※ 1： 県は、本補助金事業のKPIとしてバス利用者数を設定している。補助金の支給対象とバス利
用者数は直接関係しないため、また、想定される本来の目的との直接的な関連性も考慮する
と、当該KPIは合理的であるといえる。また金額的な視点として、県は補助金額の計算上合
理性をモニタリングする目的で一人当たり補助金額（バス利用者数／補助金交付額）を参考
情報として算出しており、平成29年度の一人当たり補助金額を2,770円と推計している。観
光動態調査における観光消費額（県外客・日帰り※）は７,098円であるため、計算上の観光
客一人当たりの補助金負担率は約39%となる。この一人当たり補助金額は利用が広がれば当
該補助率は下がることになるため、バス利用者数をKPIとするのはこの点からも合理的であ
る。また、補助事業者（ツアー）によっては利用者にアンケートを行っており、一部のアン
ケートでは満足度に係る情報も収集している。当該アンケートを必須のものとして満足度や
顧客ニーズを素点化してKPI化することも有効であると考えられるため、この点についても
検討されたい。
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28．観光コーディネーター設置事業補助金

1 ．概要

（1）目的
観光客のニーズの多様化、個性化が進み、旅行スタイルが大きく変化しつつある中、こうした
市場の変化に対応し観光客の誘致を図るためには、地域が主体となり、地域の個性や特色を活か
した観光商品や情報等を提供する着地型観光へ移行する必要がある。ついては、着地型観光の推
進に向け、地域の中核となる市町村観光協会等の体制強化を図ることとし、その一環として、観
光地づくりや観光商品づくりを専門的に行う観光コーディネーターをモデル的に配置する助成事
業を実施する。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
観光コーディネーター設置事業補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者

県内の市町村観光協会、広域観光協会、その他知事が適当と認めた団体
イ．補助対象事業・補助対象経費

補助金の対象は、下記の業務を行う観光コーディネーターの配置等に係る経費でかつ別
表に掲げる経費とする。
・地域資源を活用した観光地づくり、観光商品づくり
・上記観光商品に関する情報発信、販売促進
・観光客の受け入れに向けた体制、システムづくり
・その他知事が必要と認めたもの
＜別表＞
・観光コーディネーターの人件費（給与、各種手当、共済費）
・観光コーディネーターの募集に係る経費
・その他知事が必要と認める経費

ウ．補助金額及び補助限度額
補助金の上限は2,871千円とし、上限率は 1 / 2 以内とする。

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

（単位：千円）
H27年度 H28年度 H29年度

観光コーディネーター設置事業補助金 10,625 6,257 8,714

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
指摘又は意見を付すべき事項は発見されなかった。
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（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的は「着地型観光の推進に向け…」とされており、観光
コーディネーターの必要性について合理性が認められる。
交付対象は「島根県内の市町村観光協会、広域観光協会、
その他知事が適当と認めた団体」とされており、交付対象
の合理性にも問題はない。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性 KPIは設定されていない（※ 1）。 －

3 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性 KPIの設定がないため目標値の設定はない（※ 1）。 －

4 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性 KPIの設定がないため実績値の把握はない（※ 1）。 －

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク KPIの設定がないため、ギャップ分析等は行っていない。 －

6 KP Iの比較可能性
（金額的な視点等） 金額的な視点によるKPIの採用も可能と考えられる（※ 1）。

※ 1： 県は、観光コーディネーターは地元と観光事業者の関係をつくる調整役であり、観光協会等
ごとに事業計画や業務内容が異なるため、定量的な評価は困難であるとして、本補助金事業
単独のKPIは設定せず、「取り組みや体制を作る」等の目標が達成できればそれで良いと判断
している。また、県と観光協会等とのコミュニケーションはとれており、次年度の計画、計
画の進捗度合い等の意見交換をしながら現実的な方法をその都度協議して選択しているとの
説明を受けた。さらに、事務事業評価シートの成果参考指標である観光入り込み客延べ数と
当該補助金事業との直接的な関係が薄いため当該成果参考指標を当補助金事業のKPIとはし
ていないとする県の見解は理解でき、このため金額的な視点によるKPIの設定も困難である
ことが想定される。
当補助金事業は、各コーディネーターの支援内容が上記 1．（2）②イの各事業により異なる
ため、共通的に利用可能なKPI（例えば利用者アンケート結果を素点化したもの等）の設定
が検討可能と思われる。
いずれにしても現状KPIによる評価が行われておらず、本補助金事業に係る効果を実態に即
して何らかの方法で把握しなければ、本補助金事業が本当に本県の観光振興に役立ったか、
他の代替案より効果的であったか、が判断できないことになるため、対応を検討されたい。

149



号外第28号 島 根 県 報 平成31年３月26日

第 4章　外部監査の結果及び意見

29．島根県観光総合支援事業補助金

1 ．概要

（1）目的
民間主体の観光地づくりを促進する。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
島根県観光総合支援事業補助金交付要綱

②　補助対象
補助対象事業・補助事業者・補助対象経費・補助率・限度額
・旅行商品の開発

対象事業 事業者 対象経費 補助率 限度額
旅行商品として成立し得る
もので、商品としての可能
性の検証や課題の把握等に
より、今後、申請者自らの
旅行商品としての定着を前
提に新たに実施する事業
・ 事業による収入を見込み
実施するもの（原則、有
償を前提に実施するも
の）

・ 旅行商品としての検証や
課題を把握するために実
施するもの

・ 旅行会社のパンフレット
やツアーに組み込んでも
らうことを前提に実施す
るもの

・ ２年目は、これまでの実
績を踏まえ、問題点を改
善し実施するもの

① 観光協会及び
広域事務組合

②法人
③ 法人格を持た
ない民間団体
（ただし、次
の要件を備え
ているもの）

・ 規約等を有し
ていること

・ 代表者が明ら
かであること

・ 団体としての
意思決定によ
り補助に係る
事業を実施す
る こ と が で
き、確実な経
理処理が行え
ること

（以下同じ）

・委託料
・謝金・費用弁償
・ 材料費及び消耗品費
（ツアー参加者特典
やツアー催行上必要
なサイン整備など直
接事業執行に係るも
の）
・ 使用料及び借上料
（機材保険料含む）
・通信運搬費
・印刷製本費
・広告料
・ その他事業実施に必
要と認められる経費

※ ただし、上記に掲げ
るものでものであっ
ても自立事業にそぐ
わないものは除く

1年目
2 / 3

2 年目
1 / 2

1 年目
1,000千円

2年目
500千円

※ 2 ヶ年を
限度

　
・観光素材造成

対象事業 事業者 対象経費 補助率 限度額
《プラン策定》
地域の環境資源を活用し、
魅力ある観光地に形成して
いくための観光客受け入れ
企画（観光プラン）の策定
事業

①観光協会
② 法人格を持た
ない民間団体
（活動実績が
あり、５人以
上の構成員で
あること）

・謝金・費用弁償
　 （講師や専門家に対
するもの）
・委託料
・材料費及び消耗品費
・印刷製本費
・通信運搬費
・使用料及び賃貸料
・ その他事業実施に必
要と認められる経費

1 / 2 2,000千円
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《観光素材造成》
来訪や周遊の動機付けとな
るような地域の魅力を活用
した新たな観光素材の造成
・ ２年目は、これまでの実
績を踏まえ、問題点を改
善し新たな要素を加えて
実施するもの

①市町村
②観光協会
③法人
④ 法人格を持た
ない民間団体

・委託料
・謝金・費用弁償
・材料費・消耗品費
・使用料及び借上料
・通信運搬費
・印刷製本費
・広告料
・ その他事業実施に必
要と認められる経費

1年目
1 / 2

2 年目
1 / 3

1 年目
1,000千円

2年目
500千円

※ 2ヶ年を
限度

《観光地づくり》
地域特有の魅力や観光素材
等を活用した新たな観光地
づくりで、ほかの地域から
誘客を図る取り組み
※ 法人の場合は、一法人に
留まる取り組みではな
く、地域に波及するもの

①県内観光協会
②県内法人
③ 法人格を持た
ない県内民間
団体

・謝金・費用弁償
・使用料及び借上料
・通信運搬費
・印刷製本費
・委託料
・ その他事業実施に必
要と認められる経費

1 / 2 500千円

《イベント支援》
地域の魅力が体感でき、地
域の定番となり得るような
新たなイベントで県外から
広く誘客を図るもの
（概ね1,000人規模）
・ 補助期間終了後も継続し
て実施することを前提と
したイベント

①県内市町村
②県内観光協会
③県内法人
④ 法人格を持た
ない県内民間
団体

① イベント周知に係る
経費
・広告費
・印刷製本費
②イベント運営経費
・委託料
・謝金・費用弁償
・ 賃料（イベント準備
や当日の運営など、
事業実行に直接係る
もの）
・ 材料費及び消耗品費
（参加者特典やサイ
ン整備など事業執行
に直接係るもの）
・使用料及び借上料
・保険料
・通信運搬費
③ その他事業実施に必
要と認められる経費

1 / 2

500千円
※ただし、
対象経費②
に係る補助
金の額に
ついては、
200千円を
限度とする

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

（単位：千円）
H27年度 H28年度 H29年度

島根県観光総合支援事業補助金 － 11,422 8,419

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
属性区分 問題点の内容
指摘事項 本補助金の目的は、「民間主体の観光地づくりを促進」することとされているが、「民

間主体の観光地づくり」がどのような公益上の目的に資するのか明確にされていな
い。本来の目的は「民間主体の観光地づくりを促進」することにより「県内観光産業
の振興を図る」ことにあると考えられる。このため、当該趣旨を要綱上の目的に反映
すべきである。

意見 本補助金は上記 1．（2）②の「対象事業」にあるとおりメニューが多種多様であり、
内容も類似するものが多いため、各補助金申請分がどの対象事業に該当するのか判断
するのが困難である。どの事業に該当するのかにより対象経費・補助率・補助限度額
が異なるため、補助金交付要綱の内容を整理し、判別しやすくする必要がある。
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（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的の合理性には上記指摘事項の問題がある。
交付対象が県内の市町村、観光協会及び広域事務組合、法
人、法人格を持たない民間団体に限られているが、これら
が公益的な事業主体であり、また県内全域に門戸が開かれ
ているため、交付対象の合理性に問題はない。

―

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

当補助金単独のKPIは設定されていない。
事務事業評価シートの中で、
① 島根県への来訪意向割合（県が独自に実施する観光認知
度調査において、「行ってみたい都道府県（上位 5県）」
に「島根県」と回答した人の割合）

②島根県内の観光入り込み客延べ数
が設定されているが、当該KPIでは当補助金単独のKPIとし
ては合理的ではない（※ 1）。

―

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性 当補助金単独のKPIは設定されていない（※ 1）。 ―

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性 当補助金単独のKPIはなく、目標値の設定もない（※ 1）。 ―

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

当補助金単独では行われていない。
上記①②尺度については、現状分析や課題の抽出、今後の
方向性の指針まで検討されている。

―

6 KP Iの比較可能性
（金額的な視点等） 上記①、②ともに金額的な視点はない（※ 1）。 ―

※ 1： 本補助金は、上述のとおり「旅行商品の開発」「プラン策定」「観光素材造成」「観光地づく
り」「イベント支援」といった多種多様な対象事業のメニューを有しているため、統一的な
KPIの設定は困難である。県は、困難であるがゆえに本補助金事業単独のKPIを設定せず、
事務事業評価上の①島根県への来訪意向割合や②島根県内の観光入り込み客延べ数をKPIと
している。本補助金事業の各メニューが、混在一体となって「民間主体の観光地づくりを促
進する」ことは理解できるが、上記のKPIでは、本補助金事業単独でどれだけ寄与したかが
判断できない。即ち、目標達成の「ツール」としての各補助金の有効性を評価しきれない。
この点、例えば、「旅行商品の開発」であれば、モニターツアーが実際に商品化された際の
入込客数や、当該人数に観光消費単価を乗じた観光消費額、経済波及効果等を、「イベント
支援」であれば、当該来場者数や、当該人数に観光消費単価を乗じた観光消費額、経済波及
効果等を、KPIとして設定することも考えられる。
本補助金事業は、いずれの対象事業についても、単年度で効果が発現するとは限らず、要綱
上も継続的な事業実施を前提としている規定ぶりとなっているため、複数年度に亘る累積的
な評価が必要であり、実績報告等において事業終了後も情報提供を求めて対応することが望
まれる。
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30．島根県貸切バス旅行商品造成支援事業補助金

1 ．概要

（1）目的
この事業は、旅行事業者が島根県への観光を目的とした滞在型観光バス旅行（以下「補助事業」
という。）を実施する経費等の一部を予算の範囲内で補助することにより、島根県への旅行商品造
成を推進するとともに、観光客の周遊を拡大しようとすることを目的とする。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
島根県貸切バス旅行商品造成支援事業補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者

補助金の交付の対象となる者は、旅行業法（昭和27年法律第239号）第３条の規定に基
づく登録を受けている者とする。

イ．補助対象事業
以下の要件を満たす団体向け「受注型企画旅行」（旅行者の希望する日程、内容、旅行

料金にもとづき、旅行事業者が旅程を提案する旅行をいう。組織内募集型の企画旅行を含
む。）を補助対象とする。
・ 下記の除外地域を除く地域を貸切バスの発地とするバスツアーであること。（除外地域：
島根県、鳥取県、岡山県、広島県、山口県）

　 ただし、石見、隠岐地域での宿泊が１泊以上ある場合は上記除外地域を島根県のみとす
る。

・ 島根県内のホテル、旅館などの宿泊施設（以下「宿泊施設」という。）に 1泊以上宿泊す
ること。

・ 島根県内の観光施設等（宿泊施設を除く。以下同じ。）を行程に４か所以上含めること。
各施設から立ち寄り証明書の発行が受けられること。

・ 団体の構成人数が20名（乗務員及び添乗員を含まない。実績ベースとする。）以上である
こと。ただし、石見、隠岐地域での宿泊が１泊以上ある場合は15名以上とする。

・ 「学校行事として実施する旅行」、「会議や研修を目的とした旅行」、「宗教活動、政治活動
を目的とした旅行」ではないこと。

・島根県及び公益社団法人島根県観光連盟のバス助成制度を受けていないこと。
ウ．補助対象経費・補助金額及び補助限度額

補助金額は、バス１台あたり30,000円に島根県内の宿泊数を乗じた額とする。ただし、
一事業者当たりの上限は総額300,000円とする。

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

（単位：千円）
H27年度 H28年度 H29年度

島根県貸切バス旅行商品造成支援事業
補助金 2,430 5,100 3,180
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2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
属性区分 問題点の内容
指摘事項① 交付申請書兼実績報告書は交付要綱において「補助事業完了後14日以内又は補助事業

の完了年月日の属する年度の 3月31日のいずれか早い日まで」という提出期限が設け
られているのに対し、提出期限経過後に提出された交付申請書兼実績報告書が 2件
あった。県の担当者に確認したところ、提出期限を経過した後に交付申請書兼実績報
告書が提出された場合にも一律に不支給とはせず、改めて提出期日を定めて申請者に
通知するとの回答が得られた。交付要綱に明記されている事項を現場の判断で緩和
するのは問題があり、当該事務は適切とはいえず、要綱に沿って処理すべき、若し
くは要綱の規定が過度に厳格であるとの判断であれば、要綱を改訂して対応すべきで
ある。

指摘事項② 補助対象事業の要件の一つにおいて「各施設から立ち寄り証明書の発行が受けられる
こと」とされているが、出雲大社からの立ち寄り証明書が添付されていなかった。立
ち寄り証明書の添付がない代わりに「出雲大社は立ち寄り証明書が発行できない」と
いう趣旨の文書を添付しており、この文書をもって補助対象事業としている。しか
し、上記要綱等に例外的な取り扱いについての定めがない以上、要綱に準じた処理を
行うべきであり、当該事務は適切とはいえない。
必要があれば、上記要綱に「立ち寄り証明書の発行が困難なことにつき、やむを得な
い事情があると認められる場合はこの限りではない。」旨の文言を加える等により対
処すべきである。

指摘事項③ 交付要綱第 5条の条文の見出しが「補助対象経費」とされている。本補助金は、費消
した経費を補てんするものではなく、バス 1台あたり30,000円に島根県内の宿泊数を
乗じた額を支給するものであるため、条文名の見出しが適切ではない。

指摘事項④ 本補助金の目的は「観光客の周遊拡大」とされているが、「観光客の周遊拡大」がど
のような公益上の目的に資するのか明確にされていない。本来の目的は「観光客の周
遊拡大」により「県内観光産業の振興を図る」ことにあると考えられる。このため、
当該趣旨を要綱上の目的に明記すべきである。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的の合理性には上記指摘事項④の問題がある。
交付対象は「旅行業法（昭和27年法律第239号）第 3条の
規定に基づく登録を受けている者」とされており、交付対
象の合理性には問題がない。

―

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

事務事業評価シートの中で、
① 島根県への来訪意向割合（県が独自に実施する観光認知
度調査において、「行ってみたい都道府県（上位 5県）」
に「島根県」と回答した人の割合）

②島根県内の観光入り込み客延べ数
が設定されているが、当該KPIでは当補助金単独のKPIとし
ては合理的ではない（※ 1）。

―

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

上記①、②いずれのKPIについても、目標値が設定され、
実績値との比較分析を行っているが、本補助金事業単独の
KPIとしては合理的ではない。
その他、本事業固有の管理数値として、実績報告書から本
事業に係る「バス台数」「宿泊延べ日数」「旅行参加者数」
を把握しているが、KPIとはしていない（※ 1）。

―

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性

上記の評価尺度に対し、①、②いずれも目標値が設定され
ているが、本補助金事業単独のKPIとしては合理的ではな
い（※ 1）。

―

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

上記いずれの尺度についても、現状分析や課題の抽出、今
後の方向性の指針まで検討されているが、合理的なKPIに
基づいた分析等ではない。

―

6 KP Iの比較可能性
（金額的な視点等）

金額的な視点による合理的なKPIの設定が可能である（※
1）。 ―
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※ 1： 県は、事務事業評価シートにおいて、観光入り込み客延べ数、島根県総合戦略の観光消費額
等をKPIとして設定し、次のとおりモニタリングしている。

上記におけるKPI等は事務事業ベース、総合戦略ベースにおけるものであり、本補助金事業
単独のものではない。また、上記KPIは県内の観光入り込み客延べ数等であり、滞在型観光
バス旅行のみを抽出したものではないため、要綱の目的である「島根県への旅行商品の造成
推進」「観光客の周遊拡大」とは直接的な相関関係はない。
同一事務事業内の全ての補助事業が、混在一体となって「神々とご縁観光総合対策事業」と
いう目的の達成を目指していることは理解できるが、上記のKPIでは、本補助事業単体とし
てどれだけ寄与したかが判断できない。即ち、目標達成の「ツール」としての貸切バス旅行
商品造成支援事業補助金の有効性を評価しきれない。
この点、県は、上記とは別に、補助対象事業者の実績報告書より「利用バスの台数」「宿泊
日数」「旅行参加者数」を把握している。

上記について、「バスの台数」については事業の実施結果そのものであるためKPIとしては合
理的ではないが、宿泊数、参加数については当該事業により生み出した観光消費額の源泉で
あり、金額的な視点によるKPIとなり得るため、検討が望まれる。なお監査人独自の推計値
は次のとおりであり、本補助金は観光消費額86,681千円、経済波及効果96,862千円の創出
に寄与したと推計された。
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31．しまね観光事業者等支援事業費補助金

1 ．概要

（1）目的
県内の観光事業者団体が、自らの地域を魅力にあふれ持続性のある観光地に形成していくため
の観光客受け入れ企画（以下「観光プラン」という。）を策定し、その観光プランに基づいた事業
に対し支援を行い、民間主体の観光地づくりを促進する。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
しまね観光事業者等支援事業費補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象事業者
①　 県内の民間事業者で構成する観光振興を目的に活動する団体であって、少なくとも 1年
以上の活動実績があり、その活動及び団体の維持にかかる経費について適正に決算が行
われていること。

②　 法人格を持たない団体にあっては、前号に加え、次のすべての要件を備えていること。
　・ 5人以上の構成員で構成されていること
　・ 団体の目的、意思決定、代表者、及び会計の責任者並びに会計の処理について規定され
た規約等を有すること

　・団体の本拠となる事務所又は事務を行う場所を県内に有し、県内で活動していること
イ．対象事業・対象経費・補助金額

補助対象事業 補助対象事業費 補助率

地域の観光資源を
活用し、魅力にあ
ふれ持続性のある
観光地づくりを進
めるための観光プ
ランの策定及びそ
の観光プランに基
づいた事業

補助対象事業を実施するために必要な経費であって、下記
に掲げる経費のうち、知事が必要かつ適当と認めるもの
①給料、手当、社会保険料等
・対象事業実施のため、新規に雇用した者であること。
・ 雇用した者は補助対象期間終了後も継続して雇用するよ
うに努めること。

・ 対象事業に関係する業務に従事した部分を補助対象とす
る。

②委託料
・観光プラン策定委託料、事業実施に係る委託料。
③②以外の事務費等
・ 謝金※・費用弁償（講師や専門家に対して）  
※ 謝金の上限は6,300円／時間とする。

・職員旅費
・材料費及び消耗品費
・印刷製本費
・通信運搬費
・広告宣伝費
・使用料及び賃借料
④その他事業実施に必要と認められる経費

補助対象経
費 の 1 / 2
以 内（ た だ
し、 全 て の
事業につい
て5,000千円
を上限とす
る）。
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（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
 H27年度  H28年度  H29年度 

しまね観光事業者等支援事業費補助金    15,709    10,000      5,000

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
属性区分 問題点の内容
指摘事項① 補助対象経費は補助金交付要綱の別表に限定列挙により定められているところ、県は

補助事業者が補助対象経費に含めている「日当（2,200円／日）」「食卓費（3,000円／
日）」をいずれも別表の「③ 職員旅費」として追認しているものがあった。補助金交付
要綱に定める「職員旅費」の定義が明示されていないが、県の「職員の旅費に関する条
例」には「食卓料」が次のとおり規定されている（「日当」についての記載はない）。

（食卓料）
第20条　食卓料の額は、 1夜につき2,200円とする。
2　 食卓料は、船賃若しくは航空賃のほかに別に食費を要する場合又は船
賃若しくは航空賃を要しないが食費を要する場合に限り、支給する。
このため、上記「日当（2,200円／日）」「食卓費（3,000円／日）」のいずれも補助対象
経費とする事務処理は適切ではない。

指摘事項② 職員旅費として補助対象経費に含められていた領収書の中に、打合せに係る飲食費の領
収書が含まれていた。当該飲食費は接待交際費又は会議費に区分されるものであり、補
助金交付要綱別表に定める経費のいずれにも該当しない。このため、当該経費を補助対
象経費とする事務処理は適切ではない。

指摘事項③ 補助対象経費となる委託費に係る請求書について、誤って平成28年度分のものが綴じ
込まれており、これに基づいて支出負担行為が為されていた。平成29年分も同額の委
託費が発生していたため実害はなかったが、事務としては不適切な処理である。また、
当該資料に係る検査においても指摘がなされていない。

指摘事項④ 本補助金の目的は、「民間主体の観光地づくりを促進する」とされているが、「民間主体
の観光地づくりを促進する」ことがどのような公益上の目的に資するのか明確にされて
いない。本来の目的は「民間主体の観光地づくりを促進する」ことにより「県内観光産
業の振興を図る」ことにあると考えられる。このため、当該趣旨を要綱上の目的に反映
すべきである。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的の合理性には上記指摘事項④の問題がある。
交付対象が県内の民間観光振興団体に限られているが、県
内全域に門戸が開かれているため、交付対象の合理性に問
題はない。

―

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

事務事業評価シートの中で、
① 島根県への来訪意向割合（県が独自に実施する観光認知
度調査において、「行ってみたい都道府県（上位 5県）」
に「島根県」と回答した人の割合）

② 島根県内の観光入り込み客延べ数が設定されているが、
当該KPIでは当補助金単独のKPIとしては合理的ではない
（※ 1）。

―

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

上記①、②いずれのKPIについても、目標値が設定され、
実績値との比較分析を行っているが、本補助金事業単体の
KPIとしては合理的ではない（※ 1）。

―

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性

上記の評価尺度に対し、①、②いずれも目標値が設定され
ているが、本補助金事業単体のKPIとしては合理的ではな
い（※ 1）。

―
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5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

上記いずれの尺度についても、現状分析や課題の抽出、今
後の方向性の指針まで検討されているが、合理的なKPIに
基づいた分析等ではない。

―

6 KPIの 比 較 可 能 性
（金額的な視点等）

金額的な視点による合理的なKPIを設定する余地がある
（※ 1）。 ―

※ 1： 本補助金事業単独のKPIの設定について、県は、目的があくまで「民間主体の観光地づくり
の促進」であるとの認識から、「民間の取組を支援する」ことが重要であり、その結果とし
て飯南町がどうなったか、について定量的に把握することまでは考慮していない。  
本補助金は、連続して 3年間まで採択可能であることから、当該 3年以内に民間主体の観光
地づくりを促進し、本事業完了後には「補助金がなくても」継続して民間主体の観光プラン
を策定・実行することができる礎を築くことが本来の目的であると解すると、県の考える
「支援」のみでは不十分である。 3年経過後には、補助金がなくなり、観光プランの継続に
対する負担感は増すことになるため、観光入り込み客数の増加が本当に実現されているか否
かの評価とそのフィードバックはより切実な問題になるはずである。  
この点、実際に策定した観光プランに関連して計上された観光消費額が、最もKPIとして好
ましい。本事業により観光プランが具体的かつ新たに策定されていることから、当初から効
果の測定を念頭に入れておけば、当該実績値の把握を可能にする仕組みは当該プラン設計時
にインストール可能である。  
 
なお、代替的に監査人が島根県観光動態調査の結果と産業連関表等を用いて評価した結果、
飯南町における増加観光消費額、増加経済波及効果はそれぞれ538百万円、601百万円と推
計された（平成27年度から平成29年度は一般社団法人飯南町観光協会に対して補助金が拠
出されている）。

算出された増加経済波及効果は、同観光協会、町長はじめ、たくさんの町民による数多くの
取組の結果であり、本補助金事業15百万円（ 5百万円× 3か年）はその一部に寄与したに過
ぎない。観光プランを主導する一般社団法人飯南町観光協会は、今後、数多くの取組を一つ
一つ検証して総括し、今後の取り組み方針を検討する必要がある。県もそこまで指導・確認
しなければ、本補助金による効果を持続することができず、本補助事業が本当の意味で効果
があったとはいえない。
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32．公益社団法人島根県観光連盟補助金

1 ．概要

（1）目的
公益社団法人島根県観光連盟の運営費及び事業費の一部を補助し、もって本県の観光事業の振
興を図ることを目的としている。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
公益社団法人島根県観光連盟補助金交付要綱

②　補助対象者
公益社団法人島根県観光連盟（以下、「連盟」という。）

③　補助金の交付対象及び補助率
（ア）　連盟運営費　　　　　　 別に定める額
（イ)　連盟事業費
1）　観光宣伝事業
ⅰ.　県外広告宣伝事業　　　 総事業費の 2／ 3以内
ⅱ.　訪問宣伝事業　　　　　 総事業費の 2／ 3以内
ⅲ.　観光宣伝物制作事業　　 別に定める額
ⅳ.　観光宣伝看板設置事業　 別に定める額
2）　受け地体制整備事業　 総事業費の 2／ 3以内

④　補助金の交付額
予算の範囲内で知事が必要と認めた額

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
　 H27年度 H28年度 H29年度 
公益社団法人島根県観光連盟補助金 52,057 54,476 50,881 

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
指摘又は意見を付すべき事項は発見されなかった。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的は「連盟の運営費及び事業費の一部を補助し、もって
本県の観光事業の振興を図ること」とされており、公益性
が認められる。交付対象が連盟に限定されているが、当社
団の設立目的は、島根県における観光事業の健全な発達と
振興を図るとともに、観光を通じて地域の活性化に資す
ることとされているため、交付対象の合理性に問題はない
（※ 1）。

○
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2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

事務事業評価シートの中で、
①島根県への来訪意向割合（県が独自に実施する観光認知
度調査において、「行ってみたい都道府県（上位 5県）」に
「島根県」と回答した人の割合）
②島根県内の観光入り込み客延べ数
が設定されている（※ 1）。

○

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

上記①、②いずれのKPIについても、目標値が設定され、
実績値との比較分析を行っている（※ 1）。 ○

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性

上記の評価尺度に対し、①、②いずれも目標値が設定され
ている（※ 2）。 ○

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

上記いずれの尺度についても、現状分析や課題の抽出、今
後の方向性の指針まで検討されている。 ○

6 KPIの 比 較 可 能 性
（金額的な視点等）

金額的な視点によるKPIを追加的に設定する余地がある
（※ 2）。 ―

※ 1： 連盟の定款第 3条（目的）には、「連盟は、島根県における観光事業の健全な発達と振興を
図るとともに、観光を通じて地域の活性化に資することを目的とする。」とされている。こ
のため、連盟は島根県における観光事業の振興を図り、観光を通じて地域の活性化に資する
ことを目的とし、観光客の誘致促進、観光物産、観光文化の振興、イベント等の実施、観光
地の整備、観光に対する情報の収集及び提供等、本県の観光を総合的に進める組織として、
県の観光施策と連携しながら様々な事業を実施する役割を担っている。

※ 2： 本補助金は、「観光入り込み客延べ数（島根県観光動態調査）」がKPIとされている。本補助
金の目的が、島根県全体の観光振興を担う連盟の運営費・事業費に費消されることとなって
いるため合理的ともいえるが、県全体の入り込み客延べ数には他の要素（民間事業者の自助
努力等）の影響が多分に含まれている点も無視できない。この点、公益財団法人しまね産業
振興財団のように、当該年度に実際に支援をした先のみを抽出して評価できれば合理性は高
まるが、連盟の場合には支援先のみを抽出して入り込み客延べ数を抽出するのは難しい。ま
た金額的な視点においても、連盟の支援先のみを抽出して、例えば経済波及効果等を算定す
るのは事実上不可能である。  
他方、県全体の観光振興を直接の目的とし、活動を行う団体は連盟以外にない。このため、
他の要素の影響を多分に受けはするものの、実数として集計、算出される観光入り込み客延
べ数や経済波及効果は同連盟の存在意義を評価する上で一定の指標になる。この点、平成29
年島根県観光動態調査によると、平成29 年の全県の観光消費額は、約1,349 億円であり、
経済波及効果約1,667 億円と推計されている。  
上記の便益に対し、比較する県の「コスト」について、他の補助金では概ね補助金支出額が
それに該当すると位置付けているが、本補助金については、対応する便益を「連盟全体の生
み出す経済効果」として評価していることとのバランスをとる必要がある。このため、対応
する「コスト」は、連盟が県の直系の外郭団体であることから補助金の授受をいわば「内部
取引」と考え、「補助金がなかった場合の連盟の事業収支差額」が該当する、と考えた。
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【補助金がなかった場合の連盟の事業収支差額】

上記の結果、例えば、平成29年度は観光消費による経済波及効果1,667億円が生み出され、
そのコストとして、県は本補助金等の支援を120百万円分負担した、ということになる。
上記はあくまで全体としての評価であるが、県の補助金により連盟が執行する個別の事業に
ついては、それぞれの「目的」や「ツール」に対する個別の評価を要し、当該評価について
は、本補助金以外の各補助金事業について個別の検討を要する。

また、島根県の観光振興施策を遂行する主体として、平成19年度包括外部監査においては、
島根県観光連盟の存在意義自体が検討の俎上に上がり、県との統一化や公益財団法人しまね
産業振興財団への編入等が議論されている。さらに、平成26年度包括外部監査においても、
状況に応じ、組織の形態を継続的に検討する必要があると指摘されている。
この点について、県は次の理由により現状の組織体制による運営が合理的と考えているとの
ことであった。
　●　 観光振興課の職員は25名（派遣も含む）いるものの、観光振興課の所掌事務が多岐に

わたるために、旅行会社への商品造成の営業活動等の観光客誘致活動に実働としてあ
たることができる人数は少ない。

　●　 県職員は 3年毎の異動があるために観光客誘致活動のスペシャリストが育ちにくい。
　●　 連盟は、嘱託職員も含めて約12人役が、実働として観光客誘致活動にあたることがで

きるうえに、嘱託職員を除くプロパー職員は任期も異動もないため長期間にわたって
旅行会社に対する営業活動を継続し、旅行会社担当者と個人的な人間関係を築くこと
ができる。

　●　 実際に、連盟内に観光誘客活動のスペシャリストが育成されている。
上記の理由は合理的であり、現在明確な役割分担が出来ている県の観光施策の実行体制を崩
してまで県と連盟を統一化する意義は薄いと考える。また、公益財団法人しまね産業振興財
団との間も、同様に「棲み分け」が出来ており、産業振興と観光振興を一体として運営する
ことで得られるシナジーも限定的と思われ、現行の組織体制の維持が最適とする県の見解に
問題はないとの結論に至った。

161



号外第28号 島 根 県 報 平成31年３月26日

第 4章　外部監査の結果及び意見

33．しまね観光誘客推進事業費補助金（県内航空路線緊急利用促進事業）

1 ．概要

（1）目的
観光客誘致を促進するための情報発信及び魅力ある観光地づくりに向けた地域の取組み等を支
援し、本県の観光振興に資することを目的とする。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
しまね観光誘客推進事業費補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象事業者
　・公益社団法人島根県観光連盟
　・県内の広域観光推進組織（石見観光振興協議会、隠岐観光協会等）
　・県内市町村及び観光協会
イ．対象事業・対象経費・補助金額

補助対象事業 補助対象事業費 補助率
・ 観光客誘致のための宣
伝活動

・ 観光客の利便性向上の
ためのソフト整備

・ 地域の特性及び魅力を
活かした取組みの支援

・ その他、観光客誘致に
資する事業であって、
知事が必要と認める事
業

・ 謝金・報酬（研修会や講演会、その他各種イベン
ト等のために招へいする人員に対するもの）

・ 人件費（補助事業の遂行に伴い臨時的に雇用する
人員の給与、手当に限る）

・材料費及び消耗品費
・使用料及び借り上げ料（機材保険料を含む）
・通信運搬費
・広告宣伝費
・ 備品購入費（原則として10万円以内で、補助事
業を実施する上で必要なものに限る。既存の機器
の更新にあたるものは除く）

・印刷製本費
・ 旅費（補助事業を実施する上で必要なものに限
る）

・ 委託費（補助事業の一部を外部の者に委託して実
施する場合に必要な経費。ただし、委託業務の範
囲内であっても、本事業の補助対象外となってい
る経費は除く）

・ 補助費（交付にあたっては、本補助金交付要綱の
規定に準じて行うこととする）

・ その他、補助事業の実施に必要と認められる経費
（事前に協議の上、知事が必要と認めた経費に限
る）

事業実施に
要する経費
の 全 額 を、
予算の範囲
内で補助す
る。 た だ し
知事が別途
定める事業
については
補助対象事
業費の 1 / 2
以内とする。
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（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
 H27年度  H28年度  H29年度 

しまね観光誘客推進事業費補助金
（県内航空路線緊急利用促進事業）    8,734 8,392     12,986

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
属性区分 問題点の内容
指摘事項 本補助金事業は、県の事務事業評価シートにおける成果参考指標として「萩・石見空

港旅客数」のみが設定されていることから、「県内航空路線の利用を促進する」こと
により、「県内観光産業の振興を図る」ことが本来の目的と考えられる。一方、当該
本来の目的が本補助金交付要綱において一切触れられていないため、補助金交付要綱
においてこの点を明確に記載すべきである。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的の合理性には上記指摘事項の問題がある。
交付対象が県内の民間観光振興団体に限られているが、県
内全域に門戸が開かれているため、交付対象の合理性に問
題はない。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

事務事業評価シートの中で、「萩・石見空港旅客数」が設定
されている（※ 1）。 ○

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

実績目標について目標値が設定され、実績値との比較分析
を行っている（※ 1）。 ○

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性 上記について目標値が設定されている（※ 1）。 ○

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

上記いずれの尺度についても、現状分析や課題の抽出、今
後の方向性の指針まで検討されている。 ○

6 KPIの 比 較 可 能 性
（金額的な視点等） 上記に金額的な視点はない（※ 1）。

※ 1： 本補助金事業の本来の目的が上記指摘事項のとおりである場合、観光誘致を促進するための
情報発信や魅力ある観光地づくりに向けた地域の取組により「萩・石見空港旅客数」の利用
が増えれば、本県の観光振興に資することになる。このため、評価の尺度として「萩・石見
空港旅客数」が設定されていることは合理的と考える。  
金額的な視点については、例えば石見エリアの観光入り込み延べ客数や観光消費額、これに
よる経済波及効果をKPIとして設定することが考えられるが、本補助金の場合、県西部の観
光振興を促進・維持するためには交通インフラとしての萩・石見空港自体の維持・利用促進
が不可欠との理念に基づいているため、より直接的な指標である「萩・石見空港旅客数」が
合理的と考えた。
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34．外国人観光客誘致事業補助金

1 ．概要

（1）目的
民間事業者・団体による外国人観光客誘致に係る事業に対し交付することにより、外国人観光
客誘致を積極的に行う観光事業者・団体の参入を促すとともに、外国人観光客誘致のための基盤
づくりを促進することを目的とする。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
外国人観光客誘致事業補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助事業者
イ．に記載の「事業実施主体」
イ．対象事業・対象経費・補助金額

対象事業 事業実施主体 補助対象経費 交付率及
び限度額

外国人観
光客誘致
事業

（1） 島根県内に事業所を有し、外国
人観光客誘致に積極的に取り組
む事業者

（2） 上記事業者により構成される団
体等

（1） 情報発信ツールの整備に要する
経費

（2）施設整備に要する経費
（3） 外国人観光客に対するオンデマ

ンド交通運行に要する経費
（4） その他外国人観光客受入体制整

備のために必要と認められる経
費

補 助 率
1 / 2
限 度 額
500千円

（5） 海外へのプロモーションに要す
る経費

（6）先進地事例研究に要する経費

補 助 率
1 / 2
限 度 額
200千円

輸出物品
販売場整
備事業

（1） 島根県内に事業所を有し、輸出
物品販売許可を受けた、または
受ける予定の民間事業者（ただ
し、中小企業基本法に定める
「小規模企業者」とする）

（1）施設整備に要する経費
　ア． 店舗改装等の施設整備に要す

る経費
　イ． POSレジ、クレジット端末機

等設備整備に要する経費

補 助 率
1 / 2
限 度 額
500千円

公衆無線
L A N 整
備事業

（1）民間事業者
（2） 民間事業者により構成される組

合
（3）その他知事が適当と認める団体

（1）公衆無線LAN整備に要する経費
　ア． 無線LANルーター等機器購入

経費
　イ．設置工事費

補 助 率
1 / 2
限 度 額
400千円
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ウ．想定する活用例

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
属性区分 問題点の内容
指摘事項 本補助金の目的は「外国人観光客誘致を積極的に行う観光事業者・団体の参入を促す

とともに、外国人観光客誘致のための基盤整備づくりを促進すること」とされている
が、当該目的がどのような公益上の目的に資するのか明確にされていない。県がKPI
として「外国人宿泊客延べ数」を採用しているため、本来の目的は外国人観光客の誘
致を推進し、本県の観光振興に資することが目的であると思われるため、当該趣旨を
要綱上の目的に反映すべきである。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的の合理性には上記指摘事項の問題がある。
交付対象が県内の民間観光振興団体に限られているが、県
内全域に門戸が開かれているため、交付対象の合理性に問
題はない。

―

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

事務事業評価シートの中で、
① 宿泊客延べ数
② 外国人宿泊客延べ数
をKPIとしており、本補助金事業においては②により評価
しているとの説明を受けている。
要綱上の目的が上記「参入促進」や「基盤整備づくり」で
はなく外国人観光客誘致の推進にあることから上記の評価
尺度を設定していると思われるが、本事業のKPIとしては
合理的とはいえない（※ 1）。

―

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

上記②のKPIについて実績値が計数として把握されている
が、KPIの合理性に問題がある（※ 1）。 ―

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性

上記②のKPIについて目標値が設定されているが、KPIの合
理性に問題がある（※ 1）。 ―

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

上記②のKPIについて現状分析や課題の抽出、今後の方向
性の指針まで検討されているが、KPIに問題がある。 ―

6 KPIの 比 較 可 能 性
（金額的な視点等）

金額的な視点によるKPIの設定は困難と考えられる（※
1）。
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※ 1： 県は「外国人観光客誘客の推進」のために「外国人観光客誘致を積極的に行う観光事業者・
団体の参入を促すとともに、外国人観光客誘致のための基盤づくりを促進」していると考え
られ、本補助事業単独の評価という意味では、「外国人観光客誘致を積極的に行う観光事業
者・団体の参入状況」や「外国人観光客誘致のための基盤づくりの促進状況」に係るKPIを
設定した方がよいとも思える。ただし、外国人観光客誘致を積極的に行う観光事業者等の参
入が増えたから、または、外国人観光客誘致のための基盤づくりが促進できたから、「外国
人観光客誘客の推進」が進むとは限らない。このため、別の視点も検討する必要がある。

金額的な視点からは「外国人観光客の利便性アップによる増客に伴う増収額」や「プロモー
ション効果による外国人観光客の増客に伴う増収額」等が考えられるが、補助対象事業者の
負担も重く、効果が計数となって表れるまでにタイムラグがあるため、実務的には難しい。

このため、「外国人観光客誘客の推進」を成就するためには、「外国人観光客や補助事業者の
満足度が上がること」がその前提にあることに着目し、補助事業者に対する状況調査（アン
ケート）による評点化等、本補助金独自の評価が計数的に可能となるKPIの設定が望まれる。
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35．島根県外国人観光客送客促進支援補助金

1 ．概要

（1）目的
島根県内に宿泊する海外からの団体旅行を支援することにより、外国人観光客の送客の促進を
図り、もって観光振興を図ることを目的とする。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
島根県外国人観光客送客促進支援補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助事業者
団体旅行を実施する国内外の旅行業者
イ．対象事業・補助金額

補助対象事業 補助金額
次の要件を全て満たす団体旅行で、知事が適当と認めるもの
・台湾、香港、中国、韓国及び東南アジアからの訪日旅行であること
・島根県内の移動に貸切バスを使用すること
・島根県内の宿泊施設で 1泊以上宿泊すること
・ 貸切バス 1台につき、旅行参加者のうち日本国籍を有しないものが
15名以上であること

貸切バス 1台当たり
50,000円
1 社あたり
限度額1,000千円

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
 H27年度  H28年度  H29年度 

島根県外国人観光客送客促進支援
補助金    3,100 4,000      4,000

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
指摘又は意見を付すべき事項は発見されなかった。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的は「島根県内に宿泊する海外からの団体旅行を支援す
ることにより、外国人観光客の送客の促進を図り、もって
観光振興を図ることを目的とする」とされており、公益性
に問題はない。
また、交付対象が国内外の旅行業者とされており、交付対
象の合理性にも問題はない。

○
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2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

事務事業評価シートの中で
① 外国人宿泊客延べ数
② 主要観光施設外国人利用者数
が特定されており、本事業は①により評価されているが、
本事業のKPIとしては合理的とはいえない。

―

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

上記①の実績値が計数として把握されているが、KPIが合
理的とはいえない（※ 1）。 ―

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性

上記①について目標値が設定されているが、KPIが合理的
とはいえない（※ 1）。 ―

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

上記①のKPIについて現状分析や課題の抽出、今後の方向
性の指針まで検討されているが、KPIが合理的とはいえな
い。

―

6 KPIの 比 較 可 能 性
（金額的な視点等）

金額的な視点によるKPIの設定は困難と考えられる（※
1）。

※ 1： 県は、補助金交付要綱において「海外団体旅行の支援による外国人観光客の送客促進によ
り、本県観光産業の振興を図ることを目的とする」と定義付け、KPIとして「①外国人宿泊
客延べ数」、「②主要観光施設の外国人利用者数」を採用している。施策として「外国人観光
客誘客の強化」に取り組んでおり、本事業もその施策の一環であることを考慮すれば、当該
KPIは合理的とも考えられる。  
一方、補助金交付要綱には「島根県内に宿泊する海外からの団体旅行を支援することにより
…」とあるため、本補助事業単独のKPIとしては、外国人団体観光客の「移動の便」として
の「外国人貸切バス利用客数の増大」に係るKPIを設定した方が、より直接的な効果測定が
可能になる。また、本補助事業の内容が、団体貸切バス 1台あたり50,000円（20名の利用
で一人あたり2,500円）を補助するのみであるため、県が設定しているKPIに対する寄与度
は限定的で、県の設定したKPIとはレベル感にかなりの差がある。また金額的な視点による
KPIの設定については、例えば観光消費額やこれによる経済波及効果が考えられるが、同様
に本事業の内容とこれらのKPIとではレベル感が異なり、合理的とはいえない。  
このため、本来は補助事業の実績自体を目的とした尺度の設定は不合理であるが、補助事業
の実績に近い指標（助成金の支給対象となった団体バスを利用した外国人旅行者数）を直接
的に尺度として設定するのが最も合理的であると考えられるため、導入可否を検討された
い。
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36．FIMBAワールドリーグ松江2018大会支援事業（観光振興）補助金

1 ．概要

（1）目的
この補助金は、FIMBAワールドリーグ松江2018大会実行委員会（以下「補助事業者」という。）
に対して、FIMBAワールドリーグ松江2018大会（以下「大会」という。）参加者の観光促進等に
係る経費の一部を補助し、もって本県の観光地周遊及び魅力発信による更なるインバウンド効果
を図ることを目的とする。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
FIMBAワールドリーグ松江2018大会支援事業（観光振興）補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者
FIMBAワールドリーグ松江2018大会実行委員会
（注 1）FIMBA
FIMBA（Federation of International Maxibasketball Association） は、
「Maxibasketball（注 2 ）」の活動を推進し、組織化し、発展させ、運営し、管
理する組織で、1991（H 3 ）年に 8月21日に 8か国が集まって設立された。本
部は、アルゼンチンのブエノスアイレスにある。最も大きな大会は、FIMBA 
WORLD MAXIBASKETBALL CHAMPIONSHIPで、この大会は 2年ごとに世
界の各都市から選ばれたところで開催される。

（注 2）Maxibasketball
ラテン語で〈最高〉を意味する「Maxi」と「Basketball」の合成語で、バ
スケットの入り口世代のミニバスとは反対に、現役プレーヤーとしてバリバ
リのプレーを終えた後の世代で、生涯にわたってバスケットを続けていきた
いと願う人々が集まってバスケットを行う活動を意味する。Maxibasketball
は、1969（S44）年にアルゼンチンのブエノスアイレスで始められたTHE 
ARGENTINEAN BASKETBALL VETERANS UNIONの創設がその始まり。そ
の後数年で、プレーヤーの年齢カテゴリールールが導入されて普及した。カテゴ
リーは 5歳ごとのサブカテゴリーに分けられている（女子は30歳以上から、男子
は35歳以上からで、現在のところ75歳以上が最高齢）。

イ．対象事業・補助金額
（a）　 県は、補助事業者が事業を実施するために要する経費に対して補助金を予算の範囲内で

交付する。
（b）　 補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）、補助対象経費は、次表のと

おりとする。
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補助対象事業 補助対象経費 補助率
1， 大会・イベ
ント費

1， 大会参加者、大会関係者等が交流等を目的に開催する
セレモニー等に要する経費

2， 大会会場等において、観光PRのための仮設設備の借
用等に要する経費

3， 大会参加者等への観光PR用のパンフレット・ノベル
ティー等の制作に要する経費

　　ただし、有償のものを除く。
4， 関係団体との連絡調整に要する経費
5， その他、大会・イベントに係る広報物の制作等に要す
る経費

10/10
以内。

2， 大 会 招 致・
広告費

1，大会に関する情報発信に係る情報収集に要する経費
2，大会の情報発信に係る調整・運用管理に要する経費
3， 大会の広告を行うため、委託により看板等を整備する
ために要する経費

4， その他大会への招致・情報発信に必要と認められる経
費

3， 事務局費
（観光情報発信に
係る用務）

1， 事務局職員の人件費（給与、共済費、保険料等）及び
旅費

2， 事務局の運営に必要な経費で、次に掲げるもの
　・消耗品購入費用・通信運搬費
　・機器、会議室等の借用に係る費用
3，その他事務局の運用に必要と認められる経費

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
 H27年度  H28年度  H29年度 

FIMBAワールドリーグ松江2018大会
支援事業（観光振興）補助金 － －      8,000

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
指摘又は意見を付すべき事項は発見されなかった。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的は「FIMBAワールドリーグ松江2018大会実行委員会
に対して、FIMBAワールドリーグ松江2018大会参加者の
観光促進等に係る経費の一部を補助し、もって本県の観光
地周遊及び魅力発信による更なるインバウンド効果を図る
こと」とされており、公益性に問題はない。
交付対象がFIMBAワールドリーグ松江2018大会実行委員
会に限定されているが、同大会開催の目的ためだけに限定
された組織であり、交付対象のない合理性にも問題はない。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

FIMBAワールドリーグ松江2018の参加人数、宿泊者数を
評価尺度として設定している（※ 1）。 ○

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

今年度のみの事業であるため、本事業の評価は行わない。
4 目 標 値 の 計 数 化

目 標 値 の 合 理 性

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

6 KPIの 比 較 可 能 性
（金額的な視点等）
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※ 1： 県は参加人数、宿泊者数をKPIとして設定している。観光支出に占める宿泊料のウェイトが
高いため、県は当該尺度を採用してモニタリングを行っている。また金額的な視点について
も、県は参加者等に係る宿泊料総額について把握しているため、合理的である。  
また、金額的な視点による評価については、「島根県産業連関表」を用いて測定する方法も
ある。当該方法は島根県が公表している連関表であり、共通ツールとして活用することで、
他の補助金に係る経済効果との比較が可能となる。仮に最新の連関表（平成23年版）を用い
た場合、経済波及効果等は補助金額を上回っている（基礎数値非公開のため計算結果は掲載
していない）。  
なお、FIMBA松江大会の開催自体が平成29年度のみの事業であるため、事業の継続を前提
とする他の補助金とは異なり、フィードバックはできないが、今後の同種の事業の参考・指
針等として活用されたい。

37．外国人観光客誘致対策事業補助金

1 ．概要

（1）目的
米子・ソウル便、米子・香港便並びに環日本海圏貨客船の利用による外国人観光客の誘致促進
を図り、本県来訪者の増大による観光産業の振興を目的とする。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
外国人観光客誘致対策事業補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助事業者
国際定期便利用促進協議会
イ．対象事業・対象経費・補助金額

補助対象事業 補助対象事業費

外国人観光客誘致対
策事業

①  国際定期便利用促進協議会が実施する以下の外国人観光客送客に
対する助成金の支給

　〈助成額〉 1,000円／人／泊
　〈条　件〉 ○  米子・ソウル便、米子・香港便または環日本海圏定期

貨客船を片道以上利用した場合
 ○ 島根県内または鳥取県内に宿泊した場合
　〈対　象〉 旅行会社及び旅行主催団体
② ①の助成金の交付等に係る事務経費

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
 H27年度  H28年度  H29年度 

外国人観光客誘致対策事業補助金  904  1,732      1,688
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2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
指摘又は意見を付すべき事項は発見されなかった。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的は「米子・ソウル便、米子・香港便並びに環日本海圏
貨客船の利用による外国人観光客の誘致促進を図り、本県
来訪者の増大による観光産業の振興を目的とする」とされ
ており、公益性に問題はない。
また、交付対象が国際定期便利用促進協議会に限定されて
いるが、同先が本県に来訪する国際便定期利用者に対して
実施する事業に使途を特定しているため、目的と公益性、
交付対象の合理性に問題はない。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

事務事業評価シートの中で
① 外国人宿泊客延べ数
② 主要観光施設外国人利用者数
が特定されているが、本事業のKPIとしては合理的とはい
えない。

―

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

上記KPIの実績値が計数として把握されているが、KPIが合
理的とはいえない（※ 1）。 ―

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性

上記KPIについて目標値が設定されているが、KPIが合理的
とはいえない（※ 1）。 ―

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

上記KPIについて現状分析や課題の抽出、今後の方向性の
指針まで検討されているが、KPIが合理的とはいえない。 ―

6 KPIの 比 較 可 能 性
（金額的な視点等）

金額的な視点によるKPIの設定は困難と考えられる（※
1）。

※ 1： 県は、補助金交付要綱において「外国人観光客の誘致促進を図り、本県来訪者の増大による
観光産業の振興を目的」とすると定義付け、KPIとして「①外国人宿泊客延べ数」、「②主要
観光施設の外国人利用者数」を採用している。施策として「外国人観光客誘客の強化」に取
り組んでおり、本事業もその施策の一環であることを考慮すれば、当該評価尺度は合理的と
も考えられる。一方、補助金交付要綱には「米子・ソウル便、米子・香港便並びに環日本海
圏貨客船の利用による外国人観光客の誘致促進を図り…」とあるため、本補助事業単独の評
価という意味では、上記の目的に対するKPIよりも、外国人観光客の誘客の「入口」として
の「米子・ソウル便、米子・香港便並びに環日本海圏貨客船の増大」に係るKPIの方が、よ
り直接的な効果測定が可能になる。また、本補助事業の内容が、交通インフラの外国人利
用客に1,000円支給するのみであるため、県が設定しているKPIに対する寄与度は限定的で、
実施する事業と測定する効果とのレベル感にかなりの差がある。また、金額的な視点につい
ては、例えば観光消費額やこれによる経済波及効果をKPIとした場合にも、実施する事業と
測定する効果とのレベル感が異なり、合理的とはいえない。また、そもそも本事業は、米子
空港や境港を擁する鳥取県との関係により措置されている事業であり、効果の有無、程度に
より本県単独で現在の補助事業の方向性を決定できるものでもない。  
このため、本来は補助事業の実績自体を目的としたKPIの設定は不合理であるが、本事業の
場合、その事業の内容、目的に対する寄与度の低さから、補助事業の実績自体（助成金の支
給対象となった外国人観光送客数）を直接的にKPIとするのが最も合理的であると判断した。
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38．島根県小規模事業経営支援事業費補助金

1 ．概要

（1）目的
本補助金は、次の各号に掲げる事業を促進し、もって地域経済社会の形成に大きな役割を果た
している小規模事業者等の振興と安定に寄与することを目的とする。
i ） 商工会又は商工会議所（以下「商工会等」という。）並びに県連合会が小規模事業者支援
促進法第 4条第 1項に基づいて行う小規模事業者の経営の改善発達を支援する事業（以下
「経営改善普及事業」という。）

ⅱ） 県連合会が小規模事業者支援促進法第 4条第 1項に基づいて行う商工会に対する指導事業
（以下「商工会指導事業」という。）

ⅲ） 商工会等が行う地域の振興を活性化するための事業
ⅳ）商工会議所又は県連合会が行う倒産の未然防止及び再建円滑化を図るための事業
ⅴ）県連合会が行う商工会監査指導
ⅵ） 商工会議所及び県連合会が行う商工団体内人権同和問題研修推進員研修会（以下「研修推
進員研修会」という。）の開催

（2）事業内容

①　根拠法令
商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律（平成 5年法律第51号）
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
島根県小規模事業経営支援事業費補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助事業者
商工会、商工会議所又は県連合会
イ．対象事業・対象経費・補助金額
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事
業
区
分

補助事業および経費区分 内　　　　容 補助率

一
般
事
業

（1）補助対象職員の設置費
俸給、各種手当、福利厚生費

商工会指導員、経営指導員、専門経営指
導員、補助員、記帳専任職員（以下、「補
助対象職員」という。）の俸給、各種手
当、福利厚生費（健康保険料、厚生年金
保険料等のうち事業主負担分）

10/10

（2）事業活動推進費
特別調査研究費
福利環境整備費
記帳指導員等謝金等
特別研究指導費
人事交流赴任旅費・単身赴任
手当
嘱託専門指導員謝金
指導環境推進費
・ 経営改善普及事業に係る一
般管理費

・経営改善普及事業

自己啓発促進のための人件費
補助対象職員の福利環境整備に係る費用
謝金・指導手当
指導員に対する人件費、福利厚生費
県連合会が人事交流を行う場合に負担

県連合会の経営改善普及事業に係る謝金
一定の人件費、備品費、消耗品費、印刷
製本費、参考図書費
謝金、旅費、借損料、雑役務費、備品費、
印刷製本費、通信運搬費、消耗品費、参
考図書費

10/10

（3）指導事業費
巡回・窓口相談活動費
研修会費・講習会費
若手後継者等育成事業費
金融等指導費
小規模事業施策普及費
小規模企業振興委員活動費

経営改善普及事業の推進に係る謝金、旅
費、資料購入費、消耗品費、印刷製本費、
通信運搬費、借損料、会議費、雑役務費、
委託費、備品費、回線使用料、燃料費、
道路通行料、集計費、修繕費、保守料、
車両費、参考図書費等

10/10

（4）資質向上対策事業費
大学校研修等参加費
役職員研修会開催費
経営指導員等技術研修会費
資質向上対策推進事業費

10/10

（5）専門的経営支援活動費
経営・技術強化支援事業費
経営安定特別相談事業費
（特別相談）

左記事業に係る謝金、旅費、原稿料、印
刷製本費、広報費、会議費、借損料、試
験・検査分析費、消耗品費及び通信運搬
費等

1 / 2 ※
10/10

（6）商工会等運営費
指導施設建設費等

端末機設置費・電子計算機賃
借料

商工会監査指導実施費
研修推進員研修会開催費
支部活動推進費
（支部借館料）
指導用車両購入費

商工会等及び県連合会の指導施設の建設、
取得又は修繕に要する経費
商工会等が実施する記帳機械化システム
等及び情報化推進事業に必要な端末機の
設置等に必要な購入費、賃借料等
左記事業に係る旅費、通信運搬費等
研修会開催に要する謝金、旅費等
県連合会の支所として広域指導センター
を設置するための借館料
左記に係る指導用車両の購入費

1 / 2

10/10
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事
業
区
分

補助事業および経費区分 内　　　　容 補助率

特
別
事
業

（7）地域振興推進事業費
地域振興調査事業費
むらおこし総合活性化事業費
広域振興等地域活性化事業費

商工会等が実施する地域振興推進事業に
要する経費であって、知事が必要である
と認めた経費（人件費及び不動産購入費
は除く）

10/10

（8）広域連携等対策事業費 商工会等が実施する広域連携等対策事業
に要する経費であって、謝金、旅費、会
議費、雑役務費、借損料、印刷製本費、
資料費、通信運搬費、委託費、消耗品
費、備品費、会館改装費、備品等運搬費、
ネットワーク構築費、増改築費及び合併
案内費

10/10

（9） 事業承継・後継者育成セミナー
事業費

商工会等又は県連合会が実施する事業承
継・後継者育成セミナー事業に要する経
費であって、謝金、旅費、印刷製本費、
通信運搬費、消耗品費、借損料

10/10

（10）事業承継支援体制整備事業費
県事業承継推進員設置費

市町村事業承継推進員設置
助成費

事業承継推進員に対する謝金、旅費、福
利厚生費及び事業実施に必要な事務費
市町村事業承継推進員に対する人件費又
は謝金及び活動費

10/10

（11） 事業継続力強化アドバイザー
派遣事業費

事業継続力強化アドバイザーに対する謝
金、旅費、福利厚生費及び事業実施に必
要な事務費

10/10

（12） 事業承継新事業活動支援事業
費
普及広報費

取組を行う企業への助成費

商工会等が実施する事業承継新事業活動
支援事業の普及に要する経費であって、
旅費、印刷製本費、広報費、原稿料、通
信運搬費
助成金及び事業実施に必要な事務費

10/10

（13） しまね地域産業資源活用支援
事業費

県連合会が交付するしまね地域産業資源
活用支援事業の取組を行う企業に対する
補助金及び事業実施に必要な管理事務費

10/10

※ 別に定める期間を超える部分に係る経費については 1 / 3 を限度とする。

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
　  H27年度  H28年度  H29年度 
島根県小規模事業経営支援事業費
補助金 1,432,983 1,434,807 1,514,710 

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
指摘又は意見を付すべき事項は発見されなかった。
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（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

要綱第 3条に、商工会等並びに県連合会が行う事業を促進
し、もって地域経済社会の形成に大きな役割を果たしてい
る小規模事業者等の振興と安定に寄与することが目的」と
されている。交付対象が商工会並びに県連合会に限られて
いるが、公益性、交付対象の合理性に問題はない。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

事務事業評価シートの中で、商工会・商工会議所活動支援
事業については「中小企業等の年間巡回相談対応件数」が、
事業承継総合支援事業については「事業承継計画を策定し、
後継者を確保した企業数（累計）」がKPIとして設定されて
いる。

○

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

上記KPIについてそれぞれ実績値が計数として把握されてい
る（※ 1）。 ○

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性 補助金の支出自体が目的の事業であり、県として事業内容

をコントロールすることができない（またはコントロール
する対象が限定的である）。県が為すべきは上記要綱の目的
を達成するためのモニタリングとそれに基づく補助対象者
との協議である（※ 1）

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

6 KPIの 比 較 可 能 性
（金額的な視点等）

※ 1： 本補助金は商工会等並びに県連合会の人件費、運営費、事業費の一部を負担する補助金であ
る。即ち、本補助金は商工会等並びに県連合会の直接費の一部、間接費に対する補助金であ
ることから、対応する効果はこれらの団体が生み出す価値となり、従ってKPIは商工会等の
生み出す付加価値等や生み出す経済効果、事業全体に係る利用者の満足度等が挙げられる。  
一方、商工会等は商工業者の総合的な改善発達により国民経済の健全な発達を図ること等を
目的に設立された団体であり、それぞれ次の根拠法に基づく認可法人である。

根拠法令 根拠条文
商工会法
　　商工会

（法律の目的）
第一条　 この法律は、主として町村における商工業の総合的な改善発達を図

る等のための組織として商工会及び商工会連合会を設け、もつて国
民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。

（目的）
第三条　 商工会は、その地区内における商工業の総合的な改善発達を図り、

あわせて社会一般の福祉の増進に資することを目的とする。
（人格）
第四条　商工会は、法人とする。

　　商工会連合会 （目的）
第五五条の二　 商工会連合会（以下「連合会」という。）は、商工会の健全

な発達を図り、もつて商工業の振興に寄与することを目的と
する。

（人格）
第五五条の四　連合会は、法人とする。

商工会議所法
　　商工会議所

（法律の目的）
第一条　 この法律は、国民経済の健全な発展を図り、兼ねて国際経済の進展

に寄与するために、商工会議所及び日本商工会議所の組織及び運営
について定めることを目的とする。

（人格及び住所）
第二条　 商工会議所又は日本商工会議所は、法人とする。
（目的）
第六条　 商工会議所は、その地区内における商工業の総合的な改善発達を図

り、兼ねて社会一般の福祉の増進に資することを目的とする。

これらの団体は、地区の重複を認められておらず、また県内に余すことなく設置され、当該
団体の活動に対して財政的支援を行うことで合理的、効率的に小規模事業者等の経営支援が
図られ、もって小規模事業者等の振興と安定に寄与することが目的とされている。以前は国
からの補助も行われていたが、現在は県への地方交付税等により措置されており、他の46都
道府県においても同様の、または類似の補助制度が存在し、これらの団体の運営基盤を支え
ている。
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この補助金は、個別の根拠法に基づき、県から独立して国策的に設置された団体に対して、
言わばトンネル的に支給されているのが実態であるため（そもそも本補助金の財源が元々国
費であった）、県が商工会並びに県連合会の人件費や運営費、事業費の一部を助成している
ことを以って、商工会並びに県連合会の付加価値等を把握することに意味があるのか、疑念
が生じる。また、県が効果の測定を行ったとして、目標値とのギャップ分析等によるPDCA
を行えるとしても、そこから導き出した改善施策の実行等を、商工会並びに県連合会に強制
的に求めることはできないと考えられる。
これらの状況を勘案し、県が、これらの団体に対して支出する補助金にKPIを設定して目標
値を定め、当該目標値と実績値とのGAP分析を行って改善策等を分析する必要性は薄いと考
えた。ただし、補助金等を拠出している事実に鑑み、商工会並びに県連合会が独自に自らの
付加価値等を測定し、個々の事業についての評価の状況についてモニタリングを行い、本県
の産業振興の方向性等について議論し、要望を伝達する等、連携することは必要である。

39．島根県中小企業連携組織対策事業費補助金

1 ．概要

（1）目的
島根県中小企業団体中央会の行う中小企業連携組織推進指導事業に要する経費について県が補
助金を交付することにより、中小企業連携組織の推進並びに中小企業団体の育成及び指導を促進
することを目的とする。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
島根県中小企業連携組織対策事業費補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者
島根県中小企業団体中央会（以下、「中央会」という。）
イ．対象経費
a ） 指導員及び職員（以下「補助対象職員」という。）を設置して中小企業連携組織の推進並
びに中小企業団体の育成及び指導を行うために要する経費のうち補助対象職員の設置及び
補助対象職員の設置に付帯する経費

b ）補助対象職員の活動に要する経費
c ）中央会指導員等の資質の向上を図るために要する経費
d ）中小企業連携組織推進指導事業を実施するために必要な備品の取得等に要する経費
e ）地域産業実態調査事業に要する経費
f ）組合等への情報提供事業に要する経費
g ）中央会指導員等研究会開催事業に要する経費
h ）組合指導情報整備事業に要する経費
i ）中小企業団体情報連絡員の設置に要する経費
j ）中小企業連携組織等支援事業に要する経費
k ）特別対策事業に要する経費
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ウ．補助対象経費
（別表）
１，連携組織対策支援事業

事業区分 経費区分 補助対象経費の内容
1． 指導員及び職
員の設置

（1） 俸給及び各種手当、
福利厚生費

俸給、扶養手当、通勤手当、期末手当、住居手当、超過
勤務手当、健康保険料、厚生年金保険料、雇用保険料、
労災保険料及び介護保険料の事業主負担分

2． 指導員等活動
費

（1） 指導旅費及び職員旅
費

旅費

（2）庁費 謝金、備品費、印刷費、通信運搬費、消耗品費、燃料費、
会議費、修繕費、借損料

（3） 人材養成研修出席旅
費

旅費

（4）福利環境整備費 中央会指導員及び職員にかかわる福利環境整備費の事業
主負担分

3． 中央会が指導
員等の資質の
向上を図る事
業

（1）旅費 旅費（指導員研修会出席旅費、経営指導員等研修会出席
旅費、診断士養成コース出席旅費、中小企業支援担当者
研修会出席旅費、県の承認を受けた研修会等の出席旅費）

（2）研修受講料 受講料（中小企業大学校で行う指導員研修、経営指導員
等研修会、中小企業支援担当者研修及び診断士養成コー
ス）

（3）特別資質向上費 指導員及び職員の中小企業連携組織推進指導内容の向上
に資する通信教育、外部研修等の受講料及びそれらを受
講する上で必要な参考資料購入費

（4）特別研究指導費 中小企業連携組織推進指導事業の推進のため、主席また
は主任の指導員の特別研究指導に必要な研究指導手当、
参考資料購入費及び旅費

4． 中央会が中小
企業連携組織
推進指導事業
を実施するた
めに必要な備
品の取得等

（1） ファクシミリ設置費 本部のファクシミリ設置費
（2） コンピュータ設置費 本部のコンピュータ設置費、ソフトウェア導入経費
（3）庁費 組合台帳作成費、資料費
（4）指導用車両設置費 指導用車両設置費

5． 地域産業実態
調査事業

地域産業実態調査事業費 謝金、旅費、会議費、会場借料、通信運搬費、印刷費、
資料費、集計費、原稿料、データベースプログラム作成
費、データ入力費、消耗品費、雑役務費

6． 組合等への情
報提供事業

情報提供事業 謝金、旅費、会議費、会場借料、通信運搬費、印刷費、
資料費、原稿料、消耗品費、雑役務費

7． 中央会指導員
等研究会開催
事業

（1） 中央会指導員等研究
会開催事業費

謝金、旅費、会議費、会場借料、通信運搬費、資料費

（2） テーマ別情報提供研
修参加旅費

旅費

8． 組合指導情報
整備事業

（1） 組合指導情報整備事
業費

謝金、旅費、会議費、会場借料、通信運搬費、印刷費、
資料費、消耗品費、雑役務費、外部研修受講料、教材費

（2） ネットワーク運営費
等

ハード・ソフト借損料、通信回線設置費・利用料、イン
ターネット加入費・利用料、データベース構築・管理費、
セキュリティ対策事業費、謝金、旅費、会議費、会場借
料、通信運搬費、印刷費、資料費、消耗品費、研修受講
料、ソフトウェア導入経費、雑役務費、教材費

9． 中小企業団体
情報連絡員の
設置

中小企業団体情報連絡員
設置費

謝金、交通通信費、旅費、会議費、会場借料、通信運搬
費、印刷費、資料費、消耗品費

10． 中小企業連
携組織等支
援事業

中小企業連携組織等支援
事業費

謝金、旅費、会議費、通信運搬費、印刷費、資料費、車
両借上費、借料・損料、見学実習費、消耗品費、雑役務
費
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２，島根県中小企業特別対策事業
事業区分 経費区分 補助対象経費の内容

11.特別対策事業 共同店舗活性化支援事業 謝金、旅費、会議費、会場借料、通信運搬費、印刷費、
資料費、消耗品費

官公需情報提供事業 会議費、会場借料、通信運搬費、印刷費、資料費、消耗
品費

事業承継新事業活動支援
事業 普及広報費 広報費、原稿料、印刷製本費、通信運搬

費、旅費、借損料、謝金
計画実行企
業への助成
費、活動事
務費

助成金、旅費、印刷製本費、通信運搬費、
消耗品費、資料購入費、燃料費、借損料

海外展開等連携組織化支
援事業

謝金、旅費、会議費、会場借料、通信運搬費、印刷費、
資料費、消耗品費、通訳・翻訳費

中小企業事業継続計画
（BCP）策定支援事業

謝金、旅費、会議費、会場借料、通信運搬費、印刷費、
資料費、消耗品費

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
　  H27年度  H28年度  H29年度 
島根県中小企業連携組織対策事業費
補助金 107,627 106,389 99,379 

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
指摘又は意見を付すべき事項は発見されなかった。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的は「中小企業連携組織の推進並びに中小企業団体の育
成及び指導を促進すること」である。中央会が、中小企業
が相互扶助によりその経済活動を促進するという公益目的
のために設立された団体であることから、目的の公益性は
認められる。
中央会は上記目的のために中小企業等協同組合法により設
立された特別法人であり、交付対象にも合理性がある。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

事務事業評価シートの中で、中小企業団体中央会活動支援
事業については「組合等の年間巡回相談対応件数」が尺度
として設定されている（※１）。
また、上記指標とは別に、中央会の会員数の推移を把握し
ている。

○

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性 目標値と実績値との比較分析を行っている（※ 1）。 ○

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性 補助金の支出自体が目的の事業であり、県として事業内容

をコントロールすることができない（またはコントロール
する対象が限定的である）。県が為すべきは上記要綱の目的
を達成するためのモニタリングとそれに基づく補助対象者
との協議である（※ 1）

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

6 KPIの 比 較 可 能 性
（金額的な視点等）
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※ 1： 本補助金は、中央会の人件費、運営費、事業費の一部を負担する補助金である。即ち、本補
助金は中央会の直接費の一部、間接費に対する補助金であることから、対応する効果はこれ
らの団体が生み出す価値となり、従ってKPIは中央会等の生み出す付加価値等や生み出す経
済効果、事業全体に係る利用者の満足度等が挙げられる。  
一方、中央会は、中小企業等協同組合法に基づいて、各都道府県に 1つずつ（全国で47）設
立されており、その地域所在の中小企業組合を会員とする公益性の高い特別法人であり、島
根県においては、昭和31年に設立されている。  
中央会は、組合の設立や運営指導、あるいは中小企業経営について相談に応じ、各業界や組
合の直面している問題等に関する調査指導事業、開発促進事業、労働環境改善事業、情報化
対策事業等の各種補助事業及び青年部活動の推進、講習会、研修会、個別専門指導など各種
指導事業を行っている。  
従って、中央会の活動に対して財政的支援を行うことで、合理的、効率的に県内組合、当該
組合の組合員等小規模事業者等の経営支援が図られ、もって小規模事業者等の振興と安定に
寄与することが目的とされている。国からの補助金も措置されており、他の46都道府県にお
いても同様又は類似の補助制度が存在し、各都道府県の中央会の運営基盤を支えている。  
この補助金は、個別の根拠法に基づき、県から独立して国策的に設置された団体に対して、
言わばトンネル的に支給されているのが実態であるため、県が中央会の人件費や運営費、事
業費の一部を助成していることを以って、中央会の付加価値等を把握することに意味がある
のか、疑念が生じる。また、県が効果の測定を行ったとして、目標値とのギャップ分析等に
よるPDCAを行えるとしても、そこから導き出した改善施策の実行等を、中央会に強制的に
求めることはできないと考えられる。  
これらの状況を勘案し、県が、中央会に対して支出する補助金のKPIを設定して目標値を定
め、当該目標値と実績値とのGAP分析を行って改善策等を分析する必要性は薄いと考えた。
ただし、補助金等を拠出している事実に鑑み、中央会が独自に自らの付加価値等を測定し、
個々の事業についての評価の状況についてモニタリングを行い、本県の産業振興の方向性等
について議論し、要望を伝達する等、連携することは必要である。
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40．島根県信用保証協会保証料補給金

1 ．概要

（1）目的
県内中小企業者の資金調達の円滑化と負担の軽減を図るため、島根県信用保証協会が信用保証
料について軽減した場合に、その軽減分の補填として予算の範囲内において補給金を交付するも
のとする。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
島根県信用保証協会保証料補給金交付要綱

②　補助対象
ア．補助事業者
島根県信用保証協会（以下、「協会」という。）

イ．補給金交付対象資金
次に掲げる各資金で、平成20年 4月 1日以降に協会が保証承諾したものを対象とするもの
とし、融資実行されたものに限る。
（a）　島根県中小企業制度融資要綱（昭和47年島根県告示239号）別表に規定する各資金
（b）　島根県環境資金融資要綱（平成11年島根県告示251号）第 1条に規定する環境資金
（c）　 島根県ソフト産業等立地促進資金融資要綱（平成 3年島根県告示第719号）第１条に

規定するソフト産業等立地促進資金のうち、同要綱第４条第２号に規定する運転資金
ウ．対象事業・対象経費・補助金額
補給金額は、次の各号に定める資金の区分に応じて当該各号に定める額とする。

資金区分 補給金額
（1） 平成25年豪雨災害対策

特別資金並びに創業者
支援金及び再生支援資
金のうち平成26年１月
6日から平成27年 3月
31日までの間に認定し
たもの

協会が信用保証料率ガイドライン（平成18年 3 月29日社団法人全国信用保
証協会連合会通知）に基づき決定した、本来得るべき保証料率（以下「基
準保証料率」という。）から年0.2パーセントの割合を差し引いた率に基づ
き算出した保証料から前条第 1号の各資金において軽減を行った保証料率
（以下「県制度保証料率」という。）に基づき算出した保証料を差し引いた
額に、 2分の 1を乗じた額とする。
補給金額＝（基準保証料率から年0.2パーセントの割合を差し引いた率に基
づく保証料－県制度保証料率に基づく保証料）× 1 / 2

（2） 創業者支援資金及び再
生支援資金のうち平成
27年 4月 1日から平成
30年 3月31日までの間
に認定したもの

基準保証料率から年0.2パーセントの割合を差し引いた率に基づき算出した
保証料から、県制度保証料率に基づき算出した保証料を差し引いた額に、
2分の 1を乗じた額とする。
補給金額＝（基準保証料率から年0.2パーセントの割合を差し引いた率に基
づく保証料－県制度保証料率に基づく保証料）× 1 / 2

（3） 小規模企業特別資金及
び小規模企業育成資金
のうち平成29年 4月 1
日から平成30年 3月31
日までの間に認定した
もの

基準保証料率から年0.2パーセントの割合を差し引いた率に基づき算出した
保証料から県制度保証料率に基づき算出した保証料を差し引いた額に、 2
分の 1を乗じた額とする。
補給金額＝（基準保証料率から年0.2パーセントの割合を差し引いた率に基
づく保証料－県制度保証料率に基づく保証料）× 1 / 2

（4）前 3号以外の資金 基準保証料率に基づき算出した保証料から県制度保証料率に基づき算出し
た保証料を差し引いた額に、 2分の 1を乗じた額とする。
補給金額＝（基準保証料率に基づく保証料－県制度保証料率に基づく保証
料）× 1 / 2
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（3）実績
当該補給金の執行実績は以下のとおりとなっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
 H27年度  H28年度  H29年度 

島根県信用保証協会保証料補給金    52,206    75,333     58,731

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
指摘又は意見を付すべき事項は発見されなかった。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的は「県内中小企業者の資金調達の円滑化と負担の軽減
を図るため」とされており、公益性が認められる。
また、交付対象は協会に限定されているが、島根県制度融
資の保証を行うのは協会のみであり、交付対象の合理性に
問題はない。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性 融資実績件数がKPIとして設定されている。

本補給金については制度として存在すること自体が重要で
あるため、KPIの設定による管理に対する実効性は薄い。
ただし、市場経済の状況と利用件数の状況を検討し、本補
給金制度が真に県内中小企業者の経営円滑化に資するよう
（例えば条件を緩和する等の措置が必要になることも考えら
れるため）、融資実績件数等を経常的にモニタリングするこ
とは重要である（※ 1）。

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

6 KPIの 比 較 可 能 性
（金額的な視点等）

※ 1： 県は上記のとおり、本補給金のKPIとして「融資実績件数」を設定しているが、当該尺度の
設定は事業自体の結果であり、本来、本補給金のKPIとして設定するのは合理的とはいえな
い。  
一方で、本補給金の目的は、協会に保証料補給を行い、信用力・担保力が弱い県内中小企業
者が借入を行う際の保証料負担を軽減して資金調達の円滑化を図り、経営環境の厳しい中小
企業者や創業者等にも経営改善や創業等の機会を担保することにある。従って、門戸が開か
れていることが重要であり、増えればよいというものではない。また、市中貸出金利の低下
による利用件数の減少や、市況の好転等による事業者の経営環境改善で利用件数が減少した
場合に、本補給金をなくしてよいかというと、そうはならない。その場合、本補給金の意義
は薄れるが、本補給金に頼らざるを得ない事業者がゼロになるわけではないため、依然とし
て補給金事業は存在することが必要となる。  
以上を勘案し、本補給金についてはKPIの設定及びそのフィードバックについて検討するこ
と自体が合理的ではないと考えた。ただし、市場経済の状況と利用件数の状況を検討し、条
件を緩和する等の措置が必要になることも考えられるため、融資実績件数等を経常的にモニ
タリングすることは重要であると考え、県のスタンスは合理的と結論付けた。
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41．島根県地域商業等支援事業費補助金

1 ．概要

（1）目的
本補助金は、経済情勢の悪化や商業者の高齢化等により県内商業等の店舗数及び販売額が著し
く減少し、地域の商業機能が失われつつある現状を考慮し、商業機能の維持・向上などに取り組
む事業者（以下「間接補助事業者」という。）を支援する市町村に対して、予算の範囲内において
補助金を交付することにより、地域商業等の振興に寄与することを目的とする。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
島根県地域商業等支援事業費補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助事業者
市町村
イ．間接補助事業者
商業機能の維持・向上などに取り組む事業者
ウ．対象事業・対象経費・補助金額
事業
区分 補助対象経費 補助率 補助限度額

小
売
店
等
持
続
化
支
援
事
業

① 一般枠
開店又は事業承継に要する経費
改修費、建築費、建物取得費、備品購入
費、備品リース料、家賃、広告宣伝費 【改修費、建築費、建物取得

費、備品購入費、備品リース
料】
補助対象経費の 1 / 4 以内
（市町村負担額を上限とする）

【家賃、広告宣伝費】
補助対象経費の 1 / 3 以内
（市町村負担額を上限とする）

1,000千円
（ただし、家賃は月額
50千円かつ12月分を
上限とする。）

② 買い物不便対策特別枠
改修費、建築費、建物取得費、備品購入
費、備品リース料、家賃、広告宣伝費
※１  中小企業者以外の会社が開店計画

を有する場合は、改修費、建築費、
建物取得費、備品購入費、備品
リース料のみを対象経費とする

※ 2   開店計画、事業承継計画を有しな
い場合は、改修費、備品購入費、
備品リース料のみを対象経費とす
る

5,000千円
（ただし、家賃は月額
50千円かつ12月分を
上限とする。）

③ 開業支援特別枠
ア　開店又は事業承継に要する経費
　　 改修費、建築費、建物取得費、備品
購入費、備品リース料、家賃、広告
宣伝費

イ　 特定創業支援事業の受講等に必要な
経費

　　受講料、旅費
ウ　 特定創業支援事業の受講等の後に必
要となった経費

　　 備品購入費、備品リース料、広告宣
伝費

【改修費、建築費、建物取得
費、備品購入費、備品リース
料】
補助対象経費の 1 / 4 以内
（市町村負担額を上限とする）

【家賃、広告宣伝費、受講料、
旅費】
補助対象経費の 1 / 3 以内
（市町村負担額を上限とする）

1,200千円
（ただし、家賃は月額
50千円かつ12月分を
上限とする。）
※一般枠の交付決定を
受けた者が開業支援特
別枠の交付申請をする
場合、一般枠の交付決
定額と合わせて1,200
千円を上限とする。
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④ 災害対応枠
ア　 施設・設備の原状回復に要する経費
　　 建築費、建物取得費、施設修繕費、
設備改修費、備品購入費等

イ　 仮店舗での営業に要する経費
　　家賃、広告宣伝費、備品購入費等

補助対象経費の 1 / 3 以内
（市町村負担額を上限とする）

1,000千円
（ただし、イの家賃は
月額50千円かつ24月
分を上限とする。）
※ 被 災 状 況 に よ り
2,000千円まで引き上
げることとする。

移
動
販
売
・
宅
配
支
援
事
業

①  移動販売又は宅配に必要な車両及び備
品の購入費（200千円以上のものに限
る）、備品リース料（200千円以上のも
のに限る）。

②  移動販売又は宅配の運営に要する次の
経費
ア 燃料費
イ 車検費用
ウ 修理費
エ 備品購入費（200千円未満）
オ 備品リース料（200千円未満）
ただし、年間経費が200千円をこえるこ
とを要件とする。

③  軽減税率及び在庫管理、売上分析に対
応が可能なPOSシステム等レジ関連機
器の購入またはリースにかかる経費

① 補助対象経費の 1 / 4 以内
（市町村負担額を上限とする）

② 次の金額以内
1年目　50千円／ 1台
2年目  40千円／ 1台
3年目  30千円／ 1台
（市町村負担額を上限とする）

③ 補助対象経費の 1 / 4 以
（市町村負担額を上限とする）

① １台あたり1,000千
円

② 定額（左記参照。
ただし３年を上限とす
る。）

③ １台あたり100千円

商
業
環
境
整
備
事
業

① 一般枠
施設整備の設置・取得・整備に要する経
費

　 ただし、土地の取得・使用・造成・補償
に要する経費、及び中小企業者又は個人
単独の所有となる場合は補助対象外とす
る。

② 中心市街地活性化枠
　 中心市街地の活性化に関する法律（平成
10年 6月 3日法律第92号）における認
定基本計画に位置づけられた事業のうち
以下のもの
ア　地域・まちなか商業活性化支援事業
　（ア） 中心市街地再興戦略事業の先導

的・実証的事業として交付決定
を受けた経費

　（イ） 地域商業自立促進事業の自立促
進支援事業として交付決定を受
けた経費

イ　 地域文化資源活用空間創出事業費補
助金の中心市街地活性化事業として
交付決定を受けた経費

補助対象経費の 1 / 4 以内
（市町村負担額を上限とする）

② 国補助対象経費の 1 / 9 以
内（市町村負担額を上限と
する）

5,000千円

30,000千円
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（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

※上表には、国庫補助事業分も含まれている。

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
指摘又は意見を付すべき事項は発見されなかった。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的は「商業機能の維持・向上などに取り組む事業者を支援
する市町村に対して補助金を交付することにより、地域商業
等の振興に寄与すること」とされており、公益性、交付対象
の合理性に問題はない。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

事務事業評価シートの中で、本補助金事業を構成する事業の
一つである「小売店等持続化支援事業の実績数」を採用して
いるが、当該補助事業の活用自体が補助事業の目的には成り
得ないため、当該KPIは合理的であるとはいえない（※ 1）。

―

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性 実績値は把握しているが、KPI自体が不合理である。 ―

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性

事務事業評価シートの中で目標値が設定されているが、KPI
が不合理である（※ 1）。 ―
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5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

上記の尺度とは別に、補助事業者や間接補助事業者に対して
聞き取りを行う等により、現状分析や課題の抽出、今後の方
向性の指針を検討しているが、定性情報が多く、実績数以外
の具体的・体系的な分析については資料を作成していないと
の説明を受けた。

―

6 KPIの 比 較 可 能 性
（金額的な視点等） 金額的な視点によるKPIを設定する余地がある（※ 1）。 ―

※ 1： 本事業は、１.（2）②（ウ）のとおり、「①小売店等持続化支援事業」、「②移動販売・宅配支
援事業」、「③商業環境整備事業」の３つの小区分の事業から構成されている。県は、事務事業
評価シートの中で、本補助金事業のKPIとして、①小売店等持続化支援事業の実績数を採用し
ている。県は、経済情勢の悪化や商業者の高齢化等により県内商業等の店舗数及び販売額が著
しく減少し、地域の商業機能が失われつつある現状を考慮し、商業機能の維持・向上などに取
り組む事業者を支援することが当事業の目的と考え、本補事業自体の「実績数」をKPIとして
採用しているとの説明を受けた。
しかし、同要綱には「経済情勢の悪化や商業者の高齢化等により県内商業等の店舗数及び販売
額が著しく減少し、地域の商業機能が失われつつある現状を考慮し…（中略）…地域商業等の
振興に寄与すること」とあるため、本補助事業による地域の商業機能の維持の度合いと、商業
機能が低下している現状を打破できているか否か、を計るKPIを設定するべきと考える。
この点、間接補助事業の完了した日の属する会計年度終了後５年間、補助事業者である市町村
は、本間接補助事業の実施状況及び事業効果についてとりまとめ、県に報告することが上記要
綱において義務付けられており、実際、松江市以外の市町村からの実績報告には間接補助事業
者別の月次売上高が報告されている。また、補助金の申請を受け付ける際、間接補助事業者か
ら個別に収支計画書の提出を受けているため、実績値と計画値を比較することにより、売上高
が計画どおり推移しているか否かを把握することが可能である。また、間接補助事業者から 5
年間上記報告を受けることから、営業を継続しているか否かについての情報も入手している。
以上を踏まえ、本補助事業の効果の測定方法として例えば次の方法が考えられる。

評価方法 内　　容
1,売上高を集計して評価 売上高の年間実績を集計し、当該売上高に係る目標

値と比較・評価する方法。

2,売上高達成率による評価 申請当初提出を受けた売上高予算に対する売上実績
の達成率を目標として設定し、達成率の実績とを比
較・評価する方法。

3,営業継続率を評価 間接補助事業者が実績報告を義務付けられた 5年間
の間、営業を継続している率について目標を設定し、
当該継続率の実績と目標継続率とを比較する方法。

本補助金は、そもそも地域の商業機能が失われつつある現状を考慮して設置された事業である
ため、売上をただ上げればよい、というものではなく、予定どおりの収支を積み上げ、可能な
限り営業を継続する状況を作ることが重要と考えられる。このため、合目的性の視点からは、
上記 1の方法よりも 2若しくは 3の方法がより適正な指標といえる。また、 3の方法は分析・
比較が容易な点が優れている一方、情報量が限定的であるため、打ち手としてフィードバック
するのが難しい。このため、上記 2の方法がベストな指標であると考えられ、県は当該KPIの
設定を検討されたい。
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42．大学生等のIT技能習得促進支援補助金

1 ．概要

（1）目的
IT技能習得促進を目的としたインターンシップに係る島根県中小企業団体中央会の事業費等を
補助し、IT産業を支える専門性の高い人材の育成・確保を促進する。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
大学生等のIT技能習得促進支援補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者
島根県中小企業団体中央会（以下、「中央会」という。）
イ．対象事業・対象経費・補助金額

補助対象事業 補助対象経費 補助金の額

IT技能習得促進を目的としたイン
ターンシップに係る中央会の事業

報酬、賃金、共済費、報償費、旅費、需用
費、役務費、使用料及び賃借料、補助金、そ
の他知事が必要と認める経費

予算の範囲
内において
知事が定め
る額

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
 H27年度  H28年度  H29年度 

大学生等のIT技能習得促進支援補助金      4,905      5,443      4,214

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
指摘又は意見を付すべき事項は発見されなかった。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的は「IT技能習得促進を目的としたインターンシップに
係る中央会の事業費等を補助し、IT産業を支える専門性の
高い人材の育成・確保を促進する」とされており、公益性
が認められる。
また、交付対象が中央会に限定されているが、中央会が中
小企業の相互扶助によりその経済活動を促進するという公
益目的のために設立された団体であることから、合理性に
も問題はない。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

次の項目をKPIとして設定している（※ 1）。
① インターンシップの受入企業数とインターンシップマッ
チング人数
② 本補助金事業利用者の追跡調査結果（アンケート）

○
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3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

上記KPIのそれぞれについて実績値を計数として把握してい
る（※ 1）。 ○

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性 上記①について目標値が設定されている。 ○

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

目標値と実績値の比較によるモニタリングは行っているが、
現状分析や課題の抽出、今後の方向性の指針の検討は行っ
ていない（※ 1）。

―

6 KPIの 比 較 可 能 性
（金額的な視点等）

金額的な視点によるKPIの設定はない。ただし、金額的な視
点によるKPIの設定は、目的から考えて不合理（※ 1）。

※ 1： 本補助金の目的は、「IT産業を支える専門性の高い人材の育成・確保を促進すること」ことで
あり、必ずしも「本県産業の振興」ではない。本補助金事業が属する事務事業が「若年者雇
用対策事業」であり、さらに上位の施策が「雇用・就業の促進と人材の確保」であることか
ら、KPIに経済効果や付加価値等の金額的な視点の採用は合理的ではなく、「本補助金のイン
ターンシップを利用した学生のうち、受入先企業その他の島根県内のIT企業に就職した者の
人数」が適当であると考えられる。この点、県は、受入先企業に対する調査及びインターン
（学生）に対するアンケート調査、追跡調査（インターンが「IT業界・非IT業界」、「島根県
内・島根県外」のいずれで就職（または就職活動）をしたのかを把握）により、上記人数を
把握している。ただし、プライバシーの問題や、本事業の利用者（インターンシップを利用
した学生）が必ずしも翌年に卒業、就職すると限らないことから、十分かつ正確な情報の入
手ができていないのが実状である。このため、中央会が行っている「インターンシップの受
入企業数とインターンシップマッチング人数」を県も追認している状況にある。

本来、実施事業自体の実績値を評価尺度とすることは合理的ではないが、本補助事業の場合
は目的が他の補助金事業と異なり「雇用の確保」にあることから、当該KPIの設定は不合理
とはいえない。
上記KPIによる評価結果をみると、達成率は概ね 3割～ 4割程度であり（平成28年度は例外
であるが）、事業としてあまり順調に遂行されていないことが伺える。これに対し、下図のと
おり、県としては予算を十分確保し、積極的に推進する姿勢を見せていることから、当該事
業をどのように進めて結果に繋げるか、早急に対応する必要がある。

〈交付決定額に対する実際の交付額の割合〉
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43．島根県シルバー人材センター連合会補助金

1 ．概要

（1）目的
シルバー人材センター事業の一層の発展を図る

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
島根県シルバー人材センター連合会補助金交付要綱
 高年齢者就業機会確保事業費等補助金（シルバー人材センター事業分）及び雇用開発支援事
業費等補助金（シルバー人材センター事業分）交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者
公益社団法人島根県シルバー人材センター連合会
イ．対象事業・対象経費・補助金額

補助対象事業 補助対象経費 補助金の額
公益社団法人シルバー人材セン
ター連合会が実施する県内におけ
る各シルバー人材センターの相互
の健全な発展等を図る事業。

県内における各シルバー人材センターの相互
の健全な発展等を図る事業等に要する経費
（詳細は国の交付要綱で規定）

予算の範囲
内において
知事が定め
る額

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
 H27年度  H28年度  H29年度 

島根県シルバー人材センター連合会
補助金    6,100    6,100    　6,600

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
属性区分 問題点の内容
指摘事項 本補助金の交付要綱上の目的は「シルバー人材センター事業の一層の発展を図る」こ

ととされているが、このことがどのように本県の公益上の便益と関連するのかが明確
にされていない。本補助金は、本県における労働人口の減少により人手不足が深刻化
している状況の中で、人手不足による地域経済の縮小に歯止めをかけるため、働く意
欲のある高年齢者の労働力を活用しようすることが趣旨であると考えられるため、当
該趣旨を要綱上の目的に反映すべきである。
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（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的の合理性には上記指摘事項の問題がある。交付対象が
島根県シルバー人材センター連合会に限定されているが、
実施事業が働く意欲を持った高年齢者の労働力活用を目的
とした事業であることから、交付対象の合理性に問題はな
い。

―

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

島根県シルバー人材センター連合会の会員登録数が設定さ
れている（※ 1）。 ―

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性 実績値を計数として把握している（※ 1）。 ―

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性 目標値が設定されている（※ 1）。 ―

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

現状分析や課題の抽出、今後の方向性の指針まで検討され
ている。 ―

6 KPIの 比 較 可 能 性
（金額的な視点等）

金額的な視点によるKPIの設定はないが、「契約金額」が
KPIとして設定可能（※ 1）。 ―

※ 1： 当補助金のKPIとして、島根県シルバー人材センター連合会の会員登録数が設定されている
が、金額的な視点によるKPIではない。近年は企業が定年後の継続雇用制度を導入したこと
により会員登録数は減少傾向にあるが、一方で島根県シルバー人材センター連合会を通じて
仕事に就いた就業者の契約金額は増加傾向にある。

会員登録数も重要な指標ではあるが、金額的な視点も含まれる「就業者の契約金額」は、補
助金が金銭により支出されていることとの衡量上好ましく、また「地域経済の活性化」への
訴求もより直接的であり、当該KPIの導入を検討されたい。
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44．中小・小規模事業者等出産後職場復帰促進補助金

1 ．概要

（1）目的
出産後職場復帰促進を目的とした奨励金の支給に係る島根県商工会連合会及び島根県内各商工
会議所の事業費等を補助し、働きやすい職場環境づくりを推進する。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
中小・小規模事業者等出産後職場復帰促進補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者
島根県商工会連合会及び県内各商工会議所
イ．対象事業・対象経費・補助金額

補助対象事業 補助対象経費 補助金の額
出産後職場復帰促進を目的とした
奨励金の支給に係る島根県商工会
連合会及び島根県内各商工会議所
の事業。

報酬、賃金、共済費、旅費、需用費、役務
費、使用料及び賃借料、奨励金、その他知事
が必要と認める経費

予算の範囲
内において
知事が定め
る額

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
 H27年度  H28年度  H29年度 

中小・小規模事業者等出産後職場復帰促進補助金 -    86,444    120,833

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
属性区分 問題点の内容
指摘事項① 島根県商工会連合会からの実績報告において、「その他事務費」の中の「その他諸費」として

補助対象経費が計上されている。また、松江商工会議所からの実績報告においても同様に「そ
の他事務費」の中の「その他諸費」が補助対象経費として計上されている。上記のように「そ
の他」とされた場合、内容が明確でないため補助対象経費に該当するか否かが判別できず、こ
のような実績報告書に基づいて補助金額を決定、支出する事務は適切ではない。

指摘事項② 松江商工会議所からの実績報告において、「管理費」として「人件費＋事務費の10%」が補助
対象経費として計上されている。この「管理費」は、要綱に限定列挙により定められた経費の
いずれに該当するか不明であり、また、人件費と事務費の合計額の10%が概算額として補助対
象経費に該当するという記載もない。このため、当該実績報告書を基礎に補助金額を決定する
事務は適切ではない。

意　見 本補助金交付要綱上の交付対象先は「島根県商工会連合会及び県内各商工会議所
4 4 4 4 4 4 4 4

」とされてい
るが、実際は島根県商工会連合会と松江商工会議所のみが支給先となり、県内各商工会議所へ
の支給分は松江商工会議所が取りまとめて支給している。県は将来的な可能性を考慮して上記
文言としているとのことであるが、少なくとも従来から現行の事務が継続されており、実態に
合わせて修正すべきである（将来的に県内各商工会議所に交付することとなった段階で現在の
文言に変更するべき）。
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（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的は「働きやすい職場環境づくりを推進する」とされて
おり、公益性が認められる。
また、交付対象が島根県商工会連合会及び県内商工会議所
に限定されているが、そこから実施事業が県内全中小企
業・小規模事業者に対して支出されることから、合理性に
問題はない。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

KPI① 事務事業評価シートの中で、「 3ヶ月以上の育児休業
取得後の職場復帰者数」として特定されているが、事業内
容自体であり、合理的ではない（※ 1）。
KPI② また、補助事業者が実施した奨励金支給先企業への
アンケートを実施し、定性的な評価も行っている（定量的
な評価はない）。
KPI③ さらに、県内の年齢階級別有業率の実績を把握して
おり、その推移も把握している。

―

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性

上記①については実績値を計数として把握しているが、KPI
自体が不合理（※ 1）。 ―

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性

上記①については目標値が設定されているが、KPI自体が不
合理。②、③についての設定はない（※ 1）。 ―

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

現状分析や課題の抽出、今後の方向性の指針まで検討され
ているが、KPI自体が不合理。 ―

6 KPIの 比 較 可 能 性
（金額的な視点等）

金額的な視点によるKPIの設定はない。ただし金額的な視点
によるKPIの設定は難しい（※ 1）。

※ 1： 上記における目標値の設定（金額的な視点含む）、評価測定とフィードバック分析等はKPI①
として設定された「 3ヶ月以上の育児休業取得後の職場復帰者数」を軸に行っている。KPI
①は補助事業自体の実績であり、本補助金事業の実績数自体を評価尺度として設定すること
は適切とはいえない。
この点、KPI②は「はたらきやすい職場づくり」を実現するための具体的な評価尺度になり
うるが、定性情報であり、定量化できるか否かが鍵となる。

【アンケート結果（奨励金利用による社内の変化）】

上記は現在、県が補助金交付先から収集したアンケートの結果であるが、それぞれの項目は
選択肢としてどれかを選択する類のものではなく、それぞれの点について程度を問うべき内
容といえる。仮に上記のアンケートの内容をそれぞれ 5段階で質問して回答を得た場合、そ
れぞれの項目に係る満足度を評点化できる。この場合、KPIとして目標値の設定も可能とな
り、またそれぞれの項目の計数を比較することで達成度の違いも浮き彫りになる。
KPI③については、当補助事業の効果との関連性がないとはいえないが、本補助事業を利用
していない事業者も含めた県全体あるいは全国の状況である。また、当該状況は世帯主の所
得状況等他の要因も考えられるため、KPIとしては沿わないが、現状把握の指標としては有
効であり、島根県の現況は概ね県の思惑どおりに進んでいると考えられる。
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【女性の年齢階級別有業率（島根県、全国）】
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45．島根県労働者福祉協議会事業費補助金

1 ．概要

（1）目的
労働者の自主的な福祉活動の増進を図る

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
島根県労働者福祉協議会事業費補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者
島根県労働者福祉協議会
イ．対象事業・対象経費・補助金額

補助対象事業 補助対象経費 補助金の額

補助事業者が行う労
働福祉に関する事業

補助事業者が行う労働福祉活動について
の啓発、その他の労働福祉の増進を図る
ための事業に要する経費のうち活動費

予算の範囲内におい
て知事が定める額

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
 H27年度  H28年度  H29年度 

島根県労働者福祉協議会事業費補助金    　3,000    3,000    　3,000

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
属性区分 問題点の内容
指摘事項 上記要綱上の目的は「労働者の自主的な福祉活動の増進を図る」こととされている

が、このことがどのように本県の公益上の便益と関連するのかが明確にされていな
い。本補助金事業は、「企業における働き方の見直しの促進」や「労働者のゆとりと
豊かさの実感」「自己啓発や社会参加」「生活設計の確立」等を支援することにより、
協議会の会員のみならず県内労働者全体の福祉向上につなげることを趣旨としている
と考えられるため、当該趣旨を交付要綱上の目的に反映すべきである。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的の合理性には上記指摘事項の問題がある。交付対象が
島根県労働者福祉協議会に限定されているが、実施事業が
県内労働者の福祉向上を目的とした事業であることから、
交付対象の合理性には問題はない。

―

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

ワンストップサービス事業の相談件数が設定されているが、
合理的とはいえない（※ 1）。 ―

194



号外第28号 島 根 県 報 平成31年３月26日

第 4章　外部監査の結果及び意見

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性 実績値を計数として把握している（※ 1）。 ―

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性 目標値は設定されていない（※ 1）。 ―

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

目標値は設定されていないが、現状分析と今後の方針は示
されている。 ―

6 KPIの 比 較 可 能 性
（金額的な視点等）

金額的な視点によるKPIの設定はない。ただし金額的な視点
によるKPIの設定は難しい（※ 1）。

※ 1： 当補助金は、その性質上、効果測定の場面において金額的な視点を導入するのは困難であ
る。ただし、事業としては相談のみならず研修会やライフプランセミナーの開催等も行って
いるため、相談件数のみを評価尺度として用いるのは適切ではない。

例えば、研修会やライフプランセミナーにおいて受講者に対してアンケートをとり、受講者
の満足度を評点化してKPIとすることが考えられるため、導入を検討されたい。
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46．島根県資源循環型技術開発事業費補助金

1 ．概要

（1）目的
産業廃棄物の発生の抑制、再生利用等による産業廃棄物の減量を促進し、産業廃棄物の循環的
な利用に関する産業の活性化を図ることを目的としている。

（2）事業内容

①　根拠法令
補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）
島根県資源循環型技術開発事業費補助金交付要綱

②　補助対象
ア．補助対象者
以下の者
（a）県内に事業所を有する事業者（以下「県内事業者」という。）
（b） 当該団体の直接又は間接の構成員の２分の１以上が県内事業者である法人格を有する団

体
（c） ２以上の県内事業者を含む４以上の個人又は法人で構成される法人格のない団体であっ

て、資源循環型技術開発等事業を継続して的確に遂行するに足りる経理的基礎を有する
もののうち知事が適当と認めたもの

イ．対象事業
県内事業者等が行う次の事業（以下「資源循環型技術開発等事業」という。）
（a）産業廃棄物の発生の抑制、減量化又は再生利用に関する技術の研究開発を行う事業
（b）産業廃棄物を原材料として利用した製品の研究開発を行う事業
（c）上記（a）又は（b）についての事業化に向けた市場調査又は可能性試験を行う事業
ウ．補助金額
補助金交付の対象となる経費（県内事業者等が行う資源循環型技術開発等事業に必要な経費
であって別表に掲げる経費のうち知事が必要かつ適当と認めるもの）について、予算の範囲内
で補助金を交付する。
区
分 補助対象事業費 対象期間 交付率及び限度額

研
究
開
発
枠

原材料費
構築物費

機械装置及び工具器具費

外注加工費
技術指導受入れ費
委託費
その他の経費

原材料及び副資材の購入に要する経費
構築物の購入、建造、改良、据付け、借用又
は修繕に要する経費
機械装置又は工具器具の購入、試作、改良、
据付け、借用又は修繕に要する経費
外注加工に要する経費
技術指導の受入れに要する経費
研究開発又は市場調査の委託に要する経費
その他知事が特に必要と認める経費（人件費
を除く）

補助対象経費の 3
分の 2以内で、か
つ、100万円以上
1,000万円以下の
額
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可
能
性
試
験
研
究
枠

技術指導受入れ費
委託費
謝金及び旅費

研究経費
その他の経費

技術指導の受入れに要する経費
研究開発又は市場調査の委託に要する経費
市場調査又は情報収集に係る専門家への謝金
又は旅費、市場調査又は情報収集に係る職員
の旅費
研究会開催に係る経費
その他知事が特に必要と認める経費（人件費
を除く）

補助対象経費の 3
分の 2以内で、か
つ、200万円以内
の額

（3）実績
当該補助金の執行実績は以下のとおりとなっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
　  H27年度  H28年度  H29年度 
島根県資源循環型技術開発事業費
補助金 7,742 5,810   　21,999

2 ．監査の結果及び意見

（1）事務執行上の発見事項
指摘又は意見を付すべき事項は発見されなかった。

（2）KPIの設定及びフィードバック（意見・改善提案）
Step 監査要点 意見・改善提案 結果

1
目 的 の 特 定
目 的 の 公 益 性
交付対象の合理性

目的は「産業廃棄物の発生の抑制、再生利用等による産業
廃棄物の減量を促進し、産業廃棄物の循環的な利用に関す
る産業の活性化を図ること」とされており、公益性に問題
はない。
平成26年度までは、補助対象者を、自らの事業活動に伴っ
て産業廃棄物を排出する事業者（排出事業者）に限定して
いたが、排出事業者でなくても産業廃棄物の発生の抑制、
減量化又は再生利用に関する技術の研究開発をおこなう事
業者もあることから、平成27年度から排出事業者に限定す
る規定を撤廃しており、交付対象の合理性にも問題はない。

○

2 K P I の 設 定
K P I の 合 理 性

事務事業評価シートの中で、「採択された技術を活用して、
製造または販売を展開した件数」として特定されている。 ○

3 効果（実績値）の計数
化と測定値の合理性 実績値を計数として把握している（※ 1）。 ○

4 目 標 値 の 計 数 化
目 標 値 の 合 理 性 目標値が設定されている（※ 1）。 ○

5 ギ ャ ッ プ 分 析 と
フ ィ ー ド バ ッ ク

現状分析や課題の抽出、今後の方向性の指針まで検討され
ている（※ 1）。 ○

6 KPIの 比 較 可 能 性
（金額的な視点等）

金額的な視点によるKPIの設定はない。ただし、金額的な視
点によるKPIの設定は、目的から考えて不合理（※ 1）。

※ 1： 本補助金事業が所属する事務事業は「資源循環型技術経営支援事業」であり、さらに上位の
施策は「環境保全の推進」、その上位である政策は「自然環境、文化・歴史の保全と活用」
である。このため、そもそも本県の産業の振興を直接的な目標とするものではなく、自然環
境保護をその直接的な意図としている。従って、当該事業は金額的な視点によるKPIが嵌ら
ない補助金事業であるといえる。
また、補助対象事業が「研究開発コスト」に対するものであり、仮に金額的な評価が可能で
あるとしても、その効果の発現時期と補助金の支出負担時期との差異が大きくなる傾向にあ
るため、タイムリーな効果の測定は難しい。
この点、県は、KPI、目標値の設定、評価測定とフィードバック分析等を「採択された技術
を活用して製造または販売を展開した件数」により行っている。そもそも、本来の目的は
「自然環境の保護」であるため、「どれだけ環境に係る指標が改善したか」等による評価が合
理的であると考えられるが、環境に係る指標はCO 2量や種々有害物質の量、放射線量等多
岐に亘る。
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このため、県はより「インプット」側に位置する「企業による研究開発の進展による商品
化・実用化」を尺度として設定していると考えられ、当該KPIによる評価とモニタリングは、
次善の策として合理的であると判断した。
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第 5章　監査を終えて（謝辞）

第 5章　監査を終えて（謝辞）

本監査においては、幅広い島根県の事業の中で、特に商工労働部にフォーカスして監査を行った。
このため、まず最初に、商工労働部の商工政策課、しまねブランド推進課、企業立地課、産業振興課、
公益財団法人しまね産業振興財団、雇用政策課、観光振興課、中小企業課（順不同）の各担当者の皆
様に厚く御礼を申し上げたい。また、本監査は手続上の監査手続に留まらず、必要に応じ、現状の問
題認識や今後のあるべき施策評価や事業の進め方、方向性等についてもかなり議論させて頂いた。時
には意見がぶつかり、不快な思いをさせてしまうこともあったと自覚している。感謝と合わせ、この
点についてはお詫びを申し上げさせて頂きたい。
また、テーマ選定から原稿の最終確認作業までご協力、ご対応頂いた政策企画局政策企画監室の担
当者、監査委員事務局の担当者の皆様にも感謝を申し上げたい。
最後に、補助者としてご協力頂いた古津弘也先生、森脇俊樹先生、井上貢輔先生、桑原知佳様。補
助者の皆様のご協力がなければ、本監査を完遂することはできなかった。ご協力に対し、深く感謝を
申し上げたい。

皆様の思いが叶い、業務が成果となり、本県がますます発展していくことを、心から願っている。
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【平成30年度　包括外部監査日程表】

日にち 内　容 日にち 内　容
平成30年
6 月 6 日 内部協議 平成30年

11月 8 日 ヒアリング、書類監査（中小企業課）

平成30年
6 月11日 内部協議 平成30年

11月 9 日 ヒアリング（しまね産業振興財団）

平成30年
6 月26日 内部協議 平成30年

11月10日 内部協議

平成30年
7 月 4 日 内部協議 平成30年

11月12日 ヒアリング（産業振興課）

平成30年
7 月17日 内部協議 平成30年

11月14日 内部協議・個別ヒアリング

平成30年
7 月25日 内部協議 平成30年

11月21日 内部協議・個別ヒアリング

平成30年
8 月20日 内部協議 平成30年

11月24日 内部協議・個別ヒアリング

平成30年
9 月 4 日 内部協議 平成30年

11月27日 内部協議・個別ヒアリング

平成30年
9 月11日 ヒアリング・書類監査（商工政策課） 平成30年

12月 5 日 内部協議・個別ヒアリング

平成30年
9 月20日 内部協議 平成30年

12月 6 日 内部協議・報告書検討

平成30年
9 月27日 内部協議 平成30年

12月11日 内部協議・報告書検討

平成30年
10月 2 日

ヒアリング、書類監査（しまねブランド
推進課）

平成30年
12月20日 内部協議・報告書検討

平成30年
10月11日 ヒアリング、書類監査（企業立地課） 平成30年

12月26日 内部協議・報告書検討

平成30年
10月12日 ヒアリング、書類監査（産業振興課） 平成31年

1 月 9 日 内部協議・報告書検討

平成30年
10月15日

ヒアリング、書類監査（産業振興課・し
まね産業振興財団）

平成31年
1 月15日 内部協議・報告書検討

平成30年
10月17日 内部協議 平成31年

2 月28日 監査委員への説明

平成30年
10月18日 ヒアリング、書類監査（雇用政策課） 平成31年

3 月 5 日 知事報告

平成30年
10月26日 ヒアリング、書類監査（観光振興課） 平成31年

3 月15日 正副議長報告（予定）

平成30年
11月 2 日 ヒアリング、書類監査（観光振興課）

※上記の他、各自で報告書作成などを行っている。
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